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高感度光学観測ネットワークによる電離圏・熱圏・中間圏ダイナミクスの研究 
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本研究では、大気光の撮像や、その発光高度
での風速、温度を計測することができる超高層
大 気 イ メ ー ジ ン グ シ ス テ ム （ Optical 
Mesosphere Thermosphere Imagers －
OMTIs）を開発し、電離圏・熱圏・中間圏の大
気・プラズマダイナミクスを研究している。現
在、OMTIsは全天カメラ 12台、ファブリ・ペ
ロー干渉計 5台、掃天フォトメータ 3台、分光
温度フォトメータ 3台で構成され、国内４カ所、
ロシア、オーストラリア、タイ、インドネシア、
カナダ、ノルウェー、ハワイでそれぞれ自動観
測を行っている。これらの機器はすべて、国立
極地研究所の光学較正実験施設を用いて、感度
較正が行われてきた。これらの観測から、オー
ロラに伴う熱圏風のダイナミクス、大気重力波
の伝搬特性、プラズマの不規則構造の緯度・季
節依存性、磁気嵐に伴う低緯度オーロラの出現
特性などを明らかにしてきた。これらの研究成
果は、以下にリストした 17 編の論文として公表
されている。 
 
 
図１：OMTIsの光学観測機器の配置 
 
研究発表（本共同研究に基づいて、国立極地研究所の光学較正システムを用いて較正された光学観
測機器による研究成果。査読ありの論文、平成 24年以降。） 
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プラズマ輸送シミュレーションへの 
物理乱数の応用 
◎菅野龍太郎 核融合科学研究所・准教授 
 佐竹 真介 核融合科学研究所・准教授 
 沼波 政倫 核融合科学研究所・助教 
（国立極地研究所） 
 岡田 雅樹 准教授 
平成 23年～平成 25年（3か年） 
 
[研究成果] 
トーラスプラズマの輸送解析を行うため、物理乱
数を用いたモンテカルロ輸送シミュレーションコ
ードを開発した。ここで、プラズマ輸送は、以下の
ような輸送方程式で表現されるとする： 
∂𝑢(𝑡,𝒙)
∂𝑡
+ ∇ ∙ (𝑼𝑢) − 12∇ ∙ (D ∙ ∇𝑢) + 𝜂𝑢 = ℎ(𝑡,𝒙). 
ただし、𝑡 ∈ [0, 𝑡1]である。また、𝑡 = 0において、
𝑢 = 𝛷(𝒙)、境界において𝑢 = 𝐺(𝑡,𝒙)とする。この輸
送方程式の解は、以下のように与えられる： 
𝑢(𝑡,𝒙)= E𝑡,𝒙 �𝐺�𝜏, 𝝃(𝜏)�exp �� 𝜂∗�𝑠, 𝝃(𝑠)�d𝑠𝜏
𝑡
� 𝜒𝜏<𝑡1�
+ E𝑡,𝒙 �𝛷�𝝃(𝑡1)�exp �� 𝜂∗�𝑠, 𝝃(𝑠)�d𝑠𝜏
𝑡
� 𝜒𝜏=𝑡1�
− E𝑡,𝒙 �� ℎ∗�𝑠, 𝝃(𝑠)�exp �� 𝜂∗�𝜗, 𝝃(𝜗)�d𝜗𝑠
𝑡
�d𝑠𝜏
𝑡
�. 
この解は、𝑡 → 𝑡1 − 𝑡として輸送方程式を後退方程式
に書き直し、見本経路𝝃(𝑠)：d𝝃(𝑠) = σ ∙ d𝑾𝑠 + 𝑼∗d𝑠
により与えられる。ここで、拡散係数 D𝑖𝑖はD𝑖𝑖 = σ𝑖𝑘g𝑘𝑘σ𝑖𝑘、g𝑘𝑘は計量テンソル、Wsはブラウン
運動、𝑈∗
𝑖 = −𝑈𝑖 + (1/2)𝜕D𝑖𝑖 𝜕𝑥𝑖⁄ 、E𝑡,𝒙は時刻𝑡にお
いて𝝃(𝑡) = 𝒙から出発した見本経路𝝃によって与え
られる平均オペレータ、ℎ∗ = −ℎ、𝜂∗ = −𝜂 − 𝜕𝑈𝑖 𝜕𝑥𝑖⁄ 、
𝜒𝐴は集合𝐴に対する定義関数、𝜏は見本経路𝝃が境界
を越えた時の停止時刻を意味する（ただし、τ > t1と
なった場合は、τ = t1とする）。定常解𝑢 = 𝑢(𝒙)は、
上記の解において𝑡 = 0および𝑡1 → ∞として、N個の
見本経路すべてが境界にたどり着くまで追跡し（時
刻𝑡 = 0に位置 x から出発したすべての見本経路の
停止時刻が求まるまで計算し）、𝑢 = 𝑢(𝒙) = 𝑢(0,𝒙)
をN個の見本経路による平均によって求めることで
数値的に与えられる。U、D、η、h が u に依存する
場合は、繰り返し計算により定常解を求める。この
とき、数値解にはノイズが伴うが、赤池情報量基準
を用いて平滑化する。詳しくは、参考文献[1]参照。 
例えば、テスト計算として、次の径方向のエネル
ギー輸送方程式を考える（𝑢 = 𝑇e、𝑇eは電子温度）： 
∂
∂𝑡
�
32𝑛𝑇e� + 1𝑟 𝜕𝜕𝑟 �𝑟𝜅egB 𝜕𝑇e𝜕𝑟 � − 32 〈𝜎𝜎〉rre𝑛2𝑇e + 𝑆 = 0. 
初期条件は𝛷(𝑟) = 𝑇ax(0) − �𝑇ax(0) − 𝑇edge� 𝑟 𝑎⁄ と
し、Tax(0) = 2keVおよび𝑇edge = 200eV、境界条件
は原点近傍𝐺(𝑡, 𝑟0) = 𝑇e(𝑡, 𝑟0 + 𝛿𝑟) − 𝛿𝑟 𝜕𝑇e 𝜕𝑟(𝑡, 𝑟0)⁄
及び外側𝐺(𝑡,𝑎) = 𝑇edge、𝜕𝑇e 𝜕𝑟(𝑡, 𝑟0)⁄ = −1.8keV/m。
密度 nは一定で、𝑛 = 1 × 10−19m−3。𝜅egBは、ジャイ
ロ・ボーム熱伝導率。〈𝜎𝜎〉rreは、𝐼 = 13.6として 
〈𝜎𝜎〉rre= 1.27 × 10−19 (𝐼 𝑇e⁄ )3 2⁄ {(𝐼 𝑇e⁄ ) + 0.59} m3 s⁄⁄ . 
また、𝑆 = (5 2⁄ ) {1 − 4(𝑟 𝑎 − 1 2⁄⁄ )} kW m3⁄ 。定常
解は、図 1のように得られる。ここに、図において、
初期条件は initial、繰返し計算のための近似解を
temporary、最終的に得られた数値解を finalと記し
た線で示す。得られた数値解が初期分布および用い
る乱数列に依存しないか確認するために、図 2のよ
うに複数の異なる Tax(0)を仮定し、また、異なる乱数
列を擬似乱数および物理乱数発生器により生成さ
せ、複数回シミュレーションを実行することで、得
られた数値解の確からしさを検証した。以上のよう
なテスト計算により、本研究において開発した数値
手法の計算原理の妥当性が確認できた[1]。 
このモンテカルロ計算コードにおける乱数の
図 1 
生成スピードは、乱数生成数 300万個の場合、実測
で擬似乱数（Tausworthe 列）が 1497MB/sに対し
て物理乱数は 191MB/sで、物理乱数は約 7.8倍遅い
生成スピードであった。そこで、物理乱数は 1回の
アクセスで発生できる最大個数を生成してメモリ
に蓄えておき、それを使い果たした場合に改めて物
理乱数発生器にアクセスするよう工夫したところ、
2 倍程度までに総計算時間を抑えられることが分か
った。 
次に、トーラス磁場配位における輸送の解析がで
きるようにコード拡張を行い、テスト計算として、
以下の輸送方程式の定常解を求めた： 
∂𝑢
∂𝑡
+ 𝑼 ∙ ∇ ∙ 𝑢 − (D ∙ ∇) ∙ ∇𝑢 = 𝑆. 
 
 
 
 
 
 
 
ただし、境界条件は、内側境界（図 4、5の高さ u=1
の等高線）で G=1、外側境界（図 4、5 の高さ u=0
の等高線）で G=0 とする。𝑼 = −(4 + 𝑟)∇𝑟、D𝑖𝑖 = (2𝑟3 + 𝑟2 + 𝑟)(δ𝑖𝑖 + 𝑏𝑖𝑏𝑖)、 𝑆 = 5𝑟(1 − 𝑟) + 1
を仮定した。ここで、b は磁力線平行方向の単位ベ
クトル b=B/|B|、磁場 B は円形トカマク磁場を用い
た。あるトーラス断面（トロイダル角 φ=0）上の定
常解は、図 3のように与えられ、その等高線図は図
4のようになった。また、図 5は、図 4のトーラス
断面の位置からトロイダル方向に180度進んだ位置
（トロイダル角 φ=π）での定常解の等高線図となっ
ている。トーラスの一部分に（トロイダル角 φ=0を
中心に）リミターとして外側境界に尖った構造物を
入れた場合でも、特別な処理無しに定常解を求める
ことができることを確認した（図 4 と 5 を参照）。
また、物理乱数発生器を用いて複数回実行し、得ら
れた解の確からしさも容易にチェックできた。 
以上のように、物理乱数の効率的な利用は、プラ
ズマ輸送のモンテカルロシミュレーションで得た
数値解の確からしさの検証に極めて有効であるこ
とが分かった。 
[参考文献] 
1) R. Kanno, S. Satake and M. Nunami, Plasma and Fusion Research, Vol. 6, 2403066 (2011) 
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図 4. トロイダル角 φ=0における定常解。 
外側境界に尖った構造物を入れた。 
図 5. トロイダル角 φ=πにおける定常解。 
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[研究成果] 
広視野ガンマ線コンプトンカメラ（ETCC)
によるガンマ線観測気球実験を北極圏の 
キルナで行うことで、高エネルギー電子降
下（REP）による極域ガンマ線バーストの
定点観測を行う。201４年以後にキルナから
長時間 気球 観測を行い、さらに EISCAT
レーダーおよび ERG 衛星（提案打ち上げ時
期：2015 年）と連携観測を行うことにより、
宇宙圏の高エネルギー現象及び超高層大気
化学への影響を調べる予定である。この経
費では気球装置の高層での環境試験を、真
空試験装置のある JAXA の宇宙科学研究所
で行い、高層大気中での熱真空試験を実施
した。2５年度ではこれからの気球実験に備
え、加速器を用いた宇宙線環境試験を実施
し、気球装置の高層での性能評価を行い、評
価を行った。 
今までコンプトンカメラによる宇宙ガン
マ線観測装置は宇宙環境下では天体ガンマ
線のほか、宇宙線、大気中性子・ガンマ線な
ど雑音放射線が大量に検出器に到来し、観
測装置の感度を 1 桁程度と大きく劣化させ
た。このような強放射線下における ETCC
の性能評価試験はこのように実際の観測で
の性能を評価するのに不可欠であり、以下
のように実施した。 
25 年秋に大阪大学核物理研究センター
（RCNP）の加速器を使い 140 MeV 陽子を
水ターゲットに照射し、ガンマ線・中性子・
陽子が飛び交う疑似宇宙放射線環境を作り、
気球高度の約 10 倍の放射強度環境の中で
弱 RI 線源（137Cs, 0.7 MBq）の観測を行
った（図１）。大強度放射線下にかかわらず
dE/dx カットで雑音を 1 桁以上除去し、エ
ネルギースペクトルで弱いRI線源（137Cs）
の画像が明瞭に得られた。また、取得したガ
ンマ線スペクトルから得られたETCCの検
出感度は静かな環境下での測定値と一致し、
高雑音環境下でも感度の劣化が起きないこ
とが証明できた。この実験でのデータ収集
速度の上限は使用 CPU の能力が制限して
おり、高速の CPU を用いれば 1 kHz 程度
まで耐えられる。中緯度地域の高度 40 km
でのデータ収集レートは 60-80 Hz が予想
され、この 10 倍近い強度の放射線環境で動
作し、極域の場合でも 2 倍以上の余裕があ
る。このように加速器を用いた宇宙放射環
境下以上の高雑音環境においてもETCCは
性能を維持出来ることを実証した。これは
世界で初めて行われた検証であり今後の宇
宙環境下での X 線、カンマ線検出装置の新
しい評価法になると考えている。 
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図１：（左図）宇宙環境模擬試験のセットアップ。水ターゲットに 140 MeV の陽子ビームを照射し、
多量の荷電粒子・中性子・ガンマ線が存在する環境を再現した。（中央図）dE/dX による粒子識別。
コンプトン電子成分と雑音成分との分離が良い。（右上図）ガンマ線再構成イメージ。チェック用と
して設置した密封線源（137Cs, 662 keV）を多量の雑音粒子中から白十字で示す正しい位置に検出で
きている。白線は陽子ビームが通る位置で、青の四角は水槽、紫の四角は鉛シールドの位置を示す。 
（右下図） エネルギースペクトル。dE/dX により 1 桁雑音が減り、137Cs の設置有無（赤: 設置あ
り、青: 設置なし）の差分スペクトル（緑線）で、662 keV のピークが見える。 
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研究成果	 	  
 
【概要】 
本研究では、磁力線共鳴振動(FLR)のモード
遷移の詳細観測を目的に、地磁気と Super 
DARNデータを用いた同時観測手法の開発研
究を行った。FLR は昼側磁気圏で広くみられ
る現象であるが、夜側では電離圏でのエネル
ギー散逸が大きく、明瞭には見えない。また
昼夜境界付近では 1/4 波長モードの波動が励
起するといわれるが、観測例が少なく不明な
点が多い。 
平成 23, 24 年度は脈動の多点観測データから
FLR 周波数、共鳴領域の空間スケール、減衰
率を求めるアルゴリズムを開発した。さらに
これを明け方付近で観測された ULF 波動の
データに適用し、1/4 波長モードから 1/2 波長
モードへのモード遷移に特徴的な共鳴構造の
変化をとらえた。平成 25 年度は地磁気と
SuperDARN レーダーの同時観測データを用
いた ULF 波動の解析研究を行った。6 月、7
月の 1/4 波長モード波の出やすい季節の朝方
を狙ってキャンペーン観測を行い、1 例の脈
動イベントを観測することができた。 
【観測点の配置とキャンペーン観測の実施】 
図 1 に地磁気観測点の位置と北海道陸別 HF 
(HOK) レ ー ダ ー お よ び ADAK-EAST 
(ADA-E)レーダーの視野範囲を示す。上図に
示す白星・白丸は地磁気観測点：TEW, EYR, 
MDM の共役点であり、いずれもレーダーの
視野内またはその近辺に位置している。これ
ら共役点と最も近い HOK レーダーのビーム
14 および ADA-E レーダーのビーム 15 をキ
ャンペーンビームとした THEMIS モードで
のレーダー運用を行った。 
【観測結果】 
ADA-E のデータからは ULF 周波数帯で振動
するイベントは見つからなかったが、HOK の
データからは 1 例の振動イベントが見つかっ
た。図 2 はその RT ダイヤグラム(a),ドップラ
ー速度(b), MDM における磁場変動の南北成
分(c)である。一方，地磁気観測にも対応する
脈動がインド洋、東アジア、北米と広い範囲
で観測されたが、相関の高い成分は東アジア
経度帯の北半球では東西成分、同経度帯の南
半球では南北成分であった。この時刻、東ア
ジア経度帯は日の出の前後に位置し、南北半
球で日照の非対称があった。これらの事実か
ら、この脈動イベントの伝搬モデルとして、
北半球では電離層電流による脈動極性の
90°回転が起こり、南半球では日陰にあった
ために 90°回転が起こらなかった、とするモ
デルを提案した(図 3)。 
【今後に向けて】 
上記で提案したモデルは電離圏に対して垂直
な磁場と水平方向に無限に一様な電離層電気
伝導度を仮定している。しかしながら現象が
図１ 
観測されたのは磁力線が斜めに入射する中緯
度であり、また日の出の前後は電離層電導度
の空間変化が大きい。この場合、いわゆる
「90°回転」が理想的に 90°回転しないこと
が考えられるなど、このモデルには問題も残
されている。今後、1/4 波長モード波による振
幅非対称等も考慮に入れ、さらに検討を進め
る必要がある。 
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【研究成果】 
多数の報告により地震に先行する電離圏電子
数の積分量としての TEC の振る舞いについては
多くの知見が蓄積されてきたが, その異常の発生
機構は未解明である. 地震に先行する電離圏異常
の物理機構を明らかにするためには, 電離圏異常
の 3次元構造を理解することが極めて重要である
と考えられる. ただし, 高精度かつモデルに依存
しない 3次元電離圏トモグラフィーの実行はレイ
パスの分布等の問題により容易ではなく, 普遍的
な手法は確立されていない. そこで本研究では, 
（１）電離圏擾乱時にも適用可能なトモグラフィ
ーアルゴリズムを開発し, （２）地震先行電離圏
異常の 3 次元構造の可視化を試みた. その結果, 
日本周辺で発生した地震の内, TEC の異常が検出
された地震の多くで, 震央上空 250 km 付近の局
所的な電子密度低下および高高度での広範囲に
わたる増加が検出された. 加えてこのような構造
が生成される機構について理論的考察を行い, 震
央上空の電位上昇と水平東向きの電場の複合的
な作用で発生し得ることを示すことができた.  
本研究では多層ニューラルネットワークを用
いたトモグラフィーアルゴリズムにより, 地上
GPS 受信機で測定される Slant TEC(STEC)デー
タとイオノゾンデで観測される最大電子密度
(NmF2)およびその高度(hmF2)のデータから再
構成を行った. 本手法はMaらによって提案され, 
数値実験と一部の実データについてその有効性
が示された(Ma et al., 2005a)が, 実用上の検証は
十分ではなく, 本格的な研究に応用されることは
なかった. そこでMaらのアルゴリズムを改良し, 
その実用性について評価を行った. 本手法では再
急降下法に基づくバックプロパゲーション法を
採用しているため, ウェイト初期値の与え方次第
では局所的な解にトラップされる可能性がある. 
本論文では, ウェイトの更新がレイパス毎に実行
される準オンライン法で行われていることを利
用し, 反復計算のたびにデータセットをランダム
に入れ替えることで, 確率的に局所解を避ける手
法を開発した. 数値実験の結果, この効果が確認
され従来より安定した学習が可能になった. 次に
数値実験によってトモグラフィーのノイズ特性
を検証した結果, 想定される STEC の誤差につい
て, SN 比の低下する夜間および, 低高度(～130 
km)を除いて概ね良好であることが確認された. 
また, 検出可能な構造については, 再構成領域の
中心付近(37.5°N, 137.5°E)であればピーク値
1.0E+11[e/m3]のガウス分布について, 少なくと
も半値幅 10°, 厚さ 90 km 程度の大きさを持つ
構造の検出が可能であることが示された. なお, 
周辺部においても高度 500 km 付近を除いて半値
幅 10°, ピーク値 1.0E+11[e/m3]程度の構造が検
出可能であることが分かった. 特に, F 領域(高度
280～340 km)と高度 640 km 以上ではピーク値
が 0.5E+11[e/m3]程度でも与えたガウス分布の検
出が可能であった. なお, F 領域(高度 280～340 
km)において 0.5E+11[e/m3]のピーク値は背景電
子密度の 14～31%に相当する. さらに, hmF2 高
度を挟んで異なる高度に配置した正負の構造に
ついても一部のパターンを除き検出可能なこと
が示された. また幅 1.5°, 内部の電子密度が周
囲の 1/100 のプラズマバブル(不規則構造)モデル
について, その境界を非常に明瞭に検出可能なこ
とが示された. さらに実データに基づく実際のプ
ラズマバブルの再構成を行い, その 3 次元構造の
可視化に成功した. このような急峻な不規則構造
の再構成は, 空間的な滑らかさを拘束条件とする
正則化法では困難であり, 擾乱構造に対する本手
法の有効性が示されたといえる.  
 開発したトモグラフィーアルゴリズムを 2011
年東北地方太平洋沖地震(Mw9.0)に適用した. ト
モグラフィーに先駆けて行った TEC(GIM- 
TEC*) による解析の結果, 本震の 3-4 日前に増
加が検出され, 特に 3 日前に＋3σを超える顕著
な異常があることが分かった. TEC マップで確認
すると日本上空の広範囲で増加しており, 特に北
東部, 時間帯によってはこれに加え南部でより顕
著な TEC 増加領域が存在していた. 本研究では
顕著な TEC 増加が検出された本震 3 日前に注目
してトモグラフィー解析を行い, 過去 15 日間の
同時刻の中央値像と比較したところ, 本震 3 日前
4～6時UTの震央上空 250 km付近に局所的な電
子密度の減少が現れ, F 領域上部では広範囲で電
子密度が増加するという非常に興味深い構造が
検出された. また, このような構造は少なくとも
3 時間以上継続しており, TEC(GIM-TEC*)異常
が検出されなかった日では同様の構造は見られ
なかった.  
 さらに, 上記のような構造が日本周辺で発生し
た他の地震においても検出されるか調査を行っ
た. 2006 年福島県沖地震(M6.0)では, 地震の 3 日
前に＋6σを超える非常に顕著な GIM-TEC*異常
が検出され, この時間帯にトモグラフィーを適用
したところ, 同様な構造が検出された. また, 内
陸型の地震の例として, 2004 年新潟県中越地震
(M6.8)およびその最大余震(M6.1)を解析対象と
した. 上記 2 つの地震に比べるとやや不明瞭では
あるが, 本震の 3 日前および最大余震の 1, 2 日前
に震央上空 250 km 付近で, 周囲に比べ相対的に
電子密度が低くなる領域が確認された. さらに, 
日本周辺で発生した M≧6.0, D≦40 km の地震の
内, 地震発生 7日以内にGIM-TEC*の異常が検出
された 28 個の地震について, トモグラフィー解
析を行った. その結果, 28 個の地震の内, 14 個で
同様な構造が検出された. また, GIM-TEC*異常
が 1 日あたり 10 時間以上発生していた 7 個の地
震の内, 6 個の地震で同様の構造が確認された. 
以上のことから, 日本周辺において特に顕著な
(継続時間の長い)GIM-TEC*異常が検出された地
震では, 共通する構造(震央上空 250 km 付近の電
子密度低下および F 領域上部での広範囲の増加)
が高い確率で現れることが明らかとなった. 
地震先行電離圏異常と比較するために太陽活
動に伴って生じた電離圏擾乱についても調査を
行った. 正相および負相電離圏嵐が発生した期間
について再構成を行った結果, 両ケースとも広範
囲での電子密度の増加および減少が確認された. 
ただし, 正相電離圏嵐については部分的に電子密
度が減少する領域も確認され, 先に述べた地震先
行電離圏異常との識別は容易でない. ただし, 正
相電離圏嵐は大規模なものを除き比較的短時間
で収束する傾向にあることから, 異常構造の継続
時間による識別が有効であると考えられる.  
また, 日本以外で発生した地震について, 2007
年にインドネシアで発生した南スマトラ地震
(Mw8.5)に先行する電離圏異常の可視化を行った. 
その結果, 通常よりも赤道異常の発達が抑制され
ていたことが明らかにされた. Liu らは低磁気緯
度の地震について, 通常とは異なる西向きの電場
によって赤道異常の発達が抑制されることで, 
TEC が減少するというメカニズム(Liu et al., 
2001)を提案しており, その様子を 3 次元的に捉
えたものと考えられる.  
今後の課題として 2 点が挙げられる. 1 つは電
離圏トモグラフィーアルゴリズムのさらなる安
定化である.本研究ではニューラルネットワーク
の関数近似能力とイオノゾンデによる拘束条件
を使用することで, 他の手法に比べ精度の高い再
構成を実現したが, 水平方向のパスが得られない
という地上受信機ベースの電離圏トモグラフィ
ーにおける原理的な問題は解決されていない. こ
れを改善する方法の一つとして, 低軌道衛星によ
る掩蔽観測データの取り込みが考えられる.  
 ２つ目の課題は電離圏異常の発生機構につい
てである. 本論文ではトモグラフィー解析および
理論的考察の結果, 震央上空の電位上昇に加え, 
水平東向きの電場が作用していた可能性につい
て言及したが, このような複合的な電場および
様々な電場のパターンを考慮した, より詳細なシ
ミュレーションを実施する必要がある. また付加
的な電場の発生機構の解明も重要な課題である． 
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【研究成果】 
パルセーティングオーロラ(PsA)研
究は長きに渡り行われ、近年は
Nishimura et al. [2010]ではホイッス
ラーモードコーラス、Liang et al. 
[2010]では ECH 波との対応が指摘さ
れているが、その生成機構は未解決で
ある。本共同研究は、南極昭和基地で
観測された PsA 時の VLF 放射、降下
電子との統計的な相関解析を行い、蓄
積された地上観測データセットを活
用することで PsA の生成機構を究明
することを目的として行われた。使用
したデータはオーロラ光学観測デー
タ、VLF、イメージングリオメータ
(IRIO)である。コーラスや ECH 波な
ど波動のモードの特徴は降下電子の
エネルギーの特徴に現れるため、PsA
の複数の波長での発光強度比や CNA
との強度比から降下電子のエネルギ
ーを同定する事により、生成機構の手
がかりを得ることをねらった。また本
共同研究は、次期内部磁気圏探査
ERG プロジェクトに向けた先行研究
という観点も持って実施された。 
平成２３年度は２００７年５月１
７日に観測された PsA のイベントの
選定を行い、同時期の IRIO 観測結果
の解析を行った。平成２４年度は、上
記 PsA イベント時におけるオーロラ
光学データを取得し、IRIO の２次元
空間分布（地理・磁気座標）を導出し、
VLF データの取得を行った。平成２５
年度は、これら３データの相関解析を
行った。以上の解析から、IRIO、VLF、
光学データの間に数分スケールの相
関性を見出した。数秒周期の相関性に
関しては、より厳密な座標（地理・磁
気座標）変換を行う事によって相関解
析を行う必要性が指摘され、今後の課
題となった。以上の成果は国際学会 2
件として報告した。 
解析結果を集中的に議論し考察を
深めることを目的として、共同研究者
との研究打合せを各年度定期的に行
った。研究計画の円滑な実施には、共
同研究経費の活用が大きな支援とな
った。 
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[研究成果] 
図 1 に示すように, 磁気圏ローブ/極風中の希薄プ
ラズマ環境において Cluster 衛星の EFW により
スプリアスな電場波形の観測が見られた. この原
因は，衛星後方に形成されるウエイク(イオンの低
密度かつ負電位領域)による電界センサへの影響
が考えられるが，その検証を行うために衛星プラ
ズマ環境シミュレータである EMSES を用いた 3
次元計算機シミュレーションを行った． 
磁気圏ローブのプラズマ環境の中央に衛星本体
を模擬した導体とブームを設置し, プラズマによ
る衛星帯電を再現しつつ、衛星後部の低密度ウエ
イク領域の形成も同時に再現した。（図 2 参照）空
間電位構造を図 3 に示すが、ウエイク領域は熱速
度の大きい電子がイオンに比べて比較的多く分布
するため、負電位領域となっていることがわかる。
この負電位領域を衛星中心に回転するブームが通
過することにより、各ブーム先端に設置されてい
る電界センサ位置での空間電位に差が周期的に生
じる。ブーム先端における電位の差から求めた電
界の衛星自転 1 周期分の値について、実際の
cluster 衛星観測と今回のプラズマ粒子シミュレ
ーションの場合を比較した。図 4 に両者の電界値
を示すが、ブームを考慮した場合、シミュレーシ
ョン値と観測値が定量的に合致することがわかる。
このことから、磁気圏ローブ/極風中の希薄プラズ
マ環境において cluster 衛星でみられるスプリア
ス電界は、衛星後方に形成される負電位の希薄プ
ラズマ領域をブームが周期的に通過するために発
生するものであることが明らかとなった。 
図 1：cluster 衛星によるスプリアス電界波形 
図 2 衛星後方に形成される低密度ウエイク領域の
等密度面とブーム先端軌道（赤色の円） 
図 3 空間電位分布。ウエイク領域は負電位。 
 [まとめ] 
プラズマ粒子シミュレーションによる本研究で
は、cluster 衛星の電界センサーで見られるスプリ
アス電界の発生原因に着目し、ブーム先端に設置
された電界センサーが衛星後方に形成される負電
位ウエイク領域を通過するために電界が周期的振
動することを明らかにした。これまで計算機資源
の制限により実パラメータを用いたプラズマ粒子
シミュレーションは困難であったが、今回、実パ
ラメータを用いた衛星環境シミュレーションを実
行し、実際の観測電界値とシミュレーションによ
って得られる電界値の直接比較が可能になったこ
とは画期的である。今後、この手法を用いて、衛
星による周辺プラズマ環境擾乱が衛星観測に与え
る影響に関する定量的解析やそれを考慮した衛星
データの較正を行うことができる。 
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図 4 衛星自転 1 周期分の電界変化 
共同研究報告書（終了） 
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[研究成果] 
 極域電離圏対流システムのうち、主にシータオー
ロラに付随するものについて研究を行った。シータ
オーロラは惑星間空間磁場北向き時に現れる現象
（Frank et al.1）で、環状のオーロラオーバルに加
えて夜から昼へ極冠を横断するトランスポーラー
アークから成る。通常トランスポーラーアークを単
にシータオーロラとも呼んでいる。シータオーロラ
が形成される状況は様々あるが、惑星間空間磁場の
朝夕成分（IMF BY）が階段状に変化する時にしば
しば現れることが知られている（例えば Cumnock 
et al.2）。この状況はグローバル MHD シミュレーシ
ョンで再現されることがわかっている（例えば
Tanaka et al.3）が、それにともなう電離圏対流や沿
磁力線電流についてはよくわかっていない。そこで
数値シミュレーションでどのような対流・沿磁力線
電流が現れるかを調べた。 
図 1 は IMF BYが負から正に変化した場合の電離
圏における沿磁力線電流の空間分布を示す。黒い線
は磁力線の開閉境界を示し、夜側の極冠内に陥入し
ている部分がシータオーロラに対応する。シータオ
ーロラは北半球では夕方へドリフトし、南半球では
朝方へドリフトする。原図は色で電流極性も表して
いるが、ここでは電流強度のみに注目してほしい。
矢印で示したように、シータオーロラの進行方向に
対して後方のプラズマシート境界付近に比較的規
模が大きい沿磁力線電流が現れている。北半球では
電離圏から出る電流が、南半球では電離圏に入る電
流が生じている。シミュレーション結果を解析し、
この沿磁力線電流が古い lobe（IMF BYが変化する
前に形成されていた lobe）とプラズマシートの境界
にできるダイナモ過程で駆動されていることを見
出した。図 1 のような沿磁力線電流系の存在はこれ
まで観測でも報告されたことがない。しかし観測に 
（裏面に続く） 
図 1 シミュレーションによる沿磁力線電流分布 
図 2 2003 年 10 月 24 日起こったシータオーロラ
の DMSP による南半球での観測 
図 3 図 2 と同様だが北半球での観測 
（２枚目） 
 
は制約があり、そのような観点から観測データを見
た人はいないと思われるので、観測と比較してシミ
ュレーションの評価をすべきである。 
 観測で確認するため、IMF が強い北向きで BY成
分が反転する事象を探した。2003 年 10 月 24 日は
非常に良い例であったので（IMF BY は正から負に
変化）、事例解析を行った。残念ながらこの日は
SuperDARNのエコー状態はよくなかったが上空を
DMSP 衛星が飛んでおり、両半球で沿磁力線電流の
直接観測を行うことができた。図 2 および図 3 はそ
れぞれ南半球、北半球の DMSP 観測をまとめたも
のである。上段から太陽方向のプラズマ流、太陽方
向の磁場変動、降下電子スペクトル、降下イオンス
ペクトルを表す。磁場変動に見られるように、シミ
ュレーションが予測した通りの沿磁力線電流が現
れている。したがってシミュレーション結果は十分
に信用できると思われる。 
 以上の結果を論文にする作業を行っている。シミ
ュレーション結果は Journal of Geophysical 
Research 誌で審査中だが、2014 年 3 月現在では掲
載受理に至っていない。
 
[参考文献] 
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2) Cumnock, J. A., J. R. Sharber, R. A . Heelis, M. R. Hairston, and J. D. Craven (1997), Evolution of the 
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102(A8), 17,489-17,497. 
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ノルウェー・トロムソの光学観測装置を中心とした中間圏大気重力波の研究 
◎ 大山伸一郎  名古屋大学太陽地球環境研究所・助教 
（国立極地研究所） 
江尻省 助教, 堤雅基 准教授, 中村卓司 教授, 小川泰信 准教授, 津田卓雄 
特別研究員 
 
平成２３年度～平成２５年度（３年間） 
【研究成果】 
極域の中間圏界面付近（高度 80-95 
km）で観測される大気重力波は、局所的
に発生し、数時間以内に消滅する過渡的
現象であるが、消滅する際に自身の持っ
ていた運動量を周辺大気に渡して背景風
を加速し、中間圏から下部熱圏（高度 70-
100 km）で夏半球から赤道を越えて冬半
球に向かう大気の子午面循環を生じさせ
る。その循環に伴い夏半球と冬半球の極
域の中間圏にそれぞれ上昇流と下降流が
発生し、断熱膨張・圧縮によって、夏期に
冷却、冬期に加熱を起こすことで全球規
模の大気構造に影響を与える。しかしこ
のプロセスは理論予測を基礎としており、
観測的な定量的裏付けはまだ不足してい
る。特に極域での観測結果の報告例は数
例だけで、重要な役割を果たすと理論的
に予測されている割には、観測情報が少
ない。 
本研究では、ノルウェーの EISCAT
トロムソ観測所に設置された冷却CCD全
天カメラ画像（大気光波長：OH バンド； 
データ期間：2009/01 – 2011/3）を解析し、
水平波長が 35-100 km の大気重力波の伝
搬方向を統計的に決定した。重力波の同
定には Suzuki et al. (2007)で紹介されてい
る 2 次元 FFT 法を用いた解析方法を利用
した。単位時間当たりに波が観測された
か否かで統計数を算出する従来の方法を
改め、波が持つ運動量を代表すると考え
られている大気光強度の変動比（I'/I0）を
用いた。この方法により運動量輸送の方
向をより直接的に示すことができる。画
像取得と同期間の MF レーダー風速（高
度 70-85km）の最高値が約 80 m/s であっ
たので、波の位相速度のこの値に対する
大小でイベントを分類した。また水平波
長でも波を３つに分類（35-65km, 65-85km, 
85-100km）した。その結果を図 1 に示す。
どの水平波長の場合でも、北～北東、南西
～西、および南東方向へ伝搬する波が多
いことが分かる。しかし水平波長が長い
ほど南東方向への伝搬が支配的になる傾
向があり、水平波長が短い場合には、方向
による割合の違いは長波長ほど顕著では
なかった。また短い水平波長の場合、波の
多くが MF レーダー風速より小さい位相
速度である一方、長波長の場合には、MF
レーダー風速を超える位相速度を持つ波
も多く存在することが分かる。これらの
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事から、短い水平波長の波は大気光高度
付近あるいはその上層から伝搬してきた
と推測される。一方、下層大気に波源を持
つ波は上方伝搬途中の背景風速より位相
速度が速い必要があるので、そのような
波は長い水平波長を持つ波により多く含
まれていることが分かった。 
 
【参考文献】 
Suzuki, S., K. Shiokawa, Y. Otsuka, T. Ogawa, M. Kubota, M. Tsutsumi, T. Nakamura, and D. C. 
Fritts, Gravity wave momentum flux in the upper mesosphere derived from OH airglow 
imaging measurements, Earth Planets Space, 59, 421-428, 2007. 
【研究発表】 
大山伸一郎, 江尻省, 鈴木臣,塩川和夫, 中村卓司, 堤雅基, 冨川喜弘, 津田卓雄, 野澤悟
徳, 高橋透, ノルウェー・トロムソの OH 大気光画像から導出した中間圏大気重力
波の伝搬方向に関する研究, 第３回極域科学シンポジウム, 2012. 
Oyama, S., M. K. Ejiri， S. Suzuki， K. Shiokawa， T. Nakamura， M. Tsutsumi，Y. Tomikawa， 
T. T. Tsuda， S. Nozawa， T. Takahashi, CHARACTERISTICS OF THE MESOSPHERIC 
GRAVITY WAVES DERIVED FROM OH AIRGLOW IMAGES AT TROMSOE, 
NORWAY, Third International Symposium on the Arctic Research, 2013. 
津田卓雄, 野澤 悟徳, 松浦 延夫, 堤 雅基, 小川 泰信, 大山 伸一郎, 高橋 透, 川原 
琢也, 川端 哲也, 斎藤 徳人, 和田 智之, 中村 卓司, 藤井 良一, EISCAT トロムソ
サイトにおける Na 共鳴散乱ライダーと EISCAT レーダーの連携観測, 日本地球惑
星科学連合, 2013. 
 
図 1：トロムソ上空高度 85km 付近の大気重力波の伝搬方向。左から水平波長が 35-65km、
65-85km、85-100kmの場合を示す。水平位相速度が 80 m/s以上の場合を黒、それ以下の場合
を灰色で示す．北～北東、南西～西、および南東方向へ伝搬する波が多いが、その傾向は水
平波長によって異なる。 
共同研究報告書（終了） 
 
SuperDARNによる極域・中緯度電離圏ダイナミクスの比較研究 （研究課題） 
 
◎西谷 望 名古屋大学太陽地球環境研究所・准教授 （研究代表者）  
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 山岸久雄・教授、行松 彰・准教授  （担当教員）   
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[研究成果] 
 
SuperDARNデータを始めとする地上観測データ
等を活用し、極域・中緯度の電離圏ダイナミクスの
比較研究を行うことにより、中緯度・高緯度間相互
作用、およびその特性の違いの解明を進めた。 
具体的には、磁気嵐・サブストーム等に伴い擾乱
ダイナモ過程等を経て励起された電場擾乱や、太陽
フレアによる電離圏擾乱、地震後の音波等大気擾乱
の伝搬に伴う電離圏擾乱等の現象について、北海道
-陸別 HF レーダー観測で得られたデータを中心と
してイベント解析、統計解析を進めた。並行して、
統計解析用北海道-陸別レーダーのデータベースを
整備した。さらに、他の SuperDARN大型短波レー
ダー、地上・衛星観測データ等との比較を行ってい
くことにより、極域・中緯度の電離圏の比較研究を
進め、また両者間のエネルギー輸送過程に関する解
明を進めた。具体的な成果は以下の通りである。 
 
1. 擾 乱 ダ イ ナ モ 作 用 の Superposed Epoch 
Analysisによる研究 
擾乱ダイナモ作用とは高緯度電離圏において擾
乱時に電流が流れてジュール加熱が発生し、その熱
により熱圏中性大気が加熱膨張して赤道方向の流
れを形成し、これがコリオリ力の影響を受けて中緯
度で西向きフローに変換され、これが中緯度の中性
大気・電離圏プラズマの相互作用等により西向きプ
ラズマフローおよびその他の現象を発生させるメ
カニズムである。この作用については 30 年以上か
ら提唱されており、様々な手段を用いて観測研究が
されているが、電離圏対流の時間変動を直接観測し
た研究は Kumar et al. [2010]等ごく一部に限られ
ており、上記論文では一点観測のため緯度依存性を
議論することが不可能であった。本研究課題では、
北海道-陸別短波レーダーのデータを活用して上記
擾乱ダイナモの特性を研究した。まず統計解析の結
果、夜側中緯度域における西向きのフローが地磁気
活動度に大きく依存している事を明らかにした。続
いて同レーダーのデータに Superposed Epoch 
Analysis技法を適用して、サブストーム expansion 
onset が発生した後の夜側電離圏対流の時間空間変
動を調べた。その結果、expansion onsetの約 12時
間後に 44-50度の地磁気緯度範囲において西向きの
フローが最大になることを見出した(図 1)。この時間
スケールは高緯度電場の直接侵入では説明できず、
擾乱ダイナモ作用が主に働いてフローが生成され
ていると考えられる。これは、緯度依存性を含む擾
乱ダイナモ作用の特性を観測によって明らかにし
た世界で初めての結果である。 
 
2. 太陽フレアに伴う電離圏変動の研究 
太陽フレアに伴い電離圏電子密度変動が発生す
ることは数十年前から知られているが、変動自身の
時間変化が激しいため、総電子数(TEC)の研究は盛
んに行われているものの、電子密度変動の高度分布
を議論した研究はほとんどない。SuperDARNデー
図 1：  北海道-陸別短波レーダーデータに
Superposed Epoch Analysis技法を適用して
得られたサブストーム発生後の真夜中付近
(22-02 MLT)中緯度電離圏の西向きフロー分
布。サブストーム発生の 12時間後にフローが
最大となっており、中性大気の運動を媒介と
した擾乱ダイナモの影響を見ていると考えら
れる。 
タを活用した太陽フレアに伴う電離圏変動の研究
は Hosokawa et al.[2000]があるが、極域のレーダ
ーの電離圏エコーを使用しており、電子密度変動に
対する言及はあまりなされていなかった。本研究課
題においては中緯度域にある北海道-陸別短波レー
ダーの地上・海面散乱エコーのデータを活用し、太
陽フレア時における上記データ(図 2)の Doppler 
shiftのレンジ依存性を詳しく調べることにより、海
面散乱エコーの Doppler shift を起こすのは主に下
部電離圏の電子密度変動であることを突き止めた。
さらには化学反応を考慮した電離圏電子密度変動
モデルによる計算結果と変動量が大体一致してい
ることを確認した。 
 
3. その他の研究 
a. 地震に伴う電離圏変動の研究 
 2011年 3月 11日に発生した東北太平洋沖地震に
伴う電離圏変動の特性を詳細に調べ、その結果最大
で 6 km/s 以上の速度で水平に伝搬する電離圏構造
の上下振動波動があることを突き止めた。この速度
は大気音波の伝搬では説明できず、地球の表面ある
いは内部を伝わる地震波が鉛直に伝搬する音波を
発生させ、見かけ上 6 km/s 強の伝搬速度を引き起
こしていると考えられる。 
b. 中間圏エコーの研究 
 極域に発生する極域夏季中間圏エコー(PMSE)と
同様の現象が中緯度域(地理緯度約 45 度)にも発生
することを突き止め、イベント解析によりその特性
を詳細に調べた。 
c. その他 
夕方側～真夜中のサブオーロラ帯における西向
き高速流(SAPS / SAID)、中規模伝搬性電離圏擾乱
(MSTID)等について様々な興味深いデータが見出
され、極域現象との比較研究を進めた。 
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図 2： SuperDARN北海道-陸別短波レーダ
ーにより観測した太陽フレア時に伴う海面
散乱エコーのドップラー速度の時間・空間
変化ならびに、人工衛星で観測した EUV・
X線放射強度の時間変化。 
大気電場観測データを用いたグローバルサーキットの研究 
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[研究成果] 
地球は、電気伝導度の高い下部電離圏と大地およ
び海洋で 0.5F 程度の容量を持つコンデンサーを形
成している。このコンデンサーは雷雲活動および降
雨をはじめとした気象活動による発電作用で充電
されるため、下部電離圏の電位は約数百 kV 高い。
一方、空地電流と呼ばれる大気圏における数 pA の
微弱電流は晴天領域におけるコンデンサーの放電
を生じさせる。この電流は、宇宙線起因小イオンに
よる僅かな大気中電気伝導性から生じている。全球
的な晴天領域での放電電流は合計 1 kA のオーダー
になる。電離圏電位は、充電作用に依存するため、
対流圏における落雷および降雨の総量によって変
化する。また、電離圏電位の変動は晴天静穏時の地
表大気電場や空地電流等でも起る。そのため、全世
界の落雷活動の日変化と晴天静穏時の大気電場の
日変化は類似していることなどから地球規模の電
気回路（グローバルサーキット）の概念は形成され
今日に至る。この日変化における大気電場値の最大
は世界時の 18 時あたりにみられ、これらは落雷活
動が活発なアフリカの夕刻時にあたることからこ
の概念は統計的範疇においては正しいとされる。現
在ではこの日変化をカーネギーカーブと呼ぶ。 
基地で行われている大気電場計測は 3、4、5,10,13
次隊および 44 次隊以降に行われている。近藤によ
ると 1)、1969年～1971年の間の昭和基地での大気電
場の平均値は 66 V/mと報告されている。44次隊で
の観測では、回転集電器を用いたが、ローター部の
不具合により、良質なデータは取得できなかった。
46 次で再度設置され、2005 年 2 月～2006 年 1 月は
良質なデータが取得できた。その後、1 年間観測を
中断した後に 48 次隊でテラテクニカ社製フィール
ド・ミルを用いて観測を再開した。まず、本研究で
は、2006, 2008, 2009年の帯電した雪の影響が少ない
1 月のデータを用いて、昭和基地における大気電場
の晴天静穏時の定量的条件を提示した 2)。求めた晴
天静穏時の条件は、3 時間ごとに目視で観測されて
いる雲量が「0」あるいは「0+」であり、風速 1 分
値の 1時間中央値が 6m/s未満の時間帯とした(図 1)。
その後 51 次より木村嘉尚隊員(東京学芸大学大学院
生)が大気電場観測を増設し、BOLTEK社製フィール
ド・ミルで多点観測を行った。BOLTEK社製フィー
ルド・ミルはインドのMaitri基地でも用いられ、カ
ーネギーカーブが得られているなどの報告がなさ
れている 3)。本データを用いた晴天静穏時における
大気電場の解析では、平面校正された大気電場絶対
値を用いて上記の文献 2 [Minamoto and Kadokura, 
2011]より若干強固にし、毎分ごとに風速 5m/s 以下
を満たすことを選定基準とした。また、各 1時間に
おいて条件に満たすデータの中央値、第一および第
三四分位数を求めた (図 2)。解析では 2011年 1月か
ら 3月のデータを用いた。その結果、カーネギーカ
ーブは得られ、データの信頼性を確認した。 
 
図 1 Minamoto and Kadokura[2011]で得られた昭和
基地における大気電場の日変化。小さい点は条件を
満たしたデータの最大値および最小値を示し、四角
は平均値を表す。 
 
図 2 昭和基地における大気電場の晴天静穏時の日
変化曲線。点は中央値、エラーバーとして第一およ
び第三四分位数が描かれている。 
 
2011 年 3 月 11 日東北地方太平洋沖地震（M9.0）
では、発生した津波がきっかけで福島第一原子力発
電所に水素爆発事故が生じ、放射性汚染が東日本を
中心に広域に生じた。この事故の影響により 2011
年 3月中旬から下旬にかけて気象庁・柿岡地磁気観
測所（原発から南に 152km）の地表大気電場観測値
が一桁以上減少した 4)。文献 4)によればこれらは放
射性汚染物質の移流拡散により影響を受けたと考
えられている。その後、移流拡散した放射性物質は
東日本の多くの大地に沈着し数カ月以上にもわた
って放射線が測定された 5)。沈着した放射線は、南
西方向について言えば、埼玉県秩父などでも大きな
値として検知されている。我々は、これらの放射性
物質の発生による大気電気の変動を調べ、これらの
変動がグローバルサーキット内でどのような影響
を示すか調べた。 
まず、柿岡・地磁気観測所での大気電場データで
は生じた一桁以上の晴天静穏時の地表大気電場値
減衰は、徐々に復活するものの 2011年 7月において
も定常状態にはなっていなかった(図 3a)。一方、小
笠原父島、南極昭和基地などの遠方では晴天静穏時
の大気電場変動には同様な変動が見られない(図
3b,c)。これらの変動は、地表沈着放射線線量の減衰
(図 3a)に伴っていることから、地表電気伝導度の上
昇により電場値が減少するということであると考
えられる。また、我々は空地電流測定を放射線汚染
の影響が見られる東京都小金井市（原発から南西に
235 km）でも行なっていたが、空地電流変動には原
発前後で有意な変化が見られなかった(図 3d )。 
(a)  
(b)  
(c)  
(d)  
図 3 2011年 1月から 10月まで測定された大気電場
(a-c)および空中電流(d)。(a)茨城県柿岡、(b)小笠原父
島、(c)南極昭和基地、(d)東京都小金井市。福島原子
力発電所(FNPP)を(a)と(c)、東京都新宿での放射線量
を(c)に示した。 
 
次に、柿岡、小笠原、昭和基地の晴天静穏時の大
気電場の日変化に着目した。南極 (図 2)および小笠
原 (図 4)の原子力発電所事故以前の日変化はカーネ
ギーカーブを示している。小笠原と昭和基地は原子
力発電所事故後の柿岡の大気電場変動が現れる期
間では、晴天静穏日が少ないため、原発前後の日比
較は 2つの観測地点では比較できない。しかしなが
ら、図 3b、c をみると、原発後の長期間の変化は 2
地点ともないため、本研究のカーネギーカーブの導
出では、小笠原は 2009年 4月 1日～2011年 3月 11
日、および昭和基地は 2011 年 1 月 1 日～2011 年 3
月 11日のデータを用いた。一方、柿岡においては原
発前後の晴天静音日の日変化を算出することがで
きた。柿岡の原発前の大気電場の日変化は明瞭なカ
ーネギーカーブ型ではない (図 5a)。その一つの理由
は Ogawa らの研究 6)によっても報告されているが、
都市等で見られる典型的な大気電場変動であり、汚
染された大気が影響していると考えられる。原発後、
3 月 19 日～4 月 1 日および 9 月 1 日～10 月 31 日で
は、前者においてはカーネギー型に見受けられるが、
後者は原発前の日変化に類似している。このことは、
原発後の人間活動が低下したことによるものと推
測される (図 5b)。 
 
図 4 小笠原における、大気電場の日変化曲線。黒
丸は 20パーセンタイル、エラーバーは 10および 30
パーセンタイル。 
   
(a)                      (b) 
図 5 (a)柿岡の原子力発電所事故前の日変化(2004
年 1月 1日～2011年 3月 11日)。(b)原子量発電所事
故前後の大気電場の日変化。 
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１．はじめに 
衛星から送信された電波は、地上で受信されるま
でに様々な障害を受ける。その１つに電離圏シンチ
レーションがある。電離圏に電子密度の不規則構造
が存在すると、電離圏を透過する衛星電波の受信信
号強度や位相が変動する。極域では、オーロラ活動
によってもシンチレーションが発生することがある。電
離圏シンチレーションは通信に影響を与えるため、無
線工学の観点からも興味深い現象である。 
本研究では、ノルウェー・トロムソの EISCAT レーダ
ー・サイトに 3台の 2周波GPS受信機を設置し、極域
においてドリフト速度を導出するシステムを開発した。
アンテナを互いに 150-250m 離して設置し、50Hz の
サンプリングで衛星からの信号の信号強度や位相を
記録している。本研究では、導出されたドリフト速度と、
他の観測手法から得られた観測データと比較するこ
とにより、本システムの妥当性を検証する。 
 
２．GNSS受信機によるシンチレーションの観測 
2012年 1月、名古屋大学太陽地球環境研究所は
ノルウェー・トロムソの EISCAT レーダー・サイト
（69.67°N, 18.97°E, 磁気緯度 66.2°N）敷地内に
2 周波 GNSS 受信機を 1 台設置し、連続観測を開始
した。本研究では、JAVAD社製の DELTA-G3Tを用
いた。GPS 衛星からの電波だけでなく、GLONASS や
Galileo の電波を受信することができる。データのサン
プリング周波数は、最大 50Hzであり、L1及びL2の 2
周波の電波の振幅や位相を得ることができる。 
2012年 9月にはアンテナを互いに約 150-250m離
して、同種の受信機を 2台追加して設置し、3台での
連続観測を開始した。3 台のアンテナの配置は、図１
の左図に示すように、アンテナが三角形の頂点となる
ように設置している。アンテナは、図１の右図のように
土台にポールを立てて 3 方向にステーを張って設置
した。3 台のアンテナで受信された信号は、各々ケー
ブルを通して受信機に伝えられる。GNSS 受信機の
制御及びデータ収集は、ネットワークで接続されたパ
ソコンにより行われている。 
 
３．オーロラブレイクアップ時のシンチレーション 
2012年 11月 20日 1601UTごろ、オーロラブレイク
アップが起こった。1530-1630UTにおけるシンチレー
ション指数 S4及びドリフト速度を図 2に示す。GPS衛
星 PRN20で観測されたシンチレーション指数 S4は、
1550UT から 1608UT まで 0.1 以上に増大した。その
時、導出されたドリフト速度は西向きに300-900 m/s、
南向きに 250-650 m/sであった。 
国立極地研究所は、同サイトに全天カメラを設置し
図 1:  (左) ノルウェー・トロムソに設置したGNSS受
信機のアンテナ配置。(右) アンテナ(Rx3)の写真。 
図 2: 2013年 11月 20日 1530UTから 1630UTにノ
ルウェー・トロムソで GNSS 受信機により観測された
シンチレーション指数 S4（上）と東西方向のドリフト
速度(下)の時間変化。西向きの速度を正とする。 
ている。2012 年 11 月 20 日の 1600UT から 1606UT
に得られた画像から、GPS衛星PRN20の電離層貫通
点の東側に弱いオーロラの発光が見られ、北西向き
に動いていたことが明らかになった。このオーロラの
動きと GNSS 観測から得られたドリフト速度の東西成
分、南北成分ともに方向は一致しており、GNSS 受信
機で観測されたドリフト速度は電離圏プラズマのドリ
フト速度を示していることが示唆された。 
SuperDARNレーダーで観測されたドリフト速度から
球面調和関数を用いて求められた、極域の電離圏プ
ラズマのドリフト速度は、2012 年 11 月 20 日の
1600UT において、トロムソ付近では西向きに約
100m/s であった。このドリフト速度は、GNSS 受信機
で得られたドリフト速度の東西成分と向きは一致する。
しかし、速度の大きさは GNSS 受信機で得られたドリ
フト速度の方が大きい。これは、SuperDARN レーダ
ーから得られたドリフト速度は、観測されたドリフト速
度を球面調和関数により、極域全体の大きな空間ス
ケールのプラズマの速度を近似したものであるのに
対し、GNSS受信機では局所的なプラズマドリフトを観
測しているため差が生じたものと考えられる。南北方
向については、GPS衛星 PRN20から求めたドリフト速
度の南北成分の向きと SuperDARNレーダーにより直
接観測されたドリフト速度の南北成分の向きが一致し
た。 
 
４．平均ドリフト速度 
GNSS 受信機によって観測されたドリフト速度の平
均描像を知るため、2012年 11月 20日から 12月 20
日に GNSS受信機で観測されたドリフト速度を時間ご
とに平均し、平均日変化を求めた。この平均日変化
をノルウェー・トロムソの EISCAT レーダーで観測され
たプラズマ・ドリフト速度の平均日変化と比較した(図
3)。ここで、EISCAT観測によるプラズマドリフト速度の
値は、Aikio and Selkala [2009] によって報告されたも
のであり、トロムソの UHFレーダーにより 2006年 3月
6 日から 4 月 6 日に観測されたドリフト速度の平均で
ある。図 3 の上図より、GNSS 受信機で観測された東
西方向のドリフト速度の平均日変化は、EISCAT レー
ダーで観測されたドリフト速度と同様に、明け方に東
向き、夕方に西向きであることが分かる。一方、下図
より、南北成分については、明け方に北向き、夜中に
南向きになることは共通しているが、日中、GNSS 受
信機の観測では南向きであるのに対し、EISCAT・ 
UHF レーダーでの観測では 0m/s に近い値となって
おり違いがあることが分かる。 
 
 
 
 
 
 
5．まとめ 
  2012年 9月よりノルウェー・トロムソの EISCATレー
ダー・サイトにおいて GNSS受信機 3台による連続観
測を開始した。受信信号強度の相互相関を計算する
ことでドリフト速度を求め、以下の方法でドリフト速度
の妥当性を確認した。 
 光学観測や SuperDARN レーダーとの同時観測
により、背景プラズマの動く向きと一致しているこ
とを確認した。 
 GNSS 受信機から算出したドリフト速度の東西成
分の平均日変化は、EISCAT レーダーでの観測
により得られた背景プラズマのドリフト速度の平
均日変化と一致した。 
以上より、極域において、3台の GNSS受信機を用い
たドリフト速度観測システムを構築し、背景プラズマ
のドリフト速度が観測できていることを確認した。
図 3:  トロムソに設置した GNSS受信機で観測した
東西方向のドリフト速度の平均日変化(実線)と
EISCAT・ UHFレーダーで観測されたプラズマ・ドリ
フトの平均日変化。上図は西向き成分、下図は北
向き成分を表す。 
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[研究成果] 
1. 研究背景・目的 
  これまでの衛星観測・地上観測から南向きの惑星
間空間磁場(IMF)と昼間側の地球磁場との再結合過
程を通じて生成された大規模な対流電場は、領域 1
型沿磁力線電流によって極域電離圏に持ち込まれ、
その電場が磁気赤道域に侵入することによってグ
ローバルな電離圏電流を駆動することが知られて
いる[e.g., Nishida, 1966, Kikuchi et al., 1996]。こ
の電離圏電流は、DP 2 (disturbance of polar field 2)
と呼ばれ、IMFの南北成分の極性に非常によい対応
をもつ。 
近年になって地上磁力計や電離圏レーダー観測
網が整備され、磁気嵐に伴う全球的な地磁気や電場
変動の特徴が明らかになってきた。Kikuchi et al. 
[2008]は、中緯度-高緯度と磁気赤道の地磁気データ
を比較することによって、磁気嵐主相の開始とほぼ
同時に中緯度で西向きのオーロラエレクトロジェ
ット電流が発達し、磁気赤道では東向きの赤道ジェ
ット電流が増強されるということを示した。また、
南向き IMF の減少により磁気嵐の回復相に移行す
るにしたがって、中緯度で現れていた西向きのオー
ロラエレクトロジェット電流の強度の衰退ととも
にその中心の極方向への移動、赤道ジェット電流の
反転が起こることを報告している。しかしながら、
高緯度から赤道域に至る全球的な地磁気データの
解析は行っておらず、赤道ジェット電流の反転を引
き起こす原因を観測的に解明できていない。 
これを受けて本研究では、高緯度から赤道域に至
る全球的な地磁気データを用いて、2002 年 5 月
23-24 日に発生した磁気嵐時におけるグローバルな
地磁気変動の特徴(赤道ジェット電流の変動と領域
1型、2型の電流系との対応関係)や中間圏・下部熱
圏風の変動がどの高度領域まで浸透しているかを
明らかにすることを目的としている。 
2. 観測データ、及び解析手法 
  本研究では、高緯度から赤道域に至る全球的な地
磁気変動を調べるために、京大地磁気センター、
NIPR、IMAGE、CARISMA、MACCS、GIMA お
よび NICT-SWMから提供された地磁気 1分値デー
タを使用した。用いた地磁気観測点は 170点にのぼ
る。これらの観測点は、図 1に示すように、ヨーロ
ッパ域と北米域に集中しているが、両極域から赤道
まで広くカバーしていることがわかる。 
図 1. 本研究で使用した地磁気観測点。 
 
本解析では、まず、各観測点で得られた地磁気の
H、D成分から各月の地磁気静穏日 10日分の平均値
を差し引いた。ここで用いた地磁気静穏日は、京都
大学地磁気センターから提供された地磁気静穏日
リストから同定した。次に、磁気圏界面電流や環電
流の作る磁場の影響を極力抑えるために、上で求め
た各観測点の擾乱場から緯度補正を加えた低緯度
の地磁気水平成分を差し引いた。これによって得ら
れた地磁気変動成分のXとY成分を用いて電離層等
価電流ベクトルの分布の変化を解析した。 
 
3．解析結果と考察 
図 2に示されるように、磁気嵐主相時における等
価電流系には、昼側の磁気赤道において東向きのジ
ェット電流の増大とともにこれまであまり顕著で
無かった 2セル型の電離圏電流の発達が認められた。
特に、正午付近に位置するヨーロッパ域の中緯度帯
において、磁気嵐の発生前後で等価電流ベクトルの
方向が反転していることが見て取れる。これらの渦
電流の中心は、朝側と午後側でそれぞれ 70 度と 65
度に位置していた。 
 
図 2. 磁気嵐発生前と主相時における電離層等価電
流ベクトルマップ。それぞれのマップは、上側の
SYM-H のパネルに示されている縦の点線の時刻に
対応する。 
 
また、その 2 セル型の電離圏電流は、磁気緯度 30
度以下の低緯度領域まで拡大していたことが判明
した。さらに、中低緯度の夜側に位置した日本付近
に着目してみると、等価電流ベクトルの向きがほぼ
北を向いていた。この領域における夜側の電離圏電
気伝導度がかなり低いことを考えると、これは、領
域 1型の沿磁力線電流が作る磁場効果を見ていると
考えられる。 
一方、IMFの北向き反転に伴って磁気嵐回復相が始
まると同時に、領域 1型の沿磁力線電流が作る 2セ
ル型の電離圏電流が急激に弱まり、極冠域と中緯度
に新たな渦電流が出現していた。これらの渦電流の
極性は、領域 1型の沿磁力線電流の作る渦電流の極
性とは逆であった。これらの渦電流の出現に呼応し
て昼側の赤道域では、西向きのジェット電流の増大
が認められた。極冠域に出来た渦電流は、北向き IMF
とローブ磁場とのリコネクションによって発生し
た NBz電流が作る渦で、中緯度の渦電流は、磁気嵐
の主相時において 
 
図 3. 磁気嵐回復相における電離層等価電流ベクト
ルマップ。図の形式は、図 2と同じである。 
 
内部磁気圏に形成された西向きの非対称環状電流
に接続する領域 2型沿磁力線電流が作る渦であるこ
とを示唆している。これらの 2つの沿磁力線電流が
持ち込む夕-朝方向の遮蔽電場が昼間側の西向きの
ジェット電流の駆動に関与していると考えられる。 
 
4. まとめ 
  2002年 5月 23-24日に発生した磁気嵐イベントに
着目して高緯度から赤道域に分布する170点の地磁
気観測点から得られた地磁気データを解析した。そ
の結果、磁気嵐主相時には領域 1型のグローバルな
電流系と電離圏電場が発達し、その電場が磁気赤道
域の東向きジェット電流を強めることが明らかに
なった。逆に磁気嵐回復相になると、領域 2型と極
冠域の NBz電流系が卓越し、それらの電流系がつく
る遮蔽電場が磁気赤道の西向きジェット電流を駆
動したことが分かった。 
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[研究成果]
  
 EISCAT/SuperDARN レーダ―を用いた Cowling チ
ャンネル検出手法の開発に向けた研究を行った。  
 本課題研究の成果として、Alfven 波と非一様性電
離圏の相互作用モデルによる Cowling チャンネル
の生成効率（Hall 電流発散の電離層閉じ込め率）の
定式化に世界で初めて成功し、Hall 分極場、
Pedersen分極場などを、観測データから抽出する理
論体系を確立した。また、数値実験により実際のデ
ータから各分極場を抽出し、可視化することに成功
した。この結果は３編の JGR に発表された
（Yoshikawa et al. 2013a, 2013b, Vanhamaki et al., 
2014）。 
 この Cowling チャンネルの形成理論を用いて、（１）
サブストームオンセット直前に観測される
Poleward Boundary Intensification(PBI)、（２）サ
ブストームオンセットに伴う Pi2 脈動の全球分布、
（３）極域-磁気赤道域結合チャンネルの変動につい
て集中的な精査を行った。 
（１）についてはオーロラストリーマーとオーロラ
帯高緯度側伝導度勾配領域の相互作用により爆発
的に誘起される電離圏起源の FAC が PBI に対応す
るという基礎モデルを提案した（Ohtani and 
Yoshikawa, JGR 2015 投稿準備中）。 
（２）については、サブストームに伴う Pi2 脈動の
全球分布が特に夕方から昼間にかけてどう分布す
るのかが集中的に調べ、その結果、夜側は磁気圏か
ら直接伝達する信号であるのに対して、昼間側では
電離層電流の振動として観測されていることを明
らかにした。（Imajyo et al., 2015 JGR 投稿中）。 
（３）の研究に於いては、まず極域—磁気赤道域を連
結する全球 Cowling モデルをほぼ完成させた
（Yoshikawa et al., JGR 投稿準備中）。このモデル
をベースに IMF-Bz成分のステップライクな変動に
対して、赤道ジェット電流がどう応答するかという
事を集中的に調べ、極域-磁気赤道域結合チャンネル
が電離圏対流の背景構造によって大きく異なるこ
とが明らかにした（Ohtani et al., JGR 2013）。また、
Cowling 効率を観測的に明らかにする上で重要な
Hall/Pedersen conductance の比を定量的に記述す
る電離層伝導度の新しい観測経験モデルを構築し
た（Ieda et al., JGR, 2014）し、電離圏ポテンシャ
ルソルバーを用いた数値実験によって、全球電離圏
電場・電流構造が伝導度勾配領域に於ける分極電場
生成によっていかに修正されるかという物理モデ
ルを作成、その詳細な構造変化を定量的に明らかに
した。（Nakamizo et al., JGR 投稿準備中）。
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研究成果 
昭和―Iceland(Tjornes)磁気共役点でのオ
ーロラ、磁場観測資料を基に Substormの開
始・発達過程とそれに伴う特徴的 ULF波動、
Pi１、Pi２との関係を明らかにした。２０
１１年９月３０日の２３時～２４時の間に
引き続き起った３つのオーロラ活動に伴う
オーロラの光度および磁場の時間的変動を
先ず比較検討した。その結果いずれのオー
ロラ活動の光度変化にも Pi1(5-40 秒)およ
び Pi2(40-150 秒)の時間変動が有ることが
明瞭に示された。更に、これらオーロラ光
度での Pi1,Pi2 の時間変動は共役点昭和―
Iceland での磁場変動の Pi1,Pi2 脈動と極
めて良く対応することも明らかとなり、
substormの開始、発達両過程においてこれ
らの Pi1,Pi2 の周期変動が極めて重要な役
割を担っている事が判明した。解析した
2011年 9月 30日の substormは３つの基本
的 substorm から成っており、最初は
pseudo-substorm,続いて full substorm 
そして Poleward Boundary Intensification 
aurora (PBI aurora)に伴う substorm から
成る一連の substorm活動であったが、いず
れの substormに於いてもオーロラ光度 
 
 
および磁場変動での Pi1,Pi2 の対応が認め
られた。特に初めの２つの substormに於い
ては、共役点での良好な対応を示した。総
じて、subtorm は Pi2 型の光度変動、これ
に対応する磁気 Pi2 脈動から始まり、その
後約１－２分後に Pi1 が起こり、これとほ
ぼ同時に Pi1,Pi2 の enhancement, 即ち
substorm expansion が始まる事が分かっ
た。特に、substorm の開始時で、オーロラ
光度の Pi2 変動と磁場の Pi2 とは極めて良
い対応を示し、更に時間差を調べた所、オ
ーロラ光度の Pi2が磁場の Pi2 より８～１
５秒先行する事も明らかとなった。この事
はオーロラ粒子の降下と磁場 Pi2（Alfven
波）の磁気圏から電離層への磁力線に沿う
伝搬時間差によるものと理解出来た。これ
らの解析結果から substormの開始、及びそ
の後の発達の過程に於いて Pi1,Pi2 型脈動
が重要な役割を果たしている事、および
substorm 開始過程が昭和―Iceland を結ぶ
磁力線の磁気赤道面近傍から始まる場合も
ある事が推察された。研究成果は現在論文
に纏めている所である。 
 極域とブラジル磁気異常帯の超高層大気現象の相関について 
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[研究成果] 
 極地域での擾乱現象と磁気異常帯での諸現象と
の関係について、昭和基地とブラジル南部宇宙観測
所(SSO)の観測データを中心に解析を行った。以下
にその結果について述べる。 
 図１は 2011 年 9 月 27 日のデータである。上から 
AE index、昭和基地の地磁気 H 成分、SSO で観測
された５分毎のイメージングリオメータ画像から
南北方向成分を切り取り作ったケオグラムである。
また、その下の図は、昭和基地の地磁気と SSO の
ケオグラムの 20-23h を拡大したものである。最下
部の図は NOAA 衛星で観測された、30keV 以上の
電子分布(3 日間毎)である。 
 この図を見ると、22h 少し前から AE index と昭
和基地の H 成分が急激に減少するが、それに伴い
SSO での CNA が起きている。拡大した図を詳細に
見ると、H 成分の急激な負方向への変動に伴い、
CNA の増加が見られる。昭和基地と SSO とは経度
方向に 90 度ほど離れているが、地磁気変化と CNA
が同時に見られることは、このサブストームに伴い、 
夜側の磁気異常帯で粒子の入射が起きていること
を示唆する。NOAA データについては、左側の図は
9 月 25 日から 27 日、中央の図は 9 月 26 日から 28
日、右側の図は 9 月 27 から 29 日の図であるが、入
射粒子量が徐々に増加している傾向が見られる。 
 図２は 2001 年 3 月 27 日の観測データである。上
から GOES 衛星で観測された Proton, Electron, 
Magnetic Field、X-ray フラックスである。下 2 つ
の図は昭和基地のリオメータと SSO のケオグラム
である。これによると、GOES 衛星での急激な
Electron と Magnetic Field の減少と昭和基地と
SSO の CNA が同時に起きている。このとき昭和基
地での地磁気変動は小さかった。サブストームがな
くても、静止衛星高度で顕著な電子フラックスの減
少が見られるとき、昭和基地と同時に SSO でも
CAN が起きることがわかる。なお、この時には
X-Ray フラックスの上昇は見られていない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 以上の 2 つの例をまとめると、サブストーム時に
は放射線帯の粒子が増加し、その一部が磁気異常帯
に入射している事が示唆される。また、静止衛星高
度での電子の減少が磁気異常帯での CNA と良い対
応を示すことから、減少した電子が磁気異常帯に入
射し、CNA 現象を引き起こしている可能性がある。 
 図３は 2012 年 6 月 18 日から 20 日までのデータ
である。上から昭和基地の地磁気 H 成分、VLF (2
ｋHz)、SSO のイメージングリオメータのケオグラ
クと 1ch.リオメータ及び GOES 衛星の陽子/電子の 
入射フラックスである。これによると、昭和基地の
 
図２ GOES 衛星、昭和基地、SSO データ 
 
 
 図２ GOES 衛星、昭和基地、SSO データ 
 
 
 図１ 昭和基地、SSO、NOAA デー
タ 
 
VLF エミッションと SSO での CNA 現象とが 6 月
18 日及び 19 日の 20-22h にかけて、良い対応を示
している。他方、GOES 衛星での電子のフラックス
減少が 6 月 18 日 00h-08h の期間、顕著に見られる
が、この時に、昭和基地で弱い VLF が同時に観測
されている。 
 以上のことから、VLF エミッションによりトリガ
ーされた粒子が磁気異常帯に入射し CAN 現象を起
こしている可能性がある。更に、GOES 衛星での急
激な電子降下により、VLF 電波が励起され、昭和基
地で VLF が受信されることも示している。 
 図４は 2012 年 3 月 10 日に起きた X-ray Flare に
伴い観測された CNA 現象である。図のトップは
GOES 衛星による X-ray フラックス、下 3 つのケオ
グラムはコンセプシオン、SSO, プンタアレナスで
のイメージングリオメータのデータである。これに
よると、X-ray Flare が発生した、17 時過ぎに３点
で CNA 現象がほぼ同時に起きている。しかし、詳
細に調べると、3 観測点で発生時刻の差が見られる。
発生時刻は西側に位置するコンセプシオンが早く、
次にプンタアレナス、最後が SSO である。この説
明として、放射線帯粒子が西から東側ドリフトしな
がら、磁気異常帯に入射しているとすれば、西側に
位置する観測点から早く吸収現象が起こることが
考えられる。 
これまで 4 つのイベントについて示してきたが、
磁気異常帯で CNA 現象が見られるのは、サブスト
ーム時、GOES 衛星高度での電子フラックスの急激
な減少時、VLF エミッションの発生時、X-ray Flare 
の発生時であった。もちろんこれ以外の原因でも、
磁気異常帯において CNA 現象が見られると思われ
る。これら CNA 現象が起きるプロセスはそれぞれ
異なっているため、今後はそれぞれのイベントでど
のように CNA 現象が発展していくのかを詳細に調
べていく必要があろう。 
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図３ 昭和基地、SSO,GOES データ 
 
 図４ GOES, イメージングリオメタデータ 
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[研究成果] 
磁力線共鳴により励起される磁力線固有振動
（ULF 波動現象の一つ）は、その周波数（磁力
線共鳴周波数）が磁力線の長さと磁力線沿いのプ
ラズマ密度に依存する。特に、プラズマ圏境界面
では密度が急変し、それに伴い磁力線共鳴周波数
も急変する。磁力線固有振動は電離圏プラズマも
振動させるので、SuperDARN radarによってそ
の振動数の 2 次元分布を観測しプラズマ圏境界
面の位置を時間の関数としてモニター出来る可
能性がある。 
本研究の目的は、その可能性を SuperDARN
データの解析により検証し、更に、SuperDARN
で得られた磁力線共鳴周波数分布から磁気圏密
度分布を推定出来るか検証する事であり、それに
向けてまず過去の研究の survey と review を行
った。その結果、直接的に関連する論文として、
タスマニア島の SuperDARN TIGER radar の
データを解析した Ponomarenko et al. [2003] 
及び Ponomarenko et al. [2005] の 2論文が見
いだされた。 
Ponomarenko et al. [2003] は、タスマニア島
に設置された SuperDARN TIGER radarで観測
されたデータから、ground/sea-scattered echoes
中にULF波動現象が高頻度で観測される事を初
めて示した論文である。磁力線固有振動は磁力線
に frozen-inした電離層プラズマも振動させる。
Ionospheric echoes であれば電離層自体の動き
をモニター出来るので磁力線固有振動の影響が
観測される事は自然に期待出来るが、
ground/sea-scattered echoes の場合、その強度
が変化するためには radar と地上／海上電波反
射点との間の電波伝搬経路の長さが変化しなけ
ればならないので、Ponomarenko et al. [2003] 
のULF波動が磁力線固有振動で生じたとすると、
電離層が磁力線固有振動に伴い上下に振動して
いた、と考えなければならない。 
磁力線固有振動は大別して toroidal mode と
poloidal modeに分類される。toroidal modeで
は磁力線は東西方向に振動する。東西方向の電離
層振動は電離層高度を変化させ難いので、
ground/sea-scattered echoes 中では toroidal 
modeは見え難いと考えられる。 
一方、poloidal modeでは磁力線は地球近傍で
は南北方向に振動する。地上高緯度では磁力線は
電離層に対しほぼ垂直であるため、磁力線の南北
方向の振動も電離層を水平方向に振動させ、よっ
て ground/sea-scattered echoes中には見えにく
いと考えられるが、一方中低緯度では、磁力線は
子午面内で傾いており電離層との角度は 90度以
下となっているため、磁力線の南北方向の振動に
伴い、磁力線に frozen-inした電離層プラズマの
振動方向は鉛直成分も持ち、よって、電離層を上
下振動させる事が可能と考えられる。 
 
(裏面に続く) 
 （２枚目） 
 
Ponomarenko et al. [2005] は ground/ 
sea-scattered echoes について更に解析を進め、
上記の考えに矛盾しない結果を得た。すなわち、
観測されたULF波動が磁力線固有振動によるも
のであれば、磁力線固有振動数は磁力線の長さに
強く依存するので低緯度ほど大きくなる（短い磁
力線ほど速く振動する）傾向がある筈であり、
Ponomarenko et al. [2005] はその実例を一例示
した。 
上記の研究は、高頻度で観測されると言われ
ている ground/sea-scattered echoesを用いた磁
気圏密度推定の可能性を支持するものである。  
我々は、この可能性を更に追求する為、
SuperDARN Hokkaido radarのデータを解析し
ている。解析には IUGONET プロジェクト、及
び  ERG サイエンスセンターで開発された
UDAS （ IDL ソフトウェア上で動作）の
SuperDARN解析ツールを使用している。 
Hokkaido radarの PIであり本研究の共同研
究者でもある西谷博士が発見していた
ground/sea-scattered echo の具体例 1 例につい
ての解析を行い、Ponomarenko et al. [2005] の
例と同様に磁力線固有振動周波数が低緯度ほど
大きくなる兆候を見出した。また、Ponomarenko 
et al. [2005] の例と異なり、本イベントには
Sudden Impulse によって励起されたと考えら
れる兆候も見られた。ただ、これらの兆候を抜き
出して定量的に解析する為に必要な bandpass 
filterプログラム（IDL組み込み関数）の動作に
予期しない問題が生じ、その解決に時間を要して
しまった。今後本イベントの更に詳しい解析を行
い、また更に、統計的解析研究を行っていきたい。
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[研究成果] 
＜背景＞ 
硫酸エアロゾルは，雲の凝結核として寒冷化を引
き起こすなど，気候システムにおいて重要な役割を
果たす物質である。南極氷床コアには過去数十万年
間にわたる硫酸イオン濃度の周期的変動が保存さ
れている。一方で，これらのピークの変動メカニズ
ムについては不明な点が多い。 
硫酸イオンには，プランクトン・海塩・火山噴火
ガス・岩石等の複数の発生源があり，その寄与率の
時間的な変動やメカニズムには不明な点が多い。こ
の点で，起源ごとに特徴的な値を示す硫黄安定同位
体比は，硫酸イオン濃度の変動を研究する上で重要
なデータであると考えられる。しかし，極域氷床コ
アの硫黄同位体比は，必要試料量が多い(1 測定あた
り，約 1–110 kg の試料)ことなどが原因でこれまで
の研究例は非常に少ない。南極に関しては，表層の
雪を用いた測定 (Patris et al. 2000；Baroni et al. 
2007)，100ｍの浅層コア（Jonsell et al., 2005），氷
床コアを用いた研究では離散的な 17 点の測定例
(Alexander et al., 2003)があるだけである。 
そこで，本研究では，過去の硫黄同位体比の変動
を明らかにするため，南極氷床コアに含まれる微量
の硫酸イオンの硫黄安定同位体比測定手法を開発
する。とくに，低濃度の試料を同位体比分析可能な
濃度まで濃縮・乾固する前処理プロセスを検討する。
具体的には，1) 必要試料量を減らすこと 2) 氷床コ
アサンプルの前処理プロセスで同位体分別が生じ
ないこと，を目指して硫酸イオン中の硫黄安定同位
体比（δ34S）測定手法の開発を行った。 
 
＜試料と測定＞ 
試料は以下の 3 種類をテストした。試料（１）：濃
縮過程での同位体分別の有無を検証するため，異な
る濃度（35-200 ppb）に希釈した海水を作成した。
（海水はδ34S 値が比較的均一であることが知られ
ているので，テスト試料として用いた。）試料（２）：
天水の試料として，琉球大学理学部複合棟屋上にお
いて，2012 年 7 月－2014 年 7 月の降水を採取し，
0.45 μm メンブレンフィルターで濾過した。試料
（３）：南極ドームふじ氷床コアの「ガス分析終了後
の融解水」，「化学分析用試料の表面処理の際の表面
融解水」を測定テスト用に用いた。これらの試料は
氷コア本体ではなく、別の測定を実施する際に通常
は廃棄せざるを得ない試料を集めたものである。 
従来の硫黄同位体比測定法では，多量の試料から
BaSO4を沈殿させ，フィルター等で回収して測定す
ることが多かった。本研究では，試料量の削減と簡
易化を目的にして，スズ箔製のカップ中に直接
BaSO4を蒸発乾固させる手法の検討を行った。 
測定は，試料溶液を硫黄のモル数が 0.3μmol に
なるように分取し，クリーンブース内でヒーターを
用いて約 2mL まで濃縮した。この溶液を，0.01M 
BaCl2 200μL を入れたスズカップに滴下し，ヒー
ターと乾燥 N2ガスを用いて BaSO4として蒸発乾固
した。スズカップは，元素分析計（EA, Flash2000）
で燃焼させ，SO2 に変換したのち，CF-IRMS 
(DELTA V Advantage）でδ34S を測定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 図１ 硫黄同位体比前処理装置（左）、燃焼炉（右） 
 
 
 
＜結果・考察＞ 
試料（１）：希釈海水の測定の結果，海水は濃度に
関係なく 20.4±0.2‰で一定であった。これは，低濃
度の試料を同位体比分析可能な濃度まで濃縮する
前処理プロセスで同位体分別が起きていないこと
を示している。試料（２）：約１年分の降水試料のδ
34S は，4.8-19.7‰と大きく変動した。降水中のδ34S
と硫酸イオンの非海塩寄与割合の間には強い負の
相関（r = −0.95）が見られた。これは降水中の硫酸
イオンは，海塩と非海塩の２つの起源が単純に混合
したものであることを示唆している。これらの同位
体データは過去の様々な報告値と整合的であり，本
手法でδ34S 測定が可能であることを示している。 
試料（３）：ドームふじ氷床コアのテスト測定の結
果を表１に示した。試料は他の測定に使用された氷
を再利用したために，厳密な比較はできないがδ34S
値は Vostok コアの報告値（9.5-15.4‰）と絶対値，
変動幅ともに同程度であった。これらの成果は極域
科学シンポジウムや日本地球化学会年会等で発表
した。 
開発した手法では，0.3μmolSの試料量でδ34S測
定が可能であり，これはドームふじ氷床コアでは，
氷期では~140ｇ，間氷期では~280g の試料に相当す
る。先行研究よりも 10 から 100 分の１の試料量（＝
高い時間分解能）で測定が可能である。今後，この
手法を用いて南極表層の雪やアイスコア等を測定
し，同位体比変動のプロセスと起源を推定する予定
である。 
 
  表１ ドームふじ氷床コアのテスト測定結果 
 試料
数 
溶液重量(g) δ34S (‰) 
ガス分析
後の融解
水 
11 81-209 5.1-15.9 
化学分析
時の融解
水 
5 121-180 11.2-13.2 
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[研究成果]  
1. はじめに 
国立極地研究所所有の地中レーダ（GPR：GSSI
社製 SIR3000）は第 48/49次隊の日本スウェーデン
内陸トラバース旅行や第 54 次隊の内陸旅行の際に
フィルン層の内部構造探査に使われた．今後も氷
河・氷床の内部構造探査に積極的に活用していく予
定である。 
この地中レーダによる氷河観測の有効性や限界
について検討するために 2011～2013 年 5～9 月に
かけて立山・剱岳周辺の 8つの氷河・雪渓で地中レ
ーダを用いた内部構造探査を実施した。使用するア
ンテナの周波数は 270MHz、900MHz の 2 種類で、
周波数の違いによる分解能の違いや探査深度の限
界についても試験を行った．  
図 1 調査を行った氷河と多年性雪渓の位置 
２．結果 
【御前沢氷河】 2011年 9 月に 270MHz アンテ
ナを用いて氷河の縦断方向に氷厚観測を行った．そ
の結果，雪渓下流部の氷厚は 27 mと判明したが，
上流部では，岩盤からの反射が不明瞭であった。 
2013年 6月に 100MHzアンテナを用いて同測線
で観測を実施した．その結果，上流部でも岩盤から
の明瞭な反射が得られ氷厚は 37 mと判明した． 
  
【内蔵助雪渓】 2013年 8月に 100MHzアンテナ
を用いた氷厚観測を実施した．その結果，氷厚は最
大 30 mに達することが分かった．岩盤からは非常
に強い反射がえられた．氷体内部の礫層からの反射
はやや不明瞭． 
 
【はまぐり雪】 2013年 8月に 100MHzアンテナ
を用いた氷厚観測を実施した．積雪と氷体との境界
および岩盤からは非常に強い反射がえられた．氷厚
は 8 mであった． 
 
【剱沢雪渓】 2013年 8月に 100MHzアンテナ
を用いた氷厚観測を実施．全長 2 kmに達する国内
最大の多年性雪渓であるが，氷厚は最大でも 22 m
と御前沢氷河や内蔵助雪渓よりもうすかった． 
 
【長次郎雪渓】 2013年 8月に 100MHzアンテ
ナを用いた氷厚観測を実施．積雪と氷体との境界お
よび岩盤から非常に明瞭な反射が得られた．氷厚は
18 m程度． 
 
【三ノ窓雪渓】 2012年 6月に 270MHzアンテ
ナを用いた観測を実施．岩盤からの反射は不明瞭
（推定で 60 m以上）で，最大氷厚を決定できなか
った． 
2013年 8月に 100MHzアンテナを用いた観測を
実施．岩盤からの明瞭な反射が得られ，最大氷厚は
70 m と判明．国内最大の氷体であることがデータ
から実証された． 
 
【小窓氷河】 2011 年 6月に 270MHz アンテナ
を用いた氷厚観測を実施．厚さ 15 mの積雪に下に
厚さ 30 mを超える氷体があることが分かった． 
 
【池ノ谷右俣雪渓】 2012年 9月に 270MHzア
ンテナを用いた氷厚観測を実施．厚さ 40 mを超え
る氷体があることが分かった．深度別の gain 調整
を丁寧に行った結果，270MHzアンテナでも深度 40 
m付近の岩盤からの反射を捉えらることに成功． 
 
３．まとめ 
(1) 270MHzアンテナは，厚さ 30 mまでの氷厚
探査に有効．丁寧に感度調整を行えば深度 40 mま
で氷厚観測可能．  
(2) 100MHzアンテナは，厚さ 70 mまでの氷厚
探査に有効． 
(3) 積雪と氷体との境界は両周波数とも明瞭に
とらえることが可能． 
(4) 氷体内部の礫層からの反射は 270MHz の方
が明瞭であった． 
今後も海外の氷河や南極氷床で最適な氷厚およ
び内部構造観測ができるように立山・剱岳の氷河，
多年性雪渓で gain 調整やサンプリング間隔などの
セッティングを煮詰めていく． 
  
３．主な発表論文等 
〔雑誌論文〕  
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する氷河の可能性について－，雪氷，74，213-222． 
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[研究成果] 
	 極域におけるスカイラジオメーターによる太
陽放射観測から得られたデータ解析を行い、大気
エアロゾルの光学的特性の変動特性が、気候影響
評価にどのようにつながるのか、観測的研究を行
った。エアロゾル粒子による直接・間接的効果によ
る気候影響は、地球温暖化問題に関連しても重要な
課題である（IPCC,	 2013）。それらの極域での影響
を評価することは、気候予測をする上でも重要であ
る。どのような気候影響を与えるのかについて理解
するためには、地上観測から精度の良い結果を長期
間にわたって蓄積することが必要不可欠と考える。
そのため、2000 年より現在まで、極域のエアロゾル
の光学的特性を把握するため、太陽光を利用した大
気放射の連続観測を北極のニーオルスン（図１：
78.93N,	 11.86E,	 Alt.	 30m）において行ってきた。
スカイラジオメータ （ーPOM-01,	 POM-02,	 PREDE,	 Co.	 
Ltd.,	 Tokyo,	 Japan）は、太陽の直達光と角度別の
周辺光の放射輝度を波長別に自動測定出来る。観測
波長は、POM-01 が 7 波長（0.315,	 0.4,	 0.5,	 0.675,	 
0.87,	 0.94,	 1.02	 µm）で、POM-02 が 11 波長（(POM-01)	 
+	 0.34,	 0.38,	 1.6,	 2.2	 µm）である。2000 年 3 月
より 2004 年 5 月までは POM-01 を使用し、2004 年 5
月から現在まで POM-02 を使用して観測を行ってい
る。本結果は、SKYRAD.pack	 version	 4.2（Nakajima 
et al. 1996）を使用して解析を行った。	 
	 
図 1	 ニーオルスンにおけるスカイラジオメーター
観測風景	 
	 
	 
	 図２から図４は、2000 年から 2013 年の 0.5	 µm の
エアロゾルの光学的厚さ（図２）、オングストロー
ム指数（図３）、一次散乱アルベド（図 4）の月平均
値の結果である。	 
図２	 2000年から20013年のニーオルスンにおける
0.5	 µm のエアロゾルの光学的厚さの月平均値	 
図３	 2000年から20013年のニーオルスンにおける
オングストローム指数の月平均値	 
図４	 2000年から20013年のニーオルスンにおける
0.5	 µm の一次散乱アルベドの月平均値	 
	 
極域という過酷な環境下でありながら、また、リモ
ート観測を行っているため、欠測などがあるものの、
多くの測定結果を得ることができた。太陽光を観測
しているため極夜期間の観測は出来ない。0.5	 µm の
エアロゾルの光学的厚さの月平均値は、0.2 以下で
あったが、時々、ヨーロッパ等から輸送されたエア
ロゾルによる、急激な光学的特性の変動が報告（e.g.	 
Shiobara	 et	 al.,2008;	 Shiobara	 et	 al.,	 2010）
されている。また、月平均値でも極域以外の観測地
点よりは、オングストローム指数が高く、瞬時値で
は 2.0 を超えるような微小粒子卓越が確認されてお
り、これらの結果は、他地点の観測例（e.g.	 Aoki	 and	 
Fujiyoshi;	 2003,	 Aoki,	 2008,	 2013）と比較して
も高い値を示している。北極域、ニーオルスンにお
けるエアロゾルの光学的特性のデータが長期間の
蓄積されてきた。ヨーロッパ等から移流してくる人
為起源と思われる微小粒子の影響で、北極行きでも
急激に光学的に厚くなり、オングストローム指数が
増大したこともあるが、長期観測の結果からは、0.5	 
µm のエアロゾルの光学的厚さは春に最大で夏の終
わりに最小となり、オングストローム指数は春に最
小で夏の終わりに最大となるような季節変化が示
されている。今後は、短期的な変動も含め、中緯度
から輸送されてきたエアロゾルの光学特性や他の
測器との比較観測結果から、北極域のエアロゾルの
光学的特性を示していきたい。	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[研究成果]  
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① 南極ドームふじ基地では 1995 年に 36 本雪尺
（図 1）を設置して以来，これを用いた積雪堆積環
境の計測が継続されてきている。1995 年～2007 年
までの 12 年分については，Kameda et al. (2008)
として出版したので，本共同研究ではそれ以降の年
での 36 本雪尺の観測データの整理とともに，変動
傾向の検討を目的とした。 
測定結果を図 2 に示す。ここでは Takahashi and 
Kameda (2007)で提案された雪尺観測期間の平均
的な雪尺下端での積雪密度を用いて，表面質量収支
（surface mass balance）を求めた。1995 年から
2008 年までは年１回以上の観測が実施できたが，
2009 と 2011 年に欠測したため，2008-2009 年およ
び 2011-2012年はそれぞれ 2年間の平均値を示して
いる。 
図 2 ドームふじ基地での表面質量収支の変化 
   （1995 年 1 月～2013 年 1 月） 
 
なお，2008 年から 2009 年にかけて S16 からドー
ムふじ基地周辺までの広域での大雪が報告されて
いるが（本山，2010），この年はドームふじでの過
去 15 年間の観測でも表面質量収支が最も少なく，
特異な年であったことが確認できた。 
 
② 第 52次日本南極地域観測隊は 2010年 12月から
2011 年 2 月にかけて S16 からドームふじ基地まで
の内陸旅行を実施した。この時に雪上車および木製
2 トン積橇（以下，2 トン橇と記載）の 3 軸加速度
を沿岸 S16 から内陸ドームふじ基地まで測定した。
現地ではさらに，観測ルート上で 2km 毎にサスツ
ルギの頻度分布を求め，雪面状態の定量化を行ない，
雪面起伏指数を求めた。 
 この結果，ドームふじでの表面質量収支は，１）
1995年から 2007年までは 4～10年程度の振動があ
るが，変動傾向は特にない，２）2008 年以降，表面
質量収支が増えた可能性がある，３）2010 年の表面
質量収支は平年よりも少ない，ことがわかった。し
かしながら，2009 年と 2011 年の欠測のために，そ
の変動傾向の抽出は難しい状況となってしまって
いる。 
本研究ではこれらの観測データの解析を進めた。
雪上車の鉛直加速度を周波数解析した結果，車両の
バネ由来の鉛直振動が 1.6 ~ 2.1 Hz で卓越すること
がわかった。図 2 は沿岸の S16 から内陸ドームふじ
までの結果を示す。ここで a は雪上車の走行速度，
b は雪上車の鉛直加速度の 2 乗平方根（絶対値に相
当する），c は雪上車の鉛直加速度の 2 乗平方根であ
るが，1.6～2.1Hz の振動成分のみを取りだした値，
d は雪上車の速度で c を規格化した雪上車の鉛直加
速度，e は目視で観測した雪面起伏指数である。 
 
 
 
 
これらの結果，雪上車の速度で規格化した 1.6～
2.1Hz の鉛直加速度（図 3d）は目視での雪面起伏指
数（図 3e）と良い相関があることがわかった。従っ
て，今後は雪上車の鉛直加速度の測定結果から雪面
の起伏状態を推定できる可能性があることがわか
った。 
 
 
 
 
 
 
また，今回は結果を示さなかったが，2 トン橇の
前方に設置した鉛直加速度も雪面起伏指数と良い
相関を示し，ソリのデータを使っても雪面状況を推
定できることがわかった。 
 
 
 
図 1 ドームふじ基地での表面質量収支測定用の 
 36 本雪尺の位置 
 ③2003年に第 44次南極地域観測隊が沿岸の S16か
ら内陸のドームふじ基地まで実施した雪尺観測，ド
ームふじ基地での越冬観測時の 36 本雪尺観測，蒸
発パンを用いた雪面昇華量の観測結果と沿岸域か
ら内陸域への高気圧の進入過程とを比べた。その結
果，高気圧がドームふじ基地に進入すると，気圧と
気温が高くなるが，この時に降雪量も増えることが
確かめられた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また，これまでの研究より，高気圧の侵入（南大
洋上から南極大陸上に形成されるブロッキングリ
ッジ形成）に伴って，高気圧の上流側（西側）を南
大洋上の高湿度の大気が移流し，ドームふじに降雪
をもたらすことが分かっている。今回特に解析した
顕著なブロッキングイベントでは，期間の後半に東
南極上空に高気圧域が切離され温暖・湿潤大気の移
流が止まり，対流圏は降水粒子の生成が止まるほど
に非常に乾燥するが，その時期においても氷床表面
に近い大気境界層中に温暖・湿潤大気が残存し，比
較的暖 かい大気中で晴天降水を継続させることが
分かった。ドームふじ基地の表面堆積量は，年間を
通して継続する晴天降水（ダイヤモンドダスト）と，
このような年に 10 回程度しかない総観規模の温
暖・湿潤大気の移流に伴う短期間の降水とが同程度
を賄っている可能性が指摘されてきている。 
今回の結果を考慮すると，ブロッキングリッジ等
の強い総観規模擾乱の配下の顕著に温暖な大気か
らの降水，切離高気圧配下の比較的温暖な境界層大
気からの降水，そしてこれまで認識されてきた寒冷
期間中の晴天降水の少なくとも 3 種類の降水機構
がドームふじ基地の冬季の堆積を担っていること
が分かった。ドームふじコアの解釈を進めるために
は，今後の現地観測と総観規模データ （ECMWF 等の
再解析データ）の解析，数値モデル実験によりこれ
らの降水機構の役割を定量的に明らかにしていく
必要がある。 
[研究発表] 
（論文）  
Hirasawa, N., H. Nakamura, H. Motoyama, M. Hayashi, and T. Yamanouchi, The role of synoptic-scale features and 
advection in prolonged warming and generation of different forms of precipitation at Dome Fuji station, Antarctica, 
following a prominent blocking event, J. Geophys. Res., 118, 6916–6928, 2013. DOI: 10.1002/jgrd.50532  
（学会発表）  
日下 稜，高橋修平，亀田貴雄，本山秀明（2013）：南極氷床上での雪上車と 2 トン橇の加速度計測－鉛直加速度と雪面起伏指
数の関係－．雪氷研究大会（2013・北見）講演要旨集，149. 
平沢尚彦・小西啓之：北海道陸別町における 2 重防風柵(DFIR)を用いた降雪量観測、日本気象学会春季大会、東京、5 月． 
Hirasawa, N. and H. Konishi, Snow fall measurement at Rikubetsu in Japan, a site for SPICE, Session: Methods and 
challenges of snow measurements, Davos Atmosphere and Cryosphere Assembly DACA-13 (IAMAS, IACS, IUGG), 8-12 
July 2013. 
図 3 S16 からドームふじ基地までの雪上車の(a)走
行速度，(b)鉛直加速度の 2 乗平均平方根
， (c) フィルター処理後の 2 乗平均平
方根 , (d) 規格化後の 2 乗平均平方根  
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飛翔体搭載小型エアロゾルゾンデによる極域自由対流圏・成層圏エアロゾル観測の展開 
 
◎林 政彦 福岡大学理学部・教授 （研究代表者） 
 木津暢彦 気象庁観測部・調査官 （共同研究者） 
 原圭一郎 福岡大学理学部・助教 （共同研究者） 
 白石浩一 福岡大学理学部・助教 （共同研究者） 
（国立極地研究所） 
 平沢尚彦 助教          （担当教員） 
 平成 23年～平成 25年（3か年）  （研究期間） 
 
[研究成果] 
 昭和基地においては，第 38 次南極地域観測隊に
よる越冬観測から，連続的なエアロゾルゾンデ観測
を続けてきた。最近，山梨技術工房の協力も得て小
型軽量な新型エアロゾルゾンデを開発した。このエ
アロゾルゾンデは，重量が，従来ゾンデ（約 4kg）
の 4分の 1の 1kg程度であり，第Ⅷ期後期一般研究
観測 AP47の計画として，従来ゾンデからのモデル
変更を計画した。同時に，将来的には，無人航空機
を用いた當先機器回収型の観測への移行を想定し
ている。一般共同研究では，これらの流れのなかで，
平成 22～25 年度の 3 ヵ年の共同研究を通じて，①
新旧エアロゾルゾンデの比較観測，②新型エアロゾ
ルゾンデの昭和基地におけるオペレーション形態
の検討，③気球分離無人航空機への搭載，観測試験
を実施した。 
 
１．新旧エアロゾルゾンデの比較観測 
昭和基地における越冬エアロゾルゾンデ観測は
15年以上継続しており，データの連続性を維持する
ことができれば，非常に重要な観測資料となる。そ
こで，昭和基地における新旧エアロゾルゾンデの係
数結果の比較観測を行った。観測形態は，単一の 3kg
気球にしの竹で連結した新旧エアロゾルゾンデを
つるして，同時観測である。53次および 55次夏隊
オペレーションとして，昭和基地から放球した。従
来ゾンデは，昭和基地設置の定常気象観測に使用し
ている受信装置を用い，新型ゾンデは，明星電気製
アカデミック版受信機（RD85A）を用いた。放球日
時は，2012年 1月 21日 14:54:50および 2014年 1
月 4日 18:44:06である。いずれの観測でもバースト
高度は 30km以上であり，良好な比較データが得ら
れた（図１）。2012 年 1 月 21 日の観測では，新型
エアロゾルゾンデの数濃度が，高度 26km以上で急
減するなど動作上の問題がみられた。この問題は，
その後の試験により，ポンプの機構改良を施し解消 
   
図 1 新型エアロゾルゾンデによるエアロゾル鉛直
分布（2014年 1月 4日，昭和基地） 
 
 
図２ 新旧エアロゾルゾンデで得られた粒径分
布（2014年 1月 4日，昭和基地） 
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された。2014 年 1 月 4 日の観測で得られた成層圏
下部のユンゲ層の中心部にある高度10～14kmの粒
径分布の新旧ゾンデの計測比較を図 2に示す。1m
を超える大粒径で旧タイプの方が高めの濃度を示
す傾向がみられている。光学系が旧型は光軸交角
60°集光全角88°，新型は光軸交角90°，集光全角122°
であり，光学系の違いによる差であると考えられる。 
 
２．小型エアロゾルゾンデの試験と飛揚方法の確立 
新型（小型）エアロゾルゾンデの越冬観測を第 55
次南極地域観測隊越冬隊（現在越冬中）において開
始している。これまでのエアロゾルゾンデの重量は
約 4kgであったため，観測高度 30kmを確保するた
めには，3kg 気球を用いていた。また，巻き下げ器
の使用は行っていなかった。新型のエアロゾルゾン
デは，測器重量が1kg程度である。このことにより，
2kg気球で高度 30kmまで飛揚できる可能性がある。
55次越冬隊では，2kg気球でのオペレーションを行
うこととしている。2kg 気球を用いることで放球棟
におけるガス充填が可能になり，風の制約が大きく
軽減される。また，巻き下げ器も用いることで放球
時の風速制限も大きく緩和することができる。現在，
放球作業の手続き等の確認が済んでおり，5 月の観
測の実施を待っている。 
 
３．無人航空機によるゾンデ回収観測 
第 54 次南極地域観測隊夏隊のオペレーションと
して，気球搭載小型エアロゾルゾンデを無人機搭載
に適するように部品配置を変更した粒子計数装置
とエアロゾルサンプラーを搭載した無人航空機を
1500ｇゴム気球により飛揚した。飛揚後，設定高度
で気球を分離し，昭和基地上空に自動帰還させるこ
とを目指した。実験は，2013 年 1 月中に 5 回行っ
た。1500gゴム気球を用いて，観測装置を搭載した
10kg の電動モータグライダーを飛揚した。5km
（1/4），5km（1/4），6km（1/16），8km（1/18）と
徐々に分離高度を上げ，最終的には，1月 30日には，
目標高度である高度 10kmでの分離，自律帰還に成
功した（図３）。 
観測結果からは，これまでにない高い頻度で対流
圏エアロゾルの鉛直分布に関するデータが得られ
た。その結果からは，1/4に高度 5km付近に見られ
た薄いエアロゾル高濃度層がその後の観測では対
流圏全層へ広がっている様子が捉えられている。ま
た，それらのエアロゾル層のサンプルの分析により，
エアロゾルのほとんどが硫酸粒子であることが示
唆されている。一方で，後方流跡線解析は，これら
の層がやや緯度の低い海洋上の境界層に期限を有
する可能性を示すなど，夏季の南極対流圏のエアロ
ゾルの起源について検討することのできるデータ
を得ることができた。 
 
以上のように，本研究により，小型エアロゾルゾン
デの観測の従来観測との連続性，観測オペレーショ
ン負担の軽減への有用性，観測の拡張性と観測デー
タの有用性が示された。 
 
[研究発表] 
1. A Balloon-Assisted Gliding UAV for Aerosol Observation in Antarctica，Shin-Ichiro HIGASHINO, 
Masahiko HAYASHI, Shuji NIAGASAKI, Shiina UMEMOTO, and Motoki NISHIMURA Proceedings of 
The 2013 Asia-Pacific International Symposium on Aerospace Technology, (APISAT-2013), Takamatsu, 
Japan, 2013. 
2. 夏季南極昭和基地上空の対流圏、成層圏下部のエアロゾル濃度鉛直分布，梅本紫衣奈，林政彦，原圭一郎，
東野伸一郎，日本エアロゾル学会 第 29 回エアロゾル科学・技術研究検討会講演予稿集，2012． 
3. Development and Operational Experiences of UAVs for Scientific Research in Antarctica, 
Higashino,S., Funaki,M., Hirasawa,N., Hayashi,M. and Nagasaki,S., The Proceedings of the 
International Conference on Intelligent Unmanned Systems 2011, 2011. 
  
図 3 2013 年 1 月の気球分離式 UAV 観測のフライ
トトラジェクトリ 
（別紙） 
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タイムラプスビデオを用いた白瀬氷河流動観測 
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 平成２３年度 ～ 平成２５年度 （３か年）（研究期間）   
         
[研究成果] 
 第４３次南極観測隊によって設置撮影された白
瀬氷河右岸（インクレステパネ露岩）からのタイ
ムラプスビデオ画像をアナログ画像からデジタル
画像にキャプチャし、誰もが閲覧可能な形式で適
当な長さの動画ファイルに編集した。この動画
は，白瀬氷河の流動状態を観察するために，流動
状態が判別できるように，流動方向の右岸側に位
置する露岩域であるインステクレパネ上にインタ
ーバル（5分間に 1秒間撮影）で撮影可能なビデオ
により撮影を実施した。（期間：2002年 1月 3日
～1月 28日） 
南極地域では，夏期間であり低角度からの太陽
光の入射のため撮影画像が逆光となり見にくくな
らないような毎日 10時（ローカルタイム）のコマ
送りとした．同様に，各正時のコマ続きの動画も
作成した．これらの動画を観察した結果，白瀬氷
河周辺での液相の降水が記録されていることが明
らかとなった． 
 設置に関する問題点として，輸送と設置は，観
測隊運用のヘリコプター（朝日航洋）により実施
したが，安全確保のための通信の確保を目的とし
て，ある時間間隔で，着陸地点から通信可能な高
度まで飛昇する必要があること，輸送可能な物資
量の制限など今後の検討課題である． 
得られた画像からは，流動の概要，白瀬氷河表
面での積雪および氷の融解状態が詳細に把握可能
であった．また，終日，明るい期間であるため，
気象状況も詳細に把握できる．液状の降水があっ
たことも把握できたが，この期間の昭和基地の気
象記録との対応は行っていない． 
流動速度の算出のためには，不動点の確定と流
動している氷河上の点の相対的な位置（距離）関
係の把握と地理的な距離の算出が必要であるが，
このビデオ画像からは，現在のところ，実施でき
ていない．また，氷河の潮汐による表面の上下動
も検出できる状態では無いように見える．高度な
画像解析の手法を用いれば，これらの点の解消が
可能と考えられる． 
 現在の画像撮影の技術進歩を考慮すると，電源の
確保・撮影画像の解像度・立体視が可能な撮影体制
など，十分な技術的向上があるため，同様な観測で
得られる氷河の流動・表面の融解状況の把握・潮汐
の影響と氷河の応答などを通年で実施できる可能
性は十分にあると考えられる．今後の課題としたい． 
 画像資料は，公開可能な形式で，保存されている． 
希望者は，saito@slope.dpri.kyoto-u.ac.jp へ連
絡されたい． 
この共同研究の背景には、当時の優先すべき研究課
題として、「氷床－気候系の変動機構の研究観測」の
課題として，長期的な視点にたった継続観測が必要
な研究課題である「氷床氷縁監視と氷床質量収支の
モニタリング」を開始すべき時期にあると提案され
ていたことをあげておく． 
    
（上左）白瀬氷河右岸の露岩インステクレパネ上に設置したインターバルビデオ （上右）白瀬氷河右岸の露岩イ
ンステクレパネ上に着陸したヘリコプター 
 
   
（上左）2002 年 1 月 8 日 10:03LT                     （上右）2002 年 1 月 12 日 10:03LT 
氷河上に融解による池が観察される           
 
   
（上左）2002 年 1 月 18 日 10:03LT          （上左）2002 年 1 月日 10:03LT 
液状降水が撮影されている               融解による池の拡大と流動による下流方向への移動 
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[研究成果] 
降雨量に比べ正確な測定が難しい降雪量をより正確
に測定する試みとして、近年使用されるようになった
粒径や落下速度を測定できる光学式雨量計のデータを
用いて推定する方法を、数年前から新潟県長岡や北海
道陸別で観測を行い試行を行ってきた。その結果、測
定された粒径と落下速度から粒子の見かけ密度を仮定
し、その総和として降水量を求める方法により、降水
量のよい見積もりができることがわかった。本研究で
は、極域などのより低温の場所で観測されるより小さ
い粒子からなる降雪に対しても同様の方法で、降雪量
の見積もりができるかを調べるため、日本で最も寒い
町といわれる北海道陸別で行った低温下の降雪に対し
ての観測的研究である。陸別は、冬季は-20℃以下の低
温になりやすく、極域に降るようなダイヤモンドダス
トを日本国内で比較的多く観測できる場所であり、極
域の降雪量をより正確に見積もる方法を試す場所とし
て適している。 
2011/2012、2012/2013、2013/2014の 3冬季(11月か
ら 3 月)に異なる 3 種の光学式雨量計(Thies Laser 
Precipitation Monitor(LPM)、OTT Parsivel、新潟電
機 Snow Particle Counter(SPC))を設置し、比較降雪
観測を行った。各光学式雨量計の測定仕様を表 1 に示
す。LPMと Parsivelは、粒径と落下速度を測定できる
のに対し、SPC は粒径のみが測定される測器である。
また、検出面積は LPMと Parsivel は約 50cm2とほぼ等
しいのに対し、SPC はその 1/100 と非常に小さい測器
である。SPCは、飛雪計あるいは地吹雪計ともいわれ、
0.5mm 以下の小さい粒子の検出に優れている。これら
を同一観測点に設置し、比較観測を行った。 
また比較のため、重量式の天秤式降雪強度計やシー
ロメーターも設置した。シーロメーターは、鉛直上方
へ出した可視光の後方散乱強度を 7.2km まで 50m 高度
間隔で測定することができるが、ここでは最下層(地上
  
(a)2012年 1月 30日 2時 50分―3時 00分        (b)2012年 2月 2日 6時 10分―6時 20分 
図 1. 異なる３つの光学式降雪粒子検出器で測定した 10分間粒径分布の比較。 
 
表１ 光学式降水粒子検出器の仕様 
機種 粒径 落下速度 検出面積 
LPM 22クラス 
0.2-8.5 mm 
20クラス 
0-10 m/sec 
46cm2 
Parsivel 32クラス 
0.0-26 mm 
32クラス 
0-22.4 m/sec 
54cm2 
SPC 32クラス 
0.036-0.5mm 
なし 0.5cm2 
 
50m)のデータのみを用いて、地上付近の粒子の空間濃
度を測定した。 
 観測期間に樹枝状結晶からなる雪片だけでなく、
ダイヤモンドダストのような小さい粒子からなる
降雪も多く観測された。図 1 は、粒径分布の計測例
として、良く見られる雪片が主たる降水粒子であった
場合(a)とダイヤモンドダストのような比較的小さい
雪粒子が多く降った場合(b)をそれぞれ示した。この図
の粒子数は、各測器の実際の検出面積で測定された個
数で、検出面積で規格化していない。SPC と LPM の検
出面積はほぼ等しいので、両者をそのまま比較すると、
1mm 以上の大きい粒子数では図 1(a)に示すように両者
にほとんど差が見られなかった。一方 1mm 以下の小さ
い粒子では Parsivel で測定された粒子数が少なく、
とりわけ 0.25mm 以下の小さい粒子では粒子数が常に
０となり、Parsivel の実際の検出粒径は 0.25mm 以上
であることが分かった。図 1(b)に示すような mm オー
ダーの大きい粒子の個数が相対的に少ない低温型の降
雪の場合、降水量を正確に見積もるためには、数百μm
以下の小さい粒子の個数や質量を正確に求めることが
必要であることがわかるが、そのためには、Parsivel 
での測定は適さないことが示された。 
0.125～0.5mmの粒子数について LPMと SPCの比較を
行った。LPMの粒子数は SPC の粒子数に比べ 40～50倍
であったが、粒子検出面積が、約 100 倍であることを
考えると、LPMの検出個数が SPCに比べ 2～2.5倍少な
いことを意味し、LPM では小さい粒子は十分検出でき
ていないことがわかった。 
LPM のデータを用いて、長岡で行った降雪量の見積
もりと同様の方法で、小さい粒子が多く検出された
2012年 2月 2日の降雪について、降雪強度の時間変化
を求めた。比較のため天秤法による降雪強度の時間変
化と合わせて示したのが、図 2 である。両者は比較的
よく一致しているが、見積もった降雪強度は天秤法に
比べ 1.52 倍と大きく、相関係数も 0.66 と、長岡の大
きな雪粒子からなる降雪に対する降雪量の見積もりに
比べよくなかった。これは、小さい粒子に対する密度
の与え方に問題があると考えられ、粒径分布の傾きや
気温によって粒子の密度の与え方を変える必要がある
と考えられる。 
推定した LPMの日降雪量と Amedasの日降水量の比較
を行ったところ、降雪量の有り無しの変動は良く一致
し、またそのピークの値も比較的よく合い、LPM でも
降雪量がほぼ正確に測定できることが分かったが、先
に述べた天秤法との比較と同様に LPM の日降雪量が
AMEDAS の日降水量に比べて大きいことが多く、LPM の
推定値が過大評価されていることがわかった。これは、
強風時や低温時に多く現れており、両者の測器の捕捉
率の問題や小さい粒子に対する捕捉率が原因と考えら
れる。 
 このようにダイヤモンドダストのような小さい降雪
粒子を個々に測定することは難しいと考えられるので、
間接的に測定した値から降雪量を推定することを、次
に試みた。間接的手法としてシーロメーターの後方散
乱強度を用い、天秤法による降雪強度の時間変化と比
較し、図 3 に示した。両者の時間変化の傾向がよく一
致し、同期して変化していることがよくわかる。両者
の相関は 0.76であった。シーロメーターは、激しい降
雪や霧のような濃い雲の場合、散乱強度が極端に大き
くなり、このような同期した変動は見られないが、ち
らちら舞うような空間濃度の小さい降雪の場合は、降
雪強度に応じた空間濃度変動をしてることがわかり、
気象レーダーの反射強度から降水量を推定するように、
シーロメーターの後方散乱強度から降雪量推定に使え
ることが示唆された。 
 
 
図 2．天秤法と LPM による 5 分平均降水量比較（2012 年 2
月 1日 23時 30分―2月 2日 8時 20分） 
 
 
図 3.  天秤法とシーロメーターによる 5 分平均降水量比較
（2012年 2月 1日 23時 30分―2月 2日 8時 20分） 
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[研究成果] 
  コンドライトは太陽系最古の物質の一つであ
り、原始太陽系星雲から母天体形成までの一連の過
程を復元するために最も重要な試料である。また母
天体における様々な過程を研究する上でも欠かせ
ない。本研究では国立極地研究所所蔵の南極隕石コ
レクションを主として用い、それらの隕石の熱履歴
の解明、分類学的検討などを行った。研究に当たっ
ては国立極地研究所に設置してあるＸ線マイクロ
アナライザー、走査電子顕微鏡、及びラマン分光計
を使用した。 
  得られた成果の主なものを以下に記す。 
１）極地研究所所有の炭素質コンドライトの分類学
的検討中にこれまでのどの種類のものとも異なる
特徴を示す試料を発見した。これは炭素質コンドラ
イト的な酸素同位体組成、全岩化学組成を示すが、
コンドルールのサイズ、存在度、マトリックスの存
在度が普通コンドライトに相当するものである。一
方、難揮発性包有物は多く含まれ、炭素質コンドラ
イトの特徴を示す。この隕石の発見は従来の隕石分
類学の知見が不十分なもので有り、原始太陽系星雲
中で高温段階で凝縮した物質を優先的に集めた母
天体があったことを示すものとなった。本研究の成
果は国際隕石学会誌に受理・印刷中である（研究発
表 [1]）。また極地研究所のホームページでも紹介さ
れた。 
２）隕石の多くは母天体上で衝撃変成作用を受け、
角礫化したり、衝撃鉱物を生じている。本研究期間
中では普通コンドライト中で斜長石が転移して生
じたひすい輝石の産状と形成過程を明らかにした 
{4}。また、火星隕石についても同様の観点で検討し
た [7]。さらに隕石全般の角礫化作用、衝撃変成作
用に関する総説を公表した [8,11]。 
３）エンスタタイト・コンドライトは極めて複雑な
鉱物組合せを有する隕石で、これは極端な還元環境
を反映している。この隕石に関して総説を公表し、
複雑な鉱物学的特徴、形成過程をまとめた [5]。 
４）コンドルールの酸素同位体組成及び Al 同位体
組成を始源的コンドライトを用いて検討し、原始太
陽系星雲における酸素同位体組成の変動、リザーバ
ー、年代学を検討した [3,6]。 
５）はやぶさ試料の初期分析チームのメンバーとし
て岩石学的特徴、分類上の位置づけ、宇宙風化など
を検討し、結果を公表した [13,14]。 
 
  
[研究発表] 
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[研究成果] 
本研究では、昭和基地及び国際デジタル地震観測網
（FDSN）をはじめ、国際極年（IPY2007-2008)を含めて
利用可能な地震学的各種データを利用し、極域を中心と
したマントル～地球深部の不均質構造とダイナミクス
に関する地震学的研究を行った。 
内容は、1) 遠地深発地震の実体波波形、走時を用い
た地殻不均質構造、2) 遠地深発地震の実体波波形、走
時を用いた上部マントルの地震学的不連続面、3) 遠地
浅発地震の表面波を用いたプレートスケール～地域的
な不均質構造、異方性推定、4)中心核の不均質構造と異
方性、経年変化、5) 液体核（外核）の構造とダイナミ
クス、6) 核-マントルの境界（CMB）の不均質、7) 外核
～下部マントルの遷移層（Ｄ”層）の不均質、8) 下部マ
ントルの不均質、9)上記結果とプルームテクトニクスの
対応によるマントル進化過程の解明、等に分類される。 
国 際 極 年 で は 、 国 際 共 同 観 測 （ POLENET, 
AGAP/GAMSEIS 等）により南極大陸の広範囲の領域に
新たな観測点が展開され（Kanao et al., 2014）、データ量
も飛躍的に増えたため、空間的にも高分解能な地球内部
不均質構造研究を進めることができた。以下、個別の研
究成果についてさらに詳細を記載する。 
南極氷床の効果を考慮した全地球地震波伝播モデリ
ングによる研究では、国際極年(IPY)に伴って南極の氷床
上に多数の地震観測点が新設されたデータ（POLENET, 
AGAP/GAMSEIS 等）を利用した。地震波の効率的なモ
デリング手法を適用し、非対称や横方向不均質を考慮し
た準球座標系を取り入れ、任意の全球構造断面中を伝わ
る波動伝播が示された（Toyokuni et al., 2012）。波形モ
デリング解析にあたっては、氷床が観測波形に与える影
響を前もって調べておく必要がある．これまで全地球を
ターゲットとした計算精度と効率の良い理論地震波形
計算手法のをベースにして、本研究期間中には、簡単な
南極氷床モデルを使って、氷床による効果が観測される
地震波形に与える影響について重点的に調べた。 
今後は北極域（特にグリーンランド）で取得された
GLISNデータ（Toyokuni et al., 2014）について、同様な
解析や地震波トモグラフィー研究を行う。さらに、アラ
スカの沈み込み帯においても、地震波異方性と不均質構
造の両者が求められた（Tian and Zhao, 2012) 。Flexible 
gridを用いて新しい全マントルトモグラフィーモデルを
決め、南極圏と北極圏下のマントル構造を従来のモデル
に比べてより精確に求めた (Zhao et al., 2013)。 
さらにAGAP/GAMSEIS等で記録された遠地地震の波
形・走時データを用いて、東南極中央部のガンブルツェ
フ山脈を中心に、南極大陸全域の地殻・上部マントル構
造が調べられた（Heeszel, et al., 2013; Lloyd, et al., 2013)。
ガンブルツェフ山脈直下の 55km を超える厚い地殻、及
び 150kｍ深さのリソスフェアの詳細な不均質構造が明
らかにされた。また、リュツォ・ホルム～内陸の地殻モ
デルを推定し、ドームふじでは約 47km の地殻の厚さと
なり、ガンブルツェフ山脈下の構造の西端部で良い繋が
りが示されている。さらに JARE データを用いては、ド
ロンニングモードランド沖を起源と考えられる、海氷分
裂・棚氷崩落に伴うと想定される地震動の検知を行った
（Kanao, Yamada et al., 2012）。 
なお、共同研究のまとめとして、2014年 3月に”Recent 
Advance in Polar Seismology"のワークショップを開催し、
国内外の関連研究者と IPY による成果のまとめと今後
の展望について議論を行った。
 
 [研究発表] 
Toyokuni, G., M. Kanao, Y. Tono, T. Himeno, S. Tsuboi, D. Childs, K. Anderson and H. Takenaka, Japanese Contribution to the 
Greenland Ice Sheet Monitoring Network (GLISN), Antarct. Rep., (in press), 2014 
Kanao, M., Wiens, D., Tanaka, S., Nyblade, A., Toyokuni, G.,Shore, P. , Tsuboi S., Heeszel, D., Usui, Y. and Parker, T., 
Broadband seismic deployments in East Antarctica: IPY contribution to monitoring the Earth’s interiors, Annals of 
Geophysics, (in press), 2014 
Heeszel, D. S., D. A. Wiens, A. A. Nyblade, S. E. Hansen, M. Kanao, M. An and Y. Zhao, Rayleigh wave constraints on the 
structure and tectonic history of the Gamburtsev Subglacial Mountains, East Antarctica, J. Geophs. Res., Vol. 118(5), pp. 
2138-2153, doi:10.1002/jgrb.50171, 2013 
Lloyd, A. J., A. A. Nyblade, D. A. Wiens, P. J. Shore, M. Kanao, S. E. Hansen and D. Zhao, Upper mantle seismic structure 
beneath the East Antarctic shield from body wave tomography: Implications for the origin of the Gamburtsev Subglacial 
Mountains, G-Cubed (Geochemistry-Geophysics-Geosystems), Vol. 14(4), pp. 902–920, doi:10.1002/ggge.20098, 2013 
Kanao, M., Yamada, A. and Yamashita, M., Characteristic Seismic Waves Associated with Cryosphere Dynamics in Eastern 
Dronning Maud Land, East Antarctica, Inter. J. Geophys., Vol. 2012, Article ID 389297, 19 pages, 
doi:10.1155/2012/389297, 2012 
Toyokuni, G., Takenaka, H. Kanao, M., Wiens, D. A. and Nyblade, A. A., Comparison of global synthetic seismograms calculated 
using the spherical 2.5-D finite-difference method with observed long-period waveforms including data from the 
intra-Antarctic region, Polar Science, doi:10.1016/j.polar.2012.06.001, 2012 
Tian, Y., D. Zhao, Seismic anisotropy and heterogeneity in the Alaska subduction zone. Geophys. J. Int. 190, 629-649, 2012.  
Zhao, D., Y. Yamamoto, T. Yanada, Global mantle heterogeneity and its influence on teleseismic regional tomography. Gondwana 
Research 23, 595-616, 2013. 
極域での固体地球振動と地震波動の伝播特性に関する研究 
 
◎  平松 良浩 金沢大学理工研究域自然システム学系・准教授 
  古本 宗充 名古屋大学大学院環境学研究科・教授 
  宮町  宏樹 鹿児島大学大学院理工学研究科・教授 
  竹中 博士 岡山大学 大学院自然科学研究科・教授 
  伊藤 喜宏 京都大学防災研究所地震予知研究センター・准教授 
名和 一成 産業総合研究所・主任研究員 
 
（国立極地研究所） 
  金尾政紀 准教授      
  
平成 23 年 - 平成 25 年（3 か年） 
 
[研究成果] 
極域では、氷床・海氷・海洋・大気の変動や擾乱に
関連した特徴的な固体地球振動（波浪による脈動、自由
振動、セイシュ、氷地震、他）が観測されている。既存
のグローバル観測網では十分に検知できない、こうした
波動現象の発生機構と活動分布を地震学的に求めるた
め、現在進行中の地球表層部における環境変動、特に固
体地球と周辺環境との物理相互作用の解明のための波
動伝播特性に関する初期解析を中心に初年度に行った。 
２年度は、極域を中心とした氷床・海氷・海洋・大
気の変動や擾乱に関連した特徴的な固体地球振動（地震
動、波浪脈動、自由振動、微気圧変動、他）について、
その波動伝播特性、現象の発生機構と活動分布、波動を
用いた地球内部の不均質構造推定、等についての研究を
国際極年（IPY)による極域データを用いて行った。また
「はやぶさ」リエントリー時の微気圧変動・地震動の同
時観測や、氷床後退に伴う地殻変動と地震活動励起につ
いても報告した。 
さらに最終年度には、地球表層環境の長期変動を視
野に入れつつ、JARE を含む南極の現地観測で得られたデ
ータを中心に、固体地球と大気-氷床-海洋との物理相互
作用を調べた。また、ノイズ重合解析やモデリング計算
により波動伝播特性についても予備的な検討を行った。
以下、個別の研究成果についてさらに詳細を記載する。 
マントル最下部層（D”層）に未知の不均質構造が存
在する可能性を検証するために、2004 年スマトラ地震、
2010 年チリ地震、並びに 2011 年東北地方太平洋沖地震
による長周期観測データを解析した。その結果、地球自
由振動の各モード（0S0, 1S0, 0S2）の固有周波数には、
緯度・経度依存性が無く、D”層には川崎(2011)が提唱
するような不均質は存在しないことが示された（清水宏
信・他、2012）。 
南極氷床の効果を考慮した全地球地震波伝播モデリ
ングによる研究では、国際極年(IPY)2007-2008 に伴って
南極の氷床上に多数の地震観測点が新設されたデータ
を利用した。データ解析にあたっては、氷床が観測波形
に与える影響を前もって調べておく必要がある．これま
で全地球をターゲットとした計算精度と効率の良い理
論地震波形計算手法のをベースにして、本研究期間中に
は、簡単な南極氷床モデルを使って、氷床による効果が
観測される地震波形に与える影響について重点的に調
べられた（Toyokuni et al., 2012a, 2012b).  
また、南極域で観測される南大洋の波浪（脈動）と
微気圧変動に着目し、極域における大気・海洋・雪氷圏
と固体地球の相互作用に関連した特徴的な波動につい
て研究を行った。それら波動群の周波数特性や海氷分布
との相関から、南大洋の海面擾乱とそれに伴う気圧変動
が南極上空の表層大気と固体地球表面へ与える影響を
考察した (Kanao et al., 2013)。 
大陸氷床の融解と地震活動に関連しては、高緯度に
ある大陸の海岸付近及び内陸で比較的高い地震活動が
みられる．この活動の原因として大陸氷床の溶融・後退
による荷重変化を考える場合が多い．しかし氷床の後退
と地震活動の関係はまだ研究の余地が大きい．氷床溶融
に伴う海水の荷重増加も原因の可能性があることが指
摘された（古本, 2012）。 
2010 年 6 月 13 日に「はやぶさ」は地球に帰還し、オ
ーストラリア上空で大気圏に超音速でリエントリーし
た。このときに励起された衝撃波は、高層大気より地表
までインフラサウンド（可聴下音波）として伝播し、さ
らに大気— 地表面カップリングにより地震動が励起さ
れたことが示された（Ishihara et al., 2012; 平松良
浩・他, 2012）。 
最後に、南極昭和基地での微気圧変動観測 –  1 セン
サーでのパイロット観測結果に関して、国際極年（IPY）
により 2008 年 4 月から南極昭和基地でインフラサウン
ド（微気圧変動）の 1 センサー観測を開始した。昭和基
地で観測されるインフラサウンドの特徴を、これまで得
られた記録の周波数解析結果から考察した（石原・他、
2012）。 
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[研究成果] 
近年グリーンランド氷床は、衛星観測データから氷
体積が顕著な減少傾向にあり、かつ減少速度が加速して
いる。グリーンランド氷床、特にその縁辺部での流動・
崩壊・流出に伴う振動現象である、「（氷河地震, Glacial 
Earthquake）」が 21 世紀に入り顕著に観測されている。
このような、氷床内あるいは氷床底部で起きていると考
えている氷河地震の発生メカニズムと頻度は、氷河流動
および近年の気候変動との関連性が指摘され、これらを
解明することはグリーンランド氷床の変動メカニズム
と温暖化増幅作用を知る上で重要である。 
本研究課題の目的は、グリーンランド氷床に
広帯域地震計を設置して氷床及びその縁辺部で
発生する氷河地震の頻度を観測し、氷床流動と
氷河地震の関連から氷河地震の発生メカニズム
を解明する。近年グリーンランド氷床では、特
に そ の 縁 辺 部 の 流出に伴う特徴的な振動現象
（氷河地震 , Glacial Earthquake）を観測した
という報告がある（ Kanao et al., 2012）。さ
らに、21 世紀の最初の 5 年間の発生頻度が倍に
なっており、季節変動が見られることから、そ
の活動は氷河の下を流れる水路の変動を反映し
ており、最近の気候変動による氷床の後退の速
度変化が原因となっていることを示唆する研究
がある。本研究では、グリーンランド氷河に設
置した広帯域地震計によって、氷河地震の発生
機構とその活動を解析することにより、地球温
暖化による氷床後退と氷河地震発生との間の関
連性を明らかにする。ETAS モデルを用いた統計
解析（ Himemno et al.)からは、 2005 年以降の
氷河地震の分布は、グリーンランドの北西の海
岸で増加している様子が見て取れる。  
国際的なグリーンランド地震観測計画である GLISNは
平成 23 年度より地震観測点の設置が進んでおり、
JAMSTEC,極地研究所と米国地震観測網 IRIS およびデン
マーク地球物理研究所との共同により、平成 23 年度に
氷床上の地震観測点を設置した（ICE-S, Toyokuni et al., 
2014)。この観測点のデータは一部リアルタイムで伝送
されているが、すべてのチャンネルの連続波形記録は観
測点まで行き回収する必要がある。回収した氷床上の地
震観測点で得られる地震観測データを GLISN 計画で得
られるグリーンランド島内の地震観測網のデータと統
合し、氷河地震の地震活動の解析をさらに進める。具体
的には、氷河地震の正確な震源決定と震源メカニズムの
決定により、氷床中の発生位置とその原因となる断層パ
ラメータを決定することを試みる。ポスト国際極年
（IPY）における、グリーンランド氷床全域の変動現象
の長期的監視に向けて、国際的な研究グループによる
「グリーンランド氷床の地震モニタリング観測計画
（ The GreenLand Ice Sheet monitoring Network; 
GLISN）」が進行中である（Clinton et al., 2014)。本
研究で用いる氷床に設置した地震観測点（ ICE
－ S)は、この国際的な研究グループとの共同研
究として実施し、他国の地震観測点と統合し  
 
 
 
 
 
 
 
 
たデータセットを用いて地震活動の解析を行う。
グリーンランド氷床の地震活動と発生過程から、地球温
暖化の影響を評価する研究計画は独創的であり、グリー
ンランド氷床の気候変動に対する応答メカニズムの解
明と将来予測について、新しいデータセットと学際的視
点をもたらすことが期待される。 
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図の説明：（Clinton, Tsuboi et al., 2014) 
(A) GLISN 地震観測点  (赤△ 印 ). (B) 
Helheim 氷河末端部の崩落による氷山の
分離(after Nettles and Ekström, 2010). (C) 
グリーンランドにおける氷河地震（緑）
とテクトニック的地震（赤）の頻度分布
の経験変化. (D) Seismograms of regional, 
teleseismic and glacial earthquakes recorded 
at GLISN station NUUG 観測点での地域的
な自然地震、遠地地震及び氷河地震の波
形記録(Walter et al., 2013).   
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[研究成果] 
 大陸衝突型の造山運動はプレート運動に起因し、数
百万年から数千万年の時間をかけて進行する。したが
ってその深部で形成される高度広域変成岩類（グラニ
ュライト）の上昇にも数百万年以上の時間がかかると
考えられてきた。しかし沈み込みや上昇の全過程が等
速度である必然性はなく、ある段階では急速である可
能性もある。これまで、この種の見積もりは温度圧力
条件の時間的変化と各種の同位体年代測定法の組合せ
からなされてきたが、その精度には限界がある。この
度、我々は従来の想定（常識）をはるかに超えた速度
でグラニュライトが上昇・冷却したことを示す証拠を、
太古代末から顕生代までの世界各地の大陸衝突型造山
帯（図１：太古代のリンポポ帯 LB、原生代のグレンビ
ル帯 GB、原生代末期‐古生代初期のスリランカのハイ
ランド岩体 HC と南極のリュツォ・ホルム岩体 LHC、
古生代中期のボヘミア岩体 BM）に産出するグラニュラ
イト中に見出した。それは、火山岩や浅所貫入岩によ
く似た次のような特徴をもつザクロ石中の包有物（珪
長岩包有物 felsite inclusionと呼ぶ: 以下、FIと略
記する）である（以前は、「ナノ花崗岩 nanogranite」
とも呼んだことがある）。 
１） FIは長径 1 mm以下の大きさで（しかし Cesare et 
al. (2009) が報告したナノ花崗岩よりもずっと
大きい）、外形はザクロ石の負結晶的な多面体で
ある場合が多いが、不定形のものもある。 
２） FI周囲のザクロ石には Mn が濃集し、Mg/Fe 比が
減少するような累帯構造が見られることが多く、
FIとザクロ石との間での反応を示唆する。また、
少なくとも一部の FI 形成はザクロ石の割れ目発
達と強く関連している。 
３） FI の大半が石英と長石（主としてカリ長石の場
合、主として斜長石の場合、および両者が混在す
る場合あり）の微細連晶で構成されており、それ
は球晶状～グラノフィリック状であることが多
い。 
４） 微細連晶以外に、石英、長石、斜方輝石は自形～
半自形～骸晶状～樹枝状の結晶としても出現す
ることがある（図２）。 
５） 石英と長石以外に Feに富むコランダム、珪線石、
紅柱石、サフィリン、スピネル、菫青石、斜方輝
石、黒雲母、ホルンブレンド、緑泥石、磁鉄鉱、
ジルコン、燐灰石、モナズ石、ワグネル石などが
出現する。黒雲母がもっとも普遍的な有色鉱物で、
自形の斑晶状粒として出現することもある。それ
は FIが H2Oを含む（富む）ことを示しているが、
その黒雲母は Mgに富み、Ti, Cl, Fに乏しい。 
６） FI から周囲のザクロ石中に黒雲母が鋭角突起物
として放射状に出現することが多い。 
７） 同一のザクロ石結晶中に異なる鉱物組合せ、組成
の FIが包有されている。 
図２ 
図１ 
以上の FIの特
徴は、母岩のグ
ラニュライト
形成のさまざ
まな段階で、部
分融解メルト
またはその材
料となった鉱
物群がザクロ
石に包有され、
その後、何らか
の原因（おそら
く変形作用で
ザクロ石が割
れることによ
る圧力解放）で
大非平衡固結
したことと、固
結後も FI の再
結晶・粗粒化がほとんど起こらない程に急速に冷却し
たことを示唆する。グラニュライトの大岩体を急冷す
るような地質過程は想像し難いが、スリランカにおけ
る FIの分布（図３）はヒマラヤ～チベット高原の研究
から提唱されている「チャネルフロー」モデル（例え
ば、Langille et al., 2010）に対応する可能性を示し
ている。 
なお、南極のリュツォ・ホルム岩体における FI の産
出状況を図４に示す。 
 
引用文献：Cesare, B. et al., Geology, 37, 627-630,  
2009: Langille, J. et al., J. Struct. Geol., 32, 70-85, 2010
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1.はじめに
地球環境変動を反映する南極氷床・氷河などの変化
の観測に，極夜や悪天でも広域の地表観測が可能な衛
星搭載合成開口レーダ(SAR)を利用した研究を継続し
てきた[1,2]。その中で，極地研究所に蓄積されてい
る南極域の1990年台初めからの衛星搭載SAR（ERS-1/2,
JERS-1）データで南極コーツランドの強度画像の再検
討を進め，氷河・クレバスなどの地表の特徴的な形状
とその変化を明らかにした[3]。
本研究では，新しく利用可能となった数値地形モデ
ル（ASTER GDEM[4]）を SAR データの差分干渉解析に
取り入れた方法[5]を試みた。さらに，今後の南極域
での地表変動観測手法の一つとして，フルポラリメト
リ (Full Polarimetric) SAR データの解析に着目し，
基本的なカラー画像合成を行った。
これらの取り組みは，2014年度に打ち上げ予定の我
が国のALOS-2衛星での南極域の観測にも活用される。
2.解析とデータ
南極域の解析では，おもにGAMMA社のSARプロセッ
サを用いた。差分 SAR 処理では Doi et al.[5]でも解
析された南極 Amundsen Bay周辺のデータから，また，
フルポラリメトリSARデータの解析では南極昭和基地
周辺のデータから選んで解析した[表１]。
表１ 衛星搭載SARデータの例
Date(yyyy/mm/dd) Satellite/Sensor
Amundsen Bay
2007/10/16 ALOS/PALSAR
2007/12/01 ALOS/PALSAR
昭和基地周辺
2009/04/16 ALOS/PALSAR
3.差分干渉SAR処理
新しく利用可能となった数値地形モデル（ASTER
GDEM[4]）を用い，Doi et al..[5]で提唱された手法
を導入した。DEMの地上分解能が30mメッシュとなり，
解析精度が向上した。処理結果の一例を図 1に示す。
図1 南極 Amundsen Bay周辺の解析例
ALOS/PALSAR(2007/10/16-2007/12/01)
4. フルポラリメトリSARデータの解析例
これまでのSAR後方散乱波の強度や位相を用いた方
法に加えて，総合的な地表変動観測手法の改善を目指
して，フルポラリメトリSARデータの解析を行った。
従来から広く行われている簡便な方法としては，同
時に取得されたSARデータの３種類の偏波（HH,HV,VV）
のパワー画像をそれぞれ光の３原色（R,G,B）に割り当
てて画像を合成するものがある。今回は昭和基地周辺
のデータを用いて HH,HV,VV 偏波データのパワーを計
算して画像合成した[図 2]。また，特定の組み合わせ
で演算したデータを光の３原色に割り当てる方法が他
にもあり，今後は南極域での応用を試みる。
図2 南極 昭和基地周辺の偏波合成画像の例
幅12 km ALOS/PALSAR(2009/04/16)
5.地表の誘電率・透磁率を推定の試み
将来の南極域での応用へ向けて，フルポラリメトリ
SARデータを活用する試みの一つとして，多偏波 SAR
データから地表物質の粗度，比透磁率，比誘電率を導き
出す Saepuloh et al.[6]による手法mdPSAR（magnetic
permeability and dielectric permittivity from
Polarimetric Synthetic Aperture Radar）を試験的
に適用した。国内で比較的地表の粗度が小さい鳥取砂
丘を対象として比誘電率分布推定した（小池ほか[7]）。
詳しい検討と南極域での応用に向けた改良は今後の課
題である。
6.まとめ
ALOS 衛星搭載 PALSAR データを用いた南極域の地表
変動観測手法の改善を目指した研究を行った。
差分干渉SAR解析では，新しく利用可能となった数
値地形モデルを取り入れた方法を導入した。また，衛
星搭載フルポラリメトリSARデータを用いた観測手法
を，将来的に南極域の解析で活用するその基本的な手
法を試みた。2014年度打ち上げ予定の我が国のALOS-2
衛星による南極域の観測にあたり，活用が期待される。
今後とも，南極域での衛星搭載SARによる観測を長
期間継続し，これまで蓄積されてきたデータも含めて
時間的変化も含めて研究することが望まれる。
謝辞 本研究で使用したALOS/PALSARデータの所有権
は経済産業省(METI)および宇宙航空研究開発機構
(JAXA)にあり，JAXAと国立極地研究所との協定に基づ
き提供されたアムンゼン湾付近のSARデータ，および
（一財）宇宙システム開発利用推進機構 から配布され
た昭和基地周辺のSARデータを使用しました。また，
ASTER GDEMの原データは経済産業省およびNASAに帰属
し，（財）資源・環境観測解析センター[現：（一財）
宇宙システム開発利用推進機構]からGDEMデータの提
供を受けました。
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[研究成果] 
１．はじめに 
 南極昭和基地周辺での重力測定は，かなり古くから
行われていたが，海・陸のデータを含め，昭和基地周
辺での統一的な重力場決定がなされたのは，Fukuda 
et al.(1990)が最初のことである．その後，海域の重力
場については高密度な衛星高度計データの利用で格
段に改善がなされてはいるが，陸域については，ほと
んど改善されないままの状態が長く続いていた（例えば，
福田，2001）．そのような中，第 47 次日本南極地域観
測隊（JARE-47）では，ドイツの AWI (Alfred Wegener 
Institute for Polar and Marine Research）との共同研究
とし，昭和基地周辺の海域・大陸を含むおよそ 400kmｘ
900km で航空重力測定が実施された（白石，2007)．ま
た，船上重力データについても，衛星高度計データを
基準としてドリフトやオフセットの補正なども進められて
いる（小西他，2006)． 
 このような現場重力測定データに加え，21世紀に入り，
GRACE（Gravity Recovery And Climate Experiment）に
代表される衛星重力データも利用できるようになってき
た．特に，ESA (European Space Agency)が打ち上げた
GOCE (Gravity field and steady-state Ocean 
Circulation Explorer) は，静的重力場の改善を目的と
した衛星で，近年，このデータを用いた地球重力場モ
デル（EGM：Earth Gravity Model）が次々と公開されて
おり，極域での重力場研究にも大きく寄与することが期
待できる． 
 そこで本研究では，これまでに蓄積された昭和基地
周辺での重力データと GOCE による地球重力場モデ
ルを利用することで，昭和基地周辺での精密な重力異
常ならびにジオイド高の計算を行った． 
２．GOCE EGM 
 GOCE は，低軌道高度（260km）に加え，高感度な重
力偏差計（Gradiometer）を備えることで，短波長での静
的重力場の改善を目的とした衛星である．2009 年 3 月
の打ち上げ後，当初の予定を１年以上延長し，2013 年
10 月にミッションを終了するまでの間，順調にデータを
取得した．特に，2012 年末からは，軌道高度を 260km
から 224ｋｍまで段階的に下げ，より高感度な重力場観
測に成功している． 
 これらを利用した GOCE の EGM としては，重力場の
計算方法の違いから，DIR (Direct Solution), TIM 
(Time Wise Solution), SPW (Space Wise Solution)の 3
種類のモデルが存在し，それぞれ公開時期の違いから，
2014年 3 月現在，R(Release)1～R4 (SPW は R3 まで）
が公開されている．今後，2014 年中にはすべての取得
データを使用した EGMの公開も予定されている． 
 ローカルな重力場の精密決定では，短波長の成分に
は地表データを，また，長波長の基準としては EGM を
利用することになる．具体的にGOCEのEGMでは次数
250～260 次の係数が与えられていることから，およそ
100ｋｍより長波長の領域については EGM が担うことと
なる． 
 GOCE の複数の EGM の内どれを基準に用いるかに
ついては，地表データの内，もっとも均質なデータが得
られている航空重力データとの比較により検討を行っ
た．その結果，DIR R4 と TIM R4 では，ほぼ同等の精
度であるが，現時点では，最大次数が 260 次まで与え
られているDIR R４との残差 SDが最も小さくなることから，
今回は DIR R4を長波長の基準として採用した． 
 
３．地表重力データの整備 
 本研究で使用した重力測定データは，JARE-47 での
航空重力，しらせの船上重力に加え，JARE による陸上
重力測定データである．この内，航空重力データにつ
いては，補正済みの均質なデータが得られているので，
EGM との差の平均値がゼロとなるようにオフセットのみ
の補正をおこなった． 
 船上重力については，JARE-46以前のデータは小西
ら(2006) によって衛星高度計データを基準としたドリフ
ト・オフセットの補正が行われており，ほぼ均質なデー
タとなっているが，それ以降のデータはこのような補正
が行われていなかった．また，JARE-46 以前のデータ
についても，部分的にオフセットやドリフトが取りきれて
いないデータのあることが判明した．そこで，今回，衛
星高度計による新しい海域重力モデル grav.img.20.1
（Sandwell and Smith, 2009) を基準に，JARE-46以前
のデータも含め，すべての船上重力データについて，
ドリフトとオフセット補正の再処理を実施した． 
 陸上の重力測定データについては，大部分がオリジ
ナルのデータに遡っての補正が難しいことから，データ
セット毎に，平均値が GOCE EGM と一致するようにオ
フセットのみの補正を行った． 
 
４．重力場決定 
 以上のようにして補正を行った地表重力測定データ
を用い，南緯 60°－80°，東経 20°－60°の昭和基
地周辺の地域で重力異常ならびにジオイド高を計算し
た．なお，船上重力がない海域については，
grav.img.20.1 の値を使用した．計算は LSC (Least 
Squares Collocation)を採用し，長波長成分にGOCEの
DIR-R4モデルを用いた remove-compute-restore法に
よった．具体的には，領域内のデータが存在する１’格
子における平均値を計算し，LSCの入力データとした．
この際，平均値と大きく異なる測定値は異常値として除
くとともに，格子内の値の SDを LSCの計算の際の重み
として使用した．なお，LSCの計算には，航空重力デー
タから得られた経験的共分散関数にフィットするように
決めた T&R 型の共分散関数 (Tscherning and Rapp, 
1974) を用いた． 
 得られた重力異常の精度はデータの密な領域で数
mgal 程度，同じくジオイド高は 10 ㎝より良いと見積もら
れる．昭和基地のGPS点では，験潮点との水準測量デ
ータと力学的海面高度(DOT)モデルの値を組み合わ
せることによって，ジオイド高が求められている（Shibuya 
et al., 1999)．この値と今回得られた値を比較したところ
28cm の違いがみられた．この違いはジオイド高計算に
使用された DOTモデルの精度によるものと思わる． 
 
５．おわりに 
GOCE データによる最新の EGM を長波長の基準に，
これまでに得られている JARE での地表重力データを
使用し，昭和基地周辺での重力異常ならびにジオイド
高を計算した．また，この過程で船上重力データのドリ
フト補正等の再処理を行い，均質なデータセットを作成
した．得られたジオイドの精度は，10㎝程度に達してい
ると推定され，高さ基準や海面形状の研究にも利用可
能なレベルに達しつつあると期待される． 
GOCE データについては，現在も最新データの解析
が進行中であり，近い将来，これらを利用した EGM が
公開される予定であることから，今後，それらを用いた
再計算も実施する予定である．
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[研究成果] 
	 菌類は極域生態系における生物多様性の一翼を
担うのみならず、分解や共生といった機能を通じて
生態系の動態にも影響を及ぼす（例えば、Osono 
2007）。本研究では、北極および南極で採取した植
物遺体（コケ、維管束植物）試料から分解に関わる
菌類を分離し、その生物多様性と生態系機能を明ら
かにするとともに、両極でのデータを比較すること
で、極域における菌類の生態的な役割について検討
した。2003、2004 年度にカナダ国ヌナブト準州エ
ルズミア島のツンドラ域で採取した試料、および
2009 年度の第 51 次南極地域観測隊に参加時に、南
極大陸リュッツォホルム湾沿岸の露岩域で採取し
た試料を研究に用いた。採取試料からの菌類の分離
培養、および分離菌株を用いた分解機能の評価を行
うことで、極域に生息する菌類の機能的な多様性を
明らかにした。 
 
（1）北極のコケ層における菌類遷移と分解プロセ
ス 
	 カナダ高緯度北極・エルズミア島のオーブロヤ湾
周辺において、同地域において優占する 2 種のコケ、
イワダレゴケHylocomium splendensとシモフリゴ
ケ Racomitrium lanuginosum の群落を採取し、菌
類のバイオマスと多様性、および分解にともなう化
学的変化を定量した。 
	 Hylocomium（厚さ 11〜18cm）はクリーク沿い
の湿性立地、Racomitrium（厚さ 14〜17cm）はモ
レーン上の乾燥立地において、それぞれ 5 ケ所から
10×10cm のワクを用いて採取した。コケブロックは
垂直方向での色調の違いにより 6 層（Hylocomium）
ないし 5 層（Racomitrium）に区分し、上から第 1
層、第 2 層・・・とした（図 1）。各層における菌糸
量を寒天薄膜法により測定し、菌類を洗浄法により
分離した。 
	 全菌糸量はHylocomiumでは第 4層で最大となる
一山型であったが、Racomitrium では下層に向かっ
て増加し第 5 層で最大となった。このうち担子菌類
の菌糸量は Hylocomium では第 3、4 層で多かった
が、Racomitrium では第 5 層で最大であった。 
	 HylocomiumとRhacomitriumのコロニーからそ
れぞれ合計 18 種、19 種の菌類が分離された。出現
種数は Hylocomium では第 4 層で最小であったが、
Racomitrium では下層に向かって減少していた。菌
類は垂直方向での出現パターンから、上層で分離頻
度が高い種、中層で分離頻度が高くなる一山型の種、
下層にむかって増加する種、垂直方向でパターンの
みられない種、低頻度種に区分された。 
	 化学性はいずれのコケ種でも、深さ方向にともな
ってリグニン濃度の増加、全炭水化物濃度の減少、
および窒素濃度の増加の傾向が認められた。菌類群
集はセルロースの選択的分解によりコケ組織にお
ける窒素の不動化を引き起こしていると考えられ
た。 
 
図１．コケブロックの断面。左が Hylocomium、右が
Racomitrium。 
 
 
（2）北極のヤナギ落葉・枯死幹の分解にともなう
化学性の変化と菌類遷移 
	 カナダ高緯度北極・エルズミア島のオーブロヤ湾
周辺において、同地域において優占する Salix 
arctica の落葉・枯死幹の分解プロセスを、氷河後退
からの年数の異なる 5 立地において比較した。菌類
のバイオマスと多様性、および化学組成を定量した。 
	 落葉・枯死幹の全菌糸長は分解にともない増加す
る傾向がみられたが、氷河後退からの年数の異なる
立地間で差は認められなかった。表面殺菌法により、
胞子未形成の 4 形態タイプの菌株が高頻度で分離さ 
(裏面に続く) 
1!
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3!
4!
5!
6!
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Racomitrium!
（２枚目） 
れた。これら 4 形態種の分類頻度は、分解にともな
って変化した。菌糸長や分離頻度と落葉・枯死幹の
化学性とのあいだには有意な正ないし負の相関関
係が認められたことから、菌類の生長および遷移が
化学性の変化に関与している可能性が示唆された。
培養系において滅菌した落葉に菌株を接種したと
ころ、分離菌株はセルロースの選択的な分解活性を
有することが示された。以上の結果は、北極ツンド
ラの地表という乾燥および低温の厳しい環境下に
おいても、菌類は落葉・枯死幹の化学組成の変化に
貢献しうることを示唆する。 
 
（3）昭和基地に植栽され枯死したヤナギ実生から
分離された微小菌類 
	 南極に持ち込まれた外来基質から出現する菌類
の情報は限定的である。本研究では、第 8 次南極地
域観測隊の際に北海道から昭和基地に移植された
あと枯死し、40 年以上にわたって立ち枯れていたヤ
ナギ（Salix pauciflora, S. reinii）の枯死幹 41 本を
用いて、表面殺菌法により菌類を分離した。分離に
供試した 41 本のうち 32 本から、43 菌株が分離さ
れた。これらの菌株は、リボゾーム DNA の ITS 領
域の塩基配列に基づくクラスタリングにより、18 の
操作的分類群（OTU）に区分された。ズキンタケ綱
（Leotiomycetes）がもっとも OTU 数の多い分類群
であり、クロイボタケ綱（Dothideomycetes）、フン
タマカビ綱（Sordariomycetes）でも OTU 数が多か
った。系統解析を行ったところ、これらは腐生菌や
根関連菌と近縁であった。既存の文献と比較したと
ころ（例えば Arenz et al. 2006, Blanchette et al. 
2010）、今回分離された Cadophora luteo-olivacea
は南極土壌において広範に分離されており、南極に
土着の菌類種である可能性が示唆された。 
	 北極と南極のヤナギの菌類を比較すると、種組成
は大きく異なっていたが、過酷な環境条件下にある
ことを反映していずれも菌類の種数は少なく、環境
ストレスに対する耐性を示す、暗色のメラニン化し
た細胞壁を有する種が高頻度で出現することが明
らかとなった。
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【研究成果】 
1． はじめに 
地球の古環境変動の研究は人類活動によって
惹起される未来の地球温暖化を予測するために
極めて重要である．南極圏・北極圏およびバイカ
ル湖集水域等は，氷期と間氷期などの地球環境変
動に鋭敏に反応する地域である．そのためこれら
の地域の湖沼は，古環境変動を解明するために最
適のフィールドである．南極大陸の気候変動は，
昭和基地周辺の沿岸域の氷河の後退や前進に影
響し，その地域の地殻の隆起や沈降を伴い，海退
や海進を引き起こす．Matsumoto et al.は宗谷海
岸のスカーレン大池が完新世中期の温暖期にお
ける氷河の後退より地殻が隆起し，沿岸海から塩
湖を経て淡水湖になったことを報告している．本
研究ではバイカル湖集水域のモンゴルのフブス
グル湖の堆積物コアによる過去 27，000万年間の
環境変動と生物相の変遷，昭和基地地域の宗谷海
岸の親子池，丸湾南池，丸湾大池などの湖底堆積
物コアによる，完新世における環境変動と生物相
変遷に関する解明を行った． 
 
2． バイカル湖集水域のフブスグル湖 
モンゴルのフブスグル湖（Lake Hovsgol）で採
取された X106堆積物コア（長さ 130.3 cm, 水深
236 m, 50°53′01″N, 100°21′22″E）を用い，
過去 27,000 年間における，髙分解能の古環境学
および古陸水学変遷に関する研究を行った [1]．
最終氷期における TOC 濃度（0.20～0.70%）は急
激に増加し，完新世では 3.16～5.85%に達した．
完新世における TOC から求めた生物生産量は氷
期の 14 倍に達している．Bølling-Allerød warm 
period および Younger Dryas cool period は，
それぞれ ca. 15～13 cal kyr BP および ca. 13
～11 cal kyr BP であることが明らかになった．
本研究では堆積物中有機物の外来性／自生性イ
ンデックス（terrestrial/aquatic index (TAI)
を提唱した． TAI 値によると，外来性有機物の
寄与は，氷期には 10%以下であったが，
Bølling-Allerød warm period には 48％に増加し，
Younger Dryas cool periodには急激に減少し 20% 
になるが，完新世では再度増加し 30～40%に達
することが示された．  
氷期における草本植物の指標の n-C31アルカン
およびプランクトンの指標の n-C18アルカノイッ
ク酸は，完新世に向かって減少するが，逆に高木
植物指標の n-C23 アルカンおよび n-C22 アルカ
イック酸が増加した．すなわち，氷期の陸上では
ヨモギなどの貧弱な草本植物植生であったが，完
新世にはマツ，カラマツ，シラカンバなどの高木
植物に遷移したことが明らかになった．          
 
3. 昭和基地地域の親子池 
宗谷海岸の親子池の湖底堆積物コア（Ok4C-1，
長さ 135 cm）の地質学的解析，加速器による 14C
年代測定，クロロフィル化合物・カロチノイド分
析ならびに藻類等の顕微鏡観察により，完新世に
おける宗谷海岸地域の環境変動と親子池の古陸
水学的変遷を解明した[2, 3]．親子池の湖底堆積
物コアの堆積年代，平均堆積速度および平均隆起
速度は，それぞれ ca.220～2,170 cal BP，0.69 
mm/yおよび 2.2 mm/y であった． 
TOC濃度は深さ 135～63.25 cm では低かったが，
60.95～0 cm では大きく増加した (Fig. 1)．ク
ロロフィル化合物およびカロチノイド測定の結
果，淡水に生息する緑藻に由来する色素は浅い層
（60.95 ～0 cm）で検出され，海水に生息する珪
藻に由来する色素は深い層（135～74.75 cm）で
検出された．また，緑色硫黄バクテリアに由来す
る chlorobacteneは深さ 74.75～60.95 cmで検出
され，氷河の後退に伴う隆起により沿岸海から成
層した塩湖が発達したと考えられる．深さ 1.15 
cm，28.75 cm および 56.35 cm では淡水種の
Leptolyngbya spp.や Cosmarium spp.が優占種で
あった．また，深度 56.35 cm でもこれらの形態
が保存されていたのは極めて珍しい．親子池の湖
底堆積物は 135～74.75 cm (ca.2,190 ～1,300 
cal BP) では海水環境で堆積し，深度 74.75～
60.95 cm (ca.1,300～1,100 cal BP) は成層した
塩湖，深度 60.95～0 cm  (ca.1,100 ～220 cal 
BP) では淡水環境で堆積したと判断される． 
 
4.昭和基地地域の丸湾南池，丸湾大池等 
 宗谷海岸の丸湾南池の堆積物コア（MwS4C-01，
長さ 147 cm）の平均堆積速度および隆起速度は，
それぞれ 0.78 mm/y および 7.4 mm/y であった．
この隆起速度は宗谷海岸のスカーレン大池（2.8 
mm/y），親子池（2.2 mm/y）および東南極の Lambert 
Glacier region(1.8～1.9 mm/y)よりかなり大き
かった．表層堆積物の堆積年代は 1,150 cal BP
とかなり古く，古い炭素を含む氷河粘土やデッド
カーボンを含む氷河融水の影響と考えられる．沿
岸海の時期（147～65 cm, 4,800～2,400 cal BP）
は生物生産量が小さく珪藻主体であるが，境界の
塩湖（65 cm, 2,400 cal BP）では化学成層し緑
色硫黄細菌が分布し，淡水湖（65～0 cm, 2,400
～1,150 cal BP）では生物生産量が高く，シアノ
バクテリアや緑藻類に遷移したことが示された． 
丸湾大池堆積物コア（Mw4C-01, 長さ 226 cm）
の表層年代は 2,240 cal BP と古く，丸湾南池と
同様に古い炭素を含む氷河粘土やデッドカーボ
ンを含む氷河融水によるものと思われる．堆積層
の特徴・生物相から深度 226～35 cm （5,620～
2,920 cal BP）は沿岸海で，35 ～28.5 cm（2,920
～2,800 cal BP）は化学成層した塩湖，28.5 cm
～表層（2,800～2,240 cal BP）は淡水湖と推定
された．これらの研究により完新世中期の温暖期
では，氷河の後退に伴う，地盤の隆起による沿岸
海から湖に遷移するプロセスがあることが明ら
かになった．今後はこれらの研究成果の論文発表
を行うと共に，新たにぬるめ池などのコアの解析
や安定同位体比 [4]の研究を実施し，宗谷海岸を
含め南極大陸における環境変動と生物相の変動
の総合的な解読を行う． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 1. Total carbon (TC), total organic carbon (TOC), total nitrogen (TN), total inorganic carbon (TIC) 
and total sulfur (TS) contents, TOC/TC, TOC/TN and TS/TOC weight ratios in the Ok4C-1 sediment core from 
Lake Oyako-ike.   
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【研究成果】 
本研究は、これまでの極域微生物研究で得られ
た知見のうち、二つの生物地理的な特徴―汎存
性・コスモポリタニズム（cosmopolitanism）と固
有性（endemism）―について、より詳細な知見
を得るために実施したものである。以下に、四つ
の点について研究成果を報告する。 
1. 広範囲好塩菌のコスモポリタニズム 
これまでの経験で「コスモポリタン微生物には
好塩性微生物（好塩菌）よくみられる」ことがわ
かっている。そこで代表的な好塩菌としてバチル
ス・リケニフォルミス Bacillus licheniformisの全
地球的な分布を調べた（図 1）。 
ここで重要なことは、データベースから収集し
た B. licheniformisの 16S rRNA遺伝子（統分類の
指標として汎用される遺伝子）のうち、本研究で
得られた“生きたバチルス・リケニフォルミス”
の同遺伝子と塩基配列が 100％一致したものの
みを挙げていることである。これにより、B. 
licheniformis が「真のコスモポリタン」として全
球的に分布することが確からしくなった。 
ただし、北半球での分布が黄砂ダスト・ストー
ムの全球的な経路と重なるので、これによる微生
物の長距離輸送が想定できるのに対し、南半球で
唯一の採取源である海洋性南極（南極半島沖のリ
ビングストン島）での分布を説明するには黄砂以
外の輸送メカニズムを考えなければならない。そ
こで、リビングストン島で採取した、もう一つの
微生物をモデルにした生物地理学的な検討を行
った。 
 
図 1. Bacillus licheniformis の全地球的な分布。16S 
rRNA 遺伝子のほぼ全長が 100%完全一致す
るものを地図上にプロットしている。 
 
2. 極小微生物の生物地理学 
リビングストン島の土壌から単離した極小
菌（0.2 μm 以下になるような微生物）の 16S 
rRNA遺伝子に近縁な塩基配列をデータベース
から収集したところ、未培養の環境クローンば
かりだった。そのうち、微生物が“同一種”と
される一致度 97％以上の環境クローンコスモ
ポリタン的に分布していた（図 2 左上）。一致
度 98%だと環境クローン数は減ったが、コス
モポリタン的な傾向はまだみられた。さらに一
致度 99％だとグリーンランドやアルプス山脈、
中央アジアの氷河・雪氷地帯のみの寒冷地固有
種的な分布になった。そして、100%一致したの
は、同じリビングストン島から単離されたもう一
株のみであった。これにより、コスモポリタニズ
ムと固有種は、近縁な微生物をまとめる時の“一
致度”の問題、つまり、どの範囲をもって“種”
と定義するかの問題であることが示唆された。 
 図 2.海洋性南極のリビングストン島から単離し
た極微小菌 Mycoplana属の一種（★）の 16S 
rRNA遺伝子に近縁な環境クローンの分布図。 
 
3. コケ坊主と地衣類の共在微生物の生物地理学 
昭和基地周辺湖沼のコケ坊主はコケと微生物
が形成したコミュニティである。ここには共生関
係が想定されるものの、必ずしも明瞭ではないの
で、ここでは“共在”と呼ぶことにする。この共
在微生物の多様性と代謝特性を推定するために
16S rRNAおよび機能遺伝子を調べた。 
地衣類は菌類と藻類からなる共生体で、菌類が
ハウジングを、藻類が光合成産物を互いに提供し
合うことで、ふつうの生息地から風衝地のような
苛酷な生息地まで、陸上に最も広範囲に生息する
生物の一つである。また、地衣類にはさらに“第
三の共生者”としてバクテリアなどの微生物が関
与している可能性もある。そこで本研究では、
JARE52で採取した地衣類に共在する微生物の種
組成解析に着手した。今後、地衣類の共在微生物
が一つの有力なモデル生物として、微生物の生物
地理的な特性の解明に用いられるだろう。
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[研究成果]  
本研究は、きわめて知見の乏しい南極海の中・深層
生態系の解明を目指し、南極海の漂泳生態系の変動の
メカニズムを明らかにしようとするものである。本研
究では、主として東京海洋大学「海鷹丸」の南極航海
によって実施された表層から深層の連続的なプランク
トン調査で得られた試・資料を用いて、表層から中・
深層に至る動物プランクトン群集構造や中深層性魚類
仔魚の生活史の一端を解明した。 
 具体的には１）～３）の成果を得た。概要を以下に
示す。１）についてはすでに出版されたが、２）と３）
については出版を準備中である。 
 
１）サルパ類 2種（Ihlea racovitzai, Salpa thompsoni）
の分布と個体群動態 
 サルパ類の個体群成長を理解するうえで、世代交代
や再生産様式に関する情報は不可欠である。実際のと
ころ、南大洋におけるこのサルパ類の分布は、おそら
く地球温暖化を起因として変化しつつある。そこで、
2005 年と 2006 年の夏（1 月）、リュツオ・ホルム湾の
北側海域で RMT1+8を用いた層別採集を行った。 
 Ihlea racovitzaiは 2005年と 2006年両年で採集された
が、Salpa thompsoni は 2005 年にのみ出現した。I. 
racovitzai は、南極冬季水が発達する氷縁付近で現存量
が大きかったが、S. thompsoni は、比較的暖かい
Circumpolar Deep Waterの影響を受ける北側の観測点で
採集された。I. racovitzaiの小型単独個体は 2005年に優
占したが、2006 年は少なかった。S. thompsoni 個体群
は小型の未成熟個体と成熟単独個体で構成され、この
ことは単独個体が再生産していることを示唆している。
一方、成熟連鎖個体と未成熟単独個体が採集されるこ
とは無く、このことから S. thompsoni は連鎖個体によ
る有性生殖が行えないため、リュツオ・ホルム湾北側
海域で生活史を完結できないと考えられる。したがっ
て、本海域の S. thompsoni 個体群は、移流によって運
ばれてきたものであろう。 
 
２）Electrona antarctica（ハダカイワシ科）の仔稚
魚の食性 
季節海氷域で優占するハダカイワシ科魚類 Electrona 
antarctica の仔稚魚の食性を明らかにすることにより、
その初期生活史の一端を解明することを目的とした。
仔稚魚は、昭和基地沖、リュッツォ・ホルム湾（2005
年 1 月）と、アデリーランド沖（2011、2012 年）で、
多段開閉式ネット（RMT8、IONESS）より得られた 540
個体（体長 3.3－39.9 mm）を用いた。消化管内容物を
大きなカテゴリーに分類し、計数・計量した。カイア
シ類とオキアミ類については可能な限り種レベルまで
同定を行った。さらに、カイアシ類と貝形類について
は体幅を計測した。 
消化管内容物からは、カイアシ類、貝形類、ゼラチ
ン質動物プランクトンなどが主に出現した。オキアミ
類はまれに出現したが、同定できた個体については全
てナンキョクオキアミではなかった。体長約 15 mm ま
では貝形類が多かったが、13 mm以降カイアシ類の割
合が増大した。7 mmから約 15 mmまで、消化管内容
物の貝形類の体幅は、急激に増大した。カイアシ類に
ついては、まず Oncaea sp. が体長約 8 mm で出現し、
約 13 mm で Calanoides acutus、約 15 mm で Metridia 
gerlarchei が初めて出現した。さらに、仔魚から稚魚に
変態期以降では、Euchaetidae sp.など数種が初めて出現
した。このような餌となるカイアシ類の種の多様化に
伴い、体幅も増大した。 
以上のような餌生物組成やサイズの変化は、仔魚の
遊泳・摂餌機能の発達とよく関連していると考えられ、
とくに変態（体長 18-20 mm）に伴う生態的な変化をよ
く反映している。変態期には、上顎長や眼径の増大、
口腔内の歯の増加など、摂餌生態の急激な変化を示唆
する多くの発育イベントが観察される。実際に、鉛直
分布は表層 200 m から 200-1000 m へと変化する。E. 
antarctica 成魚におけるナンキョクオキアミへの依存
度は、海域によって大きく異なるが知られているが、
本研究では少なくとも仔稚魚期においては、インド洋
区ではほとんど餌となっていない。しかし、本研究に
おいては、同定できなかった「Detritus」あるいは
「Unidentified」とされた消化管内容物が少なからず含
まれ、これらの中にナンキョクオキアミの脱皮殻や死
骸、糞などが含まれている可能性もある。今後、季節
海氷域の食物網をさらに正確に解明するためには、こ
の「Detritus」や「Unidentified」を詳細に調べる必要が
あるだろう。 
 
３）ナンキョクソコイワシ Bathylagus antarcticus（ソ
コイワシ科）の初期生活史 
ナンキョクソコイワシ Bathylagus antarcticus は、
南大洋の中・深層で卓越する種の 1 つとして知られて
おり、卵および成魚・仔稚魚の形態、成魚の食性、初
期発育段階における個体発生的鉛直移動などが知られ
ている。本種の生態の解明は、南大洋の生態系構造の
解明の糸口になり得るが、本種を含めた南大洋の魚類
マイクロネクトンの生態については、調査が困難であ
ることや生息域が深海であることなどから、多くが未
解明である。 
本研究では、ナンキョクソコイワシの初期生活史を
明らかにすることを目的とし、南大洋インド洋セクタ
ーの3海域(Lützow-Holm湾沖、Adélie Land沖、Casey
基地沖)で 2005 年から 2012 年にかけて、海鷹丸によ
って多段開閉式ネット（RMT1+8、IONESS）で採集
された100個体(仔魚 65個体、稚魚 35個体)を用いて、
ナンキョクソコイワシ仔稚魚の成長に伴う生息深度の
変化と外部形態、遊泳・摂餌機能の発達および食性と
の関係について研究を行った。 
ナンキョクソコイワシの出現深度は、仔魚期は
100-2000 m、稚魚期には 500-2000 mであったが、仔
魚の 92.0 %は 100-500 m から、稚魚の 94.3 %は
500-1000 m から採集された。外部形態の発育に基づ
く発育段階は、前上屈仔魚(8.6-15.9 mm BL)、上屈仔
魚(14.2-23.6 mm BL)、変態期(26.2-29.6 mm BL)、稚
魚(≧30.9 mm BL)の 4段階に分けられた。遊泳機能に
基づいた発育段階は、胸鰭遊泳期(8.7-11.4 mm BL）、
尾鰭推進準備期 (13.0-21.6 mm BL）、尾鰭推進期
(23.0-23.6 mm BL)、完成準備期(26.2-29.6 mm BL)、
完成期(30.9 mm BL以上)の 5段階に、摂餌機能に基
づいた発育段階は、吸い込み期(8.7-11.4 mm BL)、吸
い込み発達期 (13.0-21.6 mm BL)、噛みつき期
(23.0-23.6 mm BL)、完成期(26.2 mm BL以上)の 4段
階に分かれた。出現深度を外部形態・骨格系の発育段
階と比較すると、仔魚期の 83.6 %が 100-400 mに出
現したが、100-200 mでは上屈仔魚の出現は少なかっ
た。変態期は 400-2000 m で出現したが、88.9 %が
500-2000 m に出現し、変態・発育が進むほどより深
い層に移動することが示唆された。消化管内容物は、
全ての体長範囲で主にカイアシ類を捕食していた
（16.0-24.9 mm BLでは空消化管）。8.6-33.9 mm BL
では 95 %がカイアシ類で占められており、34 mm以
上の個体からはカイアシ類(63 %)の他に貝形類(13 %)
や有孔虫(11 %)、オキアミ類(3 %)などが見られるよう
になり、観察した個体数は少ないものの遊泳・摂餌機
能の完成後、餌生物が多様になることが示唆された。
 
[研究発表] 
１） Atsushi Ono, Masato Moteki. 2013. Spatial distributions and population dynamics of two salp species, Ihlea 
racovitzai and Salpa thompsoni, in the waters north of Lützow-Holm Bay (East Antarctica) during austral summers 
of 2005 and 2006. Polar Biology 36, 807-817 
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1.はじめに 
 南極大陸の昭和基地がある宗谷海岸には、大陸氷
床に覆われていない場所がわずかに存在し、露岩域
と呼ばれている（Fig.1）。宗谷海岸の露岩域はおよ
そ 2万年前に氷床が後退してできたと考えられてお
り、それに伴ってできた湖沼が多数存在している。
湖の成り立ち・サイズ・集水域・水深・水質は様々
であるが、淡水湖沼においては貧栄養であることが
共通している。また集水域は小さく、水深は 10m 未
満の浅い湖が多い。湖水の流出入はほとんどなく、
一年の大半を氷に閉ざされている。しかし、湖底に
は藻類やシアノバクテリア・コケ類が優占し、複合
したマット状の植物群落が広がっている。湖沼同士
は近傍で近似した環境にありながら、この湖底マッ
トの様子は湖沼間で大きく異なっており、その維
持・成長をコントロールする環境要因は不明である。
そこで本研究では、宗谷海岸の露岩域にある 17 湖
沼を対象として湖沼環境が湖底マットにどのよう
な影響を与えているのかを検討した。調査項目とし
て 2009 年 12 月〜2010 年 2 月にかけて、各湖沼の
湖心部において多項目水質計（YSI-6600V2, YSI, 
USA） によって、水温 [℃]・pH・クロロフィル a
濃度 [mg/L]・濁度 [NTU]を水面から湖底にかけて
鉛直的に測定した。また 2009 年 12 月〜2010 年 2
月にかけて、各湖沼の湖心部において、圧力センサ
ー付きの光放射スペクトル計 (RAMSES-UV/VIS, 
TriOS, Germany) を用いて、280〜700 nm 波長域
の光スペクトル、および、水深の測定を行った。湖
水および堆積物間隙水については溶存無機栄養塩
類 (アンモニウムイオン：NH4+, 亜硝酸イオン：
NO2-, 硝酸イオン：NO3-, リン酸イオン：PO4-) の
分析を行った。堆積物試料については炭素安定同位
体比を分析した。 
 
Fig.1 南極大陸宗谷海岸の露岩域 
 
2.湖底マットに供給される栄養塩と光合成活性 
植物が光合成を行うに当たっては適度な温度・栄
養・光が重要である。南極湖沼が置かれる環境は非
常に低温であり、外部負荷窒素に乏しい。このため、
湖底マットの光合成は特に栄養塩条件に依存して
いることが予想された。水温・湖水・間隙水に着 
（裏面に続く） 
（２枚目） 
目して炭素安定同位体比との関係を検討した結果、
いずれも炭素安定同位体比と有意な相関関係があ
るとはいえなかった。このような結果が得られた原
因として、ラン藻類の存在が考えられる。ラン藻類
は貧栄養環境下では光合成のエネルギーを利用し
て窒素固定を行うことで知られる。これによって湖
底マットは必要十分な窒素を得ている可能性があ
る。つまり、湖底マットは貧栄養な環境下におかれ
ながらマット内部は潤沢に栄養が蓄えられており、
光合成の律速に影響していないと考えられた。 
3.湖底マットに供給される光と光合成活性の関係 
 各湖底に到達する光エネルギーを成分ごとに分
け（紫外線：UV、光合成有効放射：PAR、全光エ
ネルギー：UV+PAR）、炭素安定同位体比との関係
について検討した。どの光エネルギー成分も炭素安
定同位体比と非常に高い有意な負の相関を示した
が、中でも紫外線が最も強い相関を示した（相関係
数-0.84）（Fig.2）。これは紫外線が強いほど光合成
活性が低くなっていることを示している。光環境の
差をもたらした原因として、紫外線と水深の関係を
比較したところ、水深が浅いにも関わらず紫外線が
低い湖が 3 つ確認できた。この 3 湖沼はいずれも、
今回対象とした湖沼の中で集水域が非常に大きい
ものであった。そこで対象としたすべての湖につ
いて紫外線量と集水域面積の関係を検討したとこ
ろ、これらの愛大に有意な負の相関が認められた。
すなわち、集水域から供給される物質は紫外線の
透過を阻害する物質が含まれており、集水域が大
きいほどそのような物質の湖への流入量が増加し、
湖底の植物マットに到達する紫外線量を減少させ
ていることを示している。紫外線は多くの生物に
とって有害であり、露岩域の湖沼では栄養塩濃度
ではなく紫外線量が光合成速度を律速していると
推定された。 
植物マットによっては、-10‰と非常に大きな値を
示すものもあった。炭素安定同位体比は植物の種類
による光合成経路の違いや、二酸化炭素に対する親
和性の差などの影響を受ける。湖内での光合成が活
発化すると湖水 pH は増加し、それに伴って湖水に
溶け込む二酸化炭素の状態は H2CO3→HCO3-→
CO32-と変化する。今回の観測では湖水 pH が 10 以
上の湖もあったが、そのような湖ではコケ本体が利
用できる二酸化炭素はほとんどない。一方、ラン藻
類を含む一部の藻類は無機炭素として HCO3-態が
利用可能で、二酸化炭素分圧の低下に対しても強い。
このことから、紫外線量が変わることによって植物
の光合成活性が制御され、それによって湖底マット
を構成する生物の組成が変化する可能性がある。 
 溶存有機物濃度は溶存有機炭素を指標として定
量的に評価することができる。今回は集水域面積と
紫外線量とを比較したが、今後は流入水や湖水の溶
存有機炭素の測定をすることで、湖底マットに与え
る影響に関わるパラメータのさらなる解明が進む
ことが期待される。また、流入水や間隙水などに含
まれる窒素の安定同位体比を測定し、正確な窒素源
の把握をすることで、南極湖沼生態系の物質循環を
解明できると考えられる。 
                      
Fig. 2 紫外線量と植物の炭素安定同位体比の関係
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[研究成果]
 南極の大陸周辺部には多くの湖沼群が存在して
いる。一般的にこのような湖沼は超貧栄養湖である
と考えられるが，実際には各々の湖沼が生まれた年
代，大きさ，周辺の地質等により独自の環境を構築
していることが明らかになりつつある。南極大陸の
陸上の動物相は，“固有種は存在しない”という仮
説が主であるが，この理由は，約 2 万年前の最終氷
期に動物が死滅したため，現在の南極大陸に生息す
る動物は南米大陸から南極半島の間に位置する
Signy Islandを通り南極に侵入したと考えられてい
るからである。しかし，一方で Gibson and Bayly 
（2007）の研究では，氷河期以前の地殻変動でオセ
アニアなどの他の大陸と離れる以前の甲殻類の一
部の種が，氷河期を越えて生き残り，南極環境に適
応し固有種として生息する可能性を示している。 
 日本の昭和基地は南極大陸の東側に位置してお
り，基地周辺部の湖沼は底生藻類・コケ類などの植
物群落が調査され，動物相に関わる研究はほとんど
ない。植物相から考えられる湖沼の環境は湖底から
塔のようなコケの集合（コケ坊主とよぶ）を形成し，
形成から 300 年以上（伊村ら 2000）経つと報告さ
れている。コケ坊主の表面や中には，ワムシ，線虫
類，クマムシなどのメイオベントスの存在が確認さ
れている。しかし，このような南極湖沼のメイオベ
ントスの研究は Kudoh ら（2008）によるぬるめ池
のソコミジンコの鉛直分布だけで，他の動物相に関
する研究や動物相と湖沼内の環境との関係は分析
されていない。そこで，本研究では，前述の第 49
次日本南極地域観測隊の 2008 年 2 月 3 日から 4 日
に採集されたぬるめ池（南緯 69 度 13 分，東経 39
度 39 分）のデータ（Kudoh et al. 2008）にて，ソ
コミジンコと共に採集された線虫類に注目し，ぬる
め池にて各々の動物群と湖沼内の諸環境との関係
を分析した。 
 本研究の調査地は，南極ラングホブデ地区，昭和
基地の南に位置するぬるめ池にて，池内の 5 地点に
て採集された試料 1 ㎖中の線虫の密度を計測した。
はじめに，ソコミジンコならびに線虫の密度と環境
との関係を調べるため，各動物群の鉛直分布を明ら
かにし，その後各動物群の予測に有用な環境要因
（水温，塩分，pH，酸化還元電位，濁度，クロロフ
ィル，藻類量）を選択するため，Step-wise 変数選
択分析をおこなった。さらに，線虫群集内の同定を
おこない，各々の線虫群と環境要因との関係も上記
と同様の分析をおこなった。線虫の同定は鬼頭氏に
依頼し属まで明らかにした。 
 線虫およびソコミジンコの密度は，本研究の採集
地点のなかで比較的浅い層の水深 2.4m から 3.9m
にて最高値を示し，中程度（水深 5.4m）の水深で
最小値，それ以降の水深で高い値を示し，各動物群
は単純な鉛直分布にはならず（図 1），水深以外の環
境要因と関わりがあると考えらえた。 
 各動物群と各環境要因の関係を調べると，ソコミ
ジンコの密度は酸化還元電位，濁度，ph の環境要因
の順に影響力が高いことを示し，線虫は ph，濁度，
塩分の順に高かった。 
 鬼頭氏の分析より，本研究の線虫群はコイル状の
                                            
 
                                           （2 枚目） 
形態をもつ Microlaimus sp.,本試料中成体が比較的
小型の Chromadora sp., 大型の Anticoma sp.の 3
属から構成されることが明らかになり，鉛直分布の
優占度は各属で異なり，Microlaimus sp.は水深
9.4m で密度が高く，Chromadora sp.は浅層で高く，
Anticoma sp.は水深による密度変化が確認できな
かった（図 2）。 
 Stepwise 法による環境と各線虫属との関係では，
Microlaimus sp.は水温，Chromadora sp.は水深，
塩分，クロロフィルの順に，Anticoma sp.は pH と
の影響力の高さを示した。これより，各々の線虫群
の生態を含めた特徴と環境との関係は Chromadora 
sp.は浅層で高密度に生息し，表層に集まる植物プラ
ンクトンを餌として利用すると考えられ，
Microlaimus sp.は冷たい深層に生息し，餌資源とし
ては不明であるが硫化水素の影響の大きい底生藻
類を利用できない水深に多く分布するため，硫化水
素層に生息するバクテリアを餌として利用する可
能性がある。Anticoma sp.は他の 2 属に比べ密度が
著しく低く，大型であり発達した大あごをもつこと
から捕食者の可能性が高く，他の線虫を餌として利
用すると考えられ，単純な鉛直分布は確認されない
と考えられる。最後にこの 3 属は海産性の線虫群の
可能性があるため，塩分のあるぬるめ池が海とつな
がった際に侵入した可能性があるが，3 属のみ定着
できた理由が本研究では明らかに出来なかった。 
 本結果ではソコミジンコならびに線虫の分布様
式は単純に水深にでは決定されず，各々が他の環境
に影響を受け分布様式を決定すると考えられる。し
かし，各々の動物群に決定的に影響を与える環境要
因を明確にすることはできなかった。この理由とし
て，ぬるめ池が一般的な湖沼環境とは異なった特性
をもつ部分循環湖であるため，両動物は単純に鉛直
分布をしないと考えられる。さらに，各々の環境要
因は相互関係して池内の環境を構成しているため，
両動物の密度に最も影響を与えている環境要因を
特定しにくかった。この問題を解決するためには，
サンプル数の増加や，他の要因，例えば海からの距
離などを考慮する必要があると考えられる。また，
南極大陸に存在する湖沼は，冬季は水面が氷結し夏
季にのみ水面が現れるという特徴をもち，冬季は水
面が氷によって閉鎖され，湖の生態系が閉鎖される。
よって，そこに生息する動物たちは特殊な生態系に
適応し，独自の成体や食性をもつ可能性があり，今
後も多角的な視点から湖内の環境と動物群集構造
を明らかにしていく必要があと考えらえる。 
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[研究成果] 
 南極海に高い局所性を示すナンキョクカジカ亜
目魚類の動態は南極海の環境変化の重要な指標と
考えられているが，その生態学的情報については依
然として不明な点が多い。そこで本研究では，ナン
キョクオキアミ漁業混獲物と，国立極地研究所に保
管されている標本類を利用するとともに，南極海の
魚類を飼育し，観察実験が可能な水族館施設を活用
することで，(1)Harpagifer antarcticus の繁殖行動，
(2)Lepidonotothen larseni の成長と摂餌生態の関係，
および(3)Chionodraco rastrospinosusの繁殖行動およ
び孵化仔魚の形態について詳細な解析を進めた。 
 
1 Harpagifer antarcticus の繁殖行動 
 ナンキョクカジカ亜目 Notothenioidei，ハルパギ
フェル科 Harpagiferidae の Harpagifer antarcticus
の繁殖行動については，葛西臨海水族園において飼
育展示されている個体を用いて解析を進めてきた。
その結果，解析対象とした約 340 時間の画像データ
から，本種が孵化直後の仔魚を口腔内に吸い込み，
巣から泳ぎ出た後これを吐出するという仔魚運搬
を行うことが確認され，少なくとも一連の観察から
孵化仔魚の 50%以上の個体について運搬行動が発
現されると推定された。これは，孵化仔魚の生残率
および分散効率の向上を図るための行動と推察さ
れたが，自然環境下における本種の繁殖行動の観察
において仔魚運搬行動の報告が全く無いことから，
その行動の異議について検討を進めることとなっ
た。 
 そこでこれらの行動は，自然環境と比較して狭く
水流等の変化が少ない飼育水槽において，他種の魚
類が混在することや天井構造をもつ産卵場所の構
造が原因となっていると推定し，(1)飼育水槽内から
孵化仔魚の捕食者となる魚類を取り除く，(2)産卵床
を覆っている石を取り除くという操作を行い，その
後の行動を記録・観察した。現在，録画した映像の
解析を進めているが，少なくとも一定回数の仔魚運
搬は確認されており，捕食者の存在や産卵場所の構
造だけが鍵刺激となっている可能性は否定された。
この仔魚運搬行動が自然界では観察されない理由
については，さらに詳細な条件設定による行動観察
が必要と思われる。 
 
2 Lepidonotothen larseni の成長と摂餌生態の関係 
 ナンキョクカジカ亜目 Notothenioidei，ナンキョク
カジカ科 Nototheniidaeの Lepidonotothen larseni は
スコシア海域におけるナンキョクオキアミ漁業操
業時において比較的高頻度に混獲されるが，その多
くは体長が 55mm 以下の稚魚である。今回，2002～
2008 年の期間，サウスジョージア島周辺で混獲され
た稚魚を解析した結果，ほぼ同じ体長にもかかわら
ず，体色および斑紋において全く異なる 2 型が認め
られたので，その関係について検討を行った。 
 体長 40～145mm までの 120 個体について，と前
上顎骨下枝長に対する前上顎骨上方突起長の割合
（以下，伸出係数とよぶ）を計測・比較した。その
結果，伸出係数は体長 40mm から 55mm にかけて急
激に増加（0.29 から 0.46）し，この伸出係数の急激
な変化が見られる体長範囲と，斑紋 2 型が混在する
体長範囲が一致することが判明した。伸出係数の増
加は，前上顎骨上方突起長が相対的に長くなること
を意味し，上顎を下前方に突出させる能力の向上を
意味する。従って L. larseni はこの時期に，ほぼ前方
に存在する餌生物を咥えるように捕らえる生活か
ら，前下方に存在する餌生物を吸い込むように捕ら
える生活に移行するものと推察される。これは，
表・中層から海底に生息場所を変化させることに対
応しているものと考えられ，本種は体長が 50mm を
超える頃から底生生活への移行を進めるものと考
えられた。 
 一方，L. larseni は成魚になってもナンキョクオキ
アミ漁業操業時に混獲されることから，底生生活へ
の移行後も高頻度に中層に進出していると考えら
れる。従って，体長 50mm 前後の時期に見られる変
態とも言えるような斑紋と上顎構造の急激な変化
が，本種の生活史戦略上どのような意義があるのか
を明らかにするためには，体長・伸出係数の変化と
胃内容物の関連を検討するなどより詳細な解析が
必要であることを示唆している。胃内容物組成の解
析には，ナンキョクオキアミ漁業混獲物といった，
餌生物の選択に特定の傾向が予想されるもの以外
の資料を用いる必要があり，調査船等による採集資
料の利用も含めて今後の課題と考えている。 
 
3 Chionodraco rastrospinosus の繁殖行動および孵
化仔魚の形態 
 ナンキョクカジカ亜目 Notothenioidei，コオリウ
オ科 Channichthyidae はヘモグロビンを欠く，極め
て特異な性質をもつ魚類群である。その 1 種
Chionodraco rastrospinosus がナンキョクオキアミ漁
業混獲物として確保され，2 個体を生きた状態で葛
西臨海水族園に搬入することに成功した。2011 年 8
月に飼育展示を開始，2013 年 1 月 12 日に水槽内で
産卵，同 5 月 7 日（産卵後 114 日）に最初の孵化が
確認されたので，これらの繁殖行動および孵化仔魚
の形態等について解析を進めた。 
 C. rastrospinosus は通常，棒状伸長化した腹鰭の先
端を下方に伸ばし，その先端で着底し尾部を持ち上
げるようにして定位している。やがて，尾部および
口を用いて，水槽内の底砂に直径約 30cm，深さ約
5cm をすり鉢状のくぼみを作るのが観察され，産卵
のための営巣行動と推察された。何度かにわたって
飼育中の 2 個体を同居させたところ，巣穴の中でお
互いに同一方向に回転するような行動を示し，その
後，産卵が確認された。産卵後，雄個体は巣穴を離
れたので，別水槽に移され，卵の保護は雌のみによ
って行われた。通常，付着沈静卵を見張り型保護す
る魚類では，造巣と卵保護は雄が担うのが適応的と
考えられているが，本種では雌が保護することが確
認された。本種における雌保護の適応的な意義につ
いては近縁他種との比較の下，検討を進めている。 
 卵の状態を考慮して，孵化までは人工飼育するこ
ととした。発眼まで発生が進行した 317 個の卵のう
ち，孵化したものは 35 個，孵化時に仔魚の形態に
異常が見られなかったものは 19 個体であった。ま
た，孵化仔魚の最長育成期間は 35 日で，稚魚期ま
では飼育できなかった。孵化直後の仔魚は全長 20
ｍｍで，卵黄嚢はやや小さく全長の約 17.5%を占め
ていた。両顎にはすでに明瞭な歯を有しており，腹
鰭についても鰭条の発達が認められた。腹鰭膜には，
明瞭なオレンジ色の斑紋が確認された。これは固定
標本では消失するため，従来全く記載がないが，極
めて明瞭な斑紋であるため何らかの機能的な意味
があるものと推察されたが，長期飼育には至らなか
ったので，詳細は不明である。 
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[研究成果] 
 動物プランクトン群の 1 グループである有殻翼足
類は南極海などの寒冷海域においては、稀に高密度
で出現するが一般的には優占群ではないとされて
いる。近年において、地球規模の環境問題である海
洋酸性化による影響を受ける生物群の一つとして
注目されてきたが、酸性化の進行が早いとされる南
極海においては、観測の機会が限られていることな
どの理由から有殻翼足類の分布、現存量や変動プロ
セスなどはよく知られていなかった。JARE52～55
次南極観測隊の海鷹丸研究航海により、有殻翼足
類に関連した研究が進められ、それらの水平分布、
鉛直分布、現存量、沈降個体数を指標とした季節
変動などの観測結果が得られた（佐々木他、2013）。
さらに、今年度においては、過去 3 年間の実観測
データを基に、有殻翼足類の南極海における役割や
その変動を決定する要因を明らかにするために生
態系モデルを通して研究を行った。本研究は、既存
の生態系モデル（NEMURO: Kishi et al., 2007）を
参考として、有殻翼足類を含めた南極海生態系モデ
ルを作成し、モデルの適用可能性に関して実観測デ
ータと照合して検証した。次に有殻翼足類の変動を
左右する要因、およびどのような生物群に影響を与
える要因について調べた。 
 本研究で作成された生態系ボックスモデルにお
ける主な構成生物群は、大型・小型の植物プランク
トン、大型・小型の草食性動物プランクトン、大型・
小型の有殻翼足類、微小動物プランクトン、肉食性
動物プランクトンである。モデルによるシミュレー
ション実験の結果、植物プランクトン、小型動物プ
ランクトンにおいては実測値との比較により、ほぼ
一致させることができたが、翼足類はパラメータの
改善が必要であることが示された。各種のプランク
トン変動においては、南極海の夏季である 12 月下
旬に大型、小型植物プランクトンピークが出現し、
その直後の 1月上旬に各動物プランクトン群のピー
クが現れた（図 1）。これは従来の実観測例とほぼ一
致する。また有殻翼足類のバイオマスは実観測の最
大値ほどに増加する可能性があることを示した。し
かし一般には優占するはずの大型カイアシ類のバ
イオマスを超えるほどのモデル推定値は現実の観
測値とは合致しないため、さらに感度分析により再
検討を行った。 
 感度分析実験によれば、高いバイオマスを導いて
いるのは、モデルで設定した有殻翼足類の高い摂食
速度と初期バイオマス値の組み合わせであること
が分かった（図 2）。また有殻翼足類による小型植物
プランクトン、微小動物プランクトンに対して強い
摂食圧があることが他の草食動物プランクトンの
変動に影響していることが確認された。 
以上の解析結果から、今回のモデル研究によって、
約半年の期間、有殻翼足類を含めたプランクトン生
態系の変動を再現させることができた。また過去の
報告例の最大値に匹敵するバイオマスが出現する
可能性が示された。初期バイオマスと摂食速度の適
正値を使用した場合、バイオマスピークの出現時期
（2～3 月）も過去の報告例とほぼ一致することが確
認された。さらに、翼足類のバイオマスは大型カイ
アシ類のバイオマスよりも大きい結果が得られた
が、感度分析の結果、設定した摂食速度が過大であ
ったことが示唆された。しかし、より低い摂食速度
を使用し、適切な初期バイオマスと組み合わせるこ
とで、より実測値に近似する値を再現できることが
分かった。また、有殻翼足類は小型の植物プランク
トンなど小型の餌生物のバイオマスの変動に対し
て影響が大きいことが確認された。 
 本研究により作成されたモデルは、まだ修正や改
善が必要であるが、今後はより広範囲で長期的なモ
デルに発展させるための基礎情報を提供すること
ができたと考えている。 
経過日数 
  図 1. 12 月初めから 4 月までの期間の各構成生物群のバイオマス変動。PL は大型植物プランクトン、
PS は小型植物プランクトン、ZL は大型草食性動物プランクトン、ZS は小型草食性動物プランクト
ン、ZM は微小動物プランクトン、PtA は有殻翼足類成体、PtJ は有殻翼足類幼生、ZP は肉食性動物
プランクトンである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
経過日数 
 
図 2．摂食速度と初期現存量が翼足類生物量に与える複合的影響。摂餌速度（餌の豊度）が高く、初期
現存量が中程度ならば、翼足類の生物量は大型カイアシ類並に増加する。摂餌速度が最小値で、初期
現存量が中間値程度の場合、2-3 月にピークを迎える。 
（２枚目） 
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[研究成果] 
哺乳動物は身体が異なった環境に曝露されるとそ
の環境で生存するために生理的機能を順応させ、そ
の新たなストレスに対する抵抗力を増加させる。こ
れまで、高所などの特殊環境がヒト生体機能に及ぼ
す影響に関する研究は数多く行われてきた。例えば、
高所では低所に比べて酸素濃度、気圧、気温など
様々な環境が平地と異なっている。酸素分圧の低下、
太陽紫外線の増加、寒冷の 3つの因子が高所でのス
トレスとして知られている。標高 5千 mで大気圧は
およそ 400mHg で、地表の 760mHg から 300mHg 以上
も低下しており、酸素不足に伴う気圧低下は酸素が
体内へ吸収されることをより困難にしている。この
ような高所環境下にヒトが曝露され続けると筋線
維の横断面積は小さくなり、毛細血管の密度は高く
なっていき、活動筋への酸素運搬の伝達性と拡散性
が効率よくなっていく。このようにヒトは特殊な環
境で生存するために様々な生理的適応を進めてい
る。特殊環境による適度なストレスを身体に繰り返
し暴露させることは、そのようなストレスに対する
抵抗力の増加や、さらにその他の状況に対しても抗
力を獲得できることが徐々に明らかにされつつあ
る。しかしながら、寒冷環境がヒト生体内の生理的
反応について、これまで生理学的、生化学的な実験
手法を用いて体系的に検討されておらず、以前とし
て未開拓の領域である。南極は日照時間の変化が大
きく、一年を通して低温な環境にあるためヒト生体
にとっても極めて特殊な環境といえる。このような
環境下でのヒト生体の生理学的な応答に関する報
告はほとんどなく、寒冷環境がどのような生体応答
を生じるかについて検討することは、極地で研究に
従事する研究員などの健康管理のためにも重要な
課題と考えられる。そこで、我々は南極環境・寒冷
環境においてヒト生理機能がどのように適応して
いるかを検討するために、測定の同意を得た健常な
被験者(観測隊員)を対象として、寒冷環境(南極、
低温室など)滞在期間前中後に測定を行い、寒冷環
境におけるヒト生理機能がどのように適応してい
るかを検討した。 
(裏面に続く) 
（２枚目） 
南極観測隊員を対象として、一般測定項目(体重、
体組成、血圧、脈拍、安静時代謝)を測定するとも
に、唾液、血液を採取して分析をした。これらの測
定には十分な説明の後に同意を取れた隊員のみを
対象とした。また、南極観測中は医療班による隊員
の健康診断や体調モニタリングと同時期に観測隊
員の測定を実施した。南極で 3ヶ月間キャンプ生活
を送るセールロンダーネ隊については隊員自身に
体重、体調、食事などのモニタリングを実施し記録
してもらった。夏隊員の一般測定項目については観
測期間前後に大きな変化はみられなかった。3 名の
セールロンダーネ隊の血液結果について 3名ともい
くつかの項目において、同様の変化を示した。今後
より詳細に南極環境がヒト生体内の生理的反応に
ついて、生理学的、生化学的な実験手法を用いて体
系的に検討していく必要がある。 
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［研究成果］ 
【はじめに】 
我々は日本近海の海洋無脊椎動物につい
て医薬素材探索研究を行っており、これま
でにスフィンゴ糖脂質を中心とした種々
の有用物質を報告してきた。1) 本共同研究
はこのような背景の下、南氷洋に生息する
ヒモムシについてその生体成分より医薬
素材のシーズ（種）となる化合物の探索を
企図した。また、極限環境に棲息する菌類
からは日本近海の菌類には見られない新
奇な生物活性物質の発見が期待されるこ
とから、ヒモムシ共生菌の探索も行った。 
【操作及び結果】 
2007 年 12 月 21 日、小川により昭和基地
付近・北の瀬戸にて採集されたヒモムシの
一種(Lineus corrugatus) (565.6 g)について
Fig. 1に示す操作に従って処理し、極性に応
じた画分を得た。このうち、標的化合物（セ
レブロシド）を含有していると思われる
EtOAc/n-BuOH 画分を順相及び逆相カラム
クロマトグラフィーにより精製し、順相
TLC 上単一物質の挙動を示す化合物 LCC-0  
(1) (13.9 mg)、LCC-1 (2) (17.2 mg)が得られ
た。 
1、2 は核磁気共鳴スペクトルにより、ス
フィンゴシン型セレブロシドと推定された。
さらに、化学的分解後（一部は誘導体化を
行い）、GCMS分析により、1は通常の脂肪 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
酸、スフィンゴシン型長鎖塩基および D-ガ
ラクトース、2 は 2-ヒドロキシ脂肪酸、ス
フィンゴシン型長鎖塩基およびD-ガラクト
ースより構成されるセレブロシド分子種と
わかった。脂肪酸の二重結合の位置につい
てはDMDS誘導体化後のGCMS分析により
決定した（Fig. 2, Fig. 3）。 
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Fig. 1 
Fig. 2 Structure of 1 from L.corrugatus 
  
 
 
 
 
 
また、ヒモムシ共生菌の探索として、2013
年に創価大学・黒沢則夫教授により昭和基
地付近にて採取されたヒモムシを無菌的に
処理して得られたホモジネートのろ液を、
各温度（5℃・30℃）、各条件（好気・嫌気）
で、各培地（栄養寒天培地、変法 GAM 培
地、MRS寒天培地、マリンアガー）に植菌、
培養した。培養により出現した 14 種のコロ
ニーについて、コロニーPCR により、その
増幅産物を鋳型として 16S rRNA 遺伝子の
配列解析を行い共生菌の同定を行った。結
果は以下のとおり。 
○栄養寒天培地・30℃・好気：Psychrobacter
属、Bacillus属 
○栄養寒天培地・30℃・嫌気：Carnobacterium
属 2 株 
○変法 GAM 培地・30℃・好気：Pseudomonas
属、Carnobacterium属、Psychrobacter 属 
○ 変 法 GAM 培 地 ・ 30 ℃ ・ 嫌 気 ：
Carnobacterium属 
○マリンアガ ・ー30℃・好気：Microbacterium
属、Psychrobacter 属 2株（1株は未同定） 
○マリンアガ ・ー30℃・嫌気：Carnobacterium
属 2株 
【考 察】 
日本近海産の棘皮動物由来セレブロシド
と比較すると、1、2は構成糖をグルコース
ではなくガラクトースとすること、構成脂
肪酸、長鎖塩基に不飽和結合が多く含まれ
ることなど、興味深い知見が得られた。ス
フィンゴ糖脂質の生理活性として、これま
で高血糖改善効果 2)や骨粗鬆症改善効果 3)
を見いだしているが、活性の指標となる部
分構造はセラミド部の 2-ヒドロキシ脂肪酸
と考えている。今回得られた 1、2について、
脂肪酸の違いによる構造活性相関も検討し
てみたい。 
共生菌については、2007 年採集のサンプ
ルについても同様の検討を行ったが、コロ
ニーは観察されなかった。この結果をふま
えて、2013年採集のサンプルはできる限り
極低温（-20～-70℃）で保管していたため、
結果が異なったと考える。未同定の 1 株に
ついてはコロニーPCR では増幅産物が得ら
れなかったため、培養菌体より染色体 DNA
を調製し、これを鋳型として PCR及び系統
分析を行う予定である。 
Fig. 3 Structure of 2 from L.corrugatus 
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極寒環境下での電力供給システムの開発 
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[研究成果] 
1. 概 要   
昭和基地では研究および観測の発展に伴って，
日本からの燃料輸送量が年々増加している。昭和基
地では燃料輸送量の限界と自然エネルギーの利用
の拡大が課題となっており，本研究では，燃料消費
量の低減と自然エネルギーの導入量の増加を目的
として，昭和基地小規模エネルギー網（Showa Base 
Micro-Grid：SBMG）の構築を検討した。そこで，
昭和基地の主電源を従来の集中電源方式から分散
電源方式に変更して，エンジン発電機の台数制御，
蓄電池による蓄放電の運用計画，排熱ヒートポンプ
の導入により，自然エネルギーの変動に対して常に
エンジン発電機の負荷率を高く維持する運用方法
について検討した。提案分散電源と連系する自然エ
ネルギ （ー太陽光発電および風力発電）の導入量と，
エンジン発電機およびバックアップボイラで消費
する燃料量の関係を明らかにした。また，昭和基地
の夏期と冬期の外気温，日射量，風速は大きく異な
ることから，SBMG の運用方法は大きく変わる。従
来の集中電源方式に対する提案分散電源方式の運
用方法の違いを数値解析により詳細に調査して，燃
料消費量の差の特性を明らかにした。 
 
2. 従来の昭和基地のエネルギーシステム 
昭和基地には 70 棟の建物のほかに，貯水タン
ク，各種アンテナ，貯油タンクなどの施設がある。
図 1 は，2011 年の昭和基地の建物の配置と，今後の
導入を想定した再生可能エネルギーの電力および
熱機器の概要である。これまでに基地の管理棟（図
1 中の A_4）を中心とした居住区が整備され，発電
棟 3 棟（A_0，B_0，H_2），居住棟 2 棟（A_1，A_2），
観測・研究棟 19 棟，倉庫 4 棟，車庫 1 棟，その他
から構成される。現在の昭和基地の暖房と給湯用の
熱は，エンジン発電機の排熱，電気ヒータ，灯油炊
きボイラ，石油ストーブ，太陽光集熱器によって供
給されている。また，主電源は 240 kW のディーゼ
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図１　昭和基地小規模エネルギー網（SBMG）
(裏面に続く)
ル発電機である（集中電源方式）。ディーゼルエンジ
ン発電機の電力は，基地内の各棟を結ぶ SBMG を
介して太陽光発電（E_0，55kW）と連系している。
ディーゼルエンジン発電機は発電棟（A_0）に設置
されており，発電棟，倉庫棟・汚水処理棟（A_3），
管理棟（A_4），居住棟（A_1，A_2）については，
A_0 に設置されたエンジンの排熱により暖房してい
る。その他の棟の暖房および給湯については，電気
ヒータ，灯油炊きボイラ，石油ストーブ，太陽光集
熱器を用いている。 
 
3. 本研究で調査した SBMG の概要 
上に述べた従来の昭和基地での自然エネルギ
ーの導入割合を増加させるために，発電棟（A_0）に
設置している集中電源を，分散電源方式に変更した
際の効果を確認した。主電源であるエンジン発電機
については発電棟 A_0 に 3 セットを分散して配置
し，SBMG を介して太陽光発電（E_0）および風力
発電（E_1）と連系させる。隊員の生活を維持するた
めの主要な施設である居住棟，管理棟，発電棟，倉
庫棟，汚水処理棟（A_0 から A_4）の暖房，給湯，
解氷（生活水）については，エンジン発電機の排熱
とヒートポンプ，バックアップボイラの熱を供給し，
他の棟の暖房については従来と同様に，電気ヒータ，
灯油炊きボイラ，石油ストーブ，太陽光集熱器を用
いることとする。したがって，後の解析で用いる電
力負荷および熱負荷の内訳については，従来のエネ
ルギーシステムの過去の実績を参考にする。 
 
 
6. 結 論 
本研究では，昭和基地小規模エネルギー網
（SBMG）の構築を検討し，昭和基地の主電源を従
来の集中電源方式から分散電源方式に更新するこ
とで，自然エネルギーの利用を大きく促進させる方
法を調査した。本稿による分散電源方式では，エン
ジン発電機の台数制御，蓄放電の運用計画，さらに
排熱ヒートポンプを導入して，不安定な自然エネル
ギーと連系したエンジン発電機の負荷率および発
電効率の改善を試みている。提案分散電源方式の燃
料消費量の低減効果を数値解析により調査して，以
下の結論を得た。 
(1)自然エネルギーによる電力供給量が増すと，相対
的にエンジン発電機の負荷は小さくなる。この結果，
エンジン排熱は低下することから，熱負荷を満たす
ようにボイラでの燃料消費量が増加する。そこで，
本研究では電動ヒートポンプの導入による，エンジ
ン発電機の負荷率と発電効率の増加を計画した。こ
の結果から，図 2 の結果例のように自然エネルギー
の導入量と燃料消費の関係を明らかにした。 
(2) PV の出力がない冬期（7 月）では，集中電源方
式と分散電源方式の燃料消費量の差はほとんど見
られない。分散電源方式が有利である条件は，不安
定な自然エネルギーの導入量が多く，電力負荷の変
動が大きい場合である。したがって，今後昭和基地
での自然エネルギーの導入量を増やす場合には，燃
料消費の削減効果を期待して分散電源方式を導入
すべきである。 
(3) PVの面積が大きく風力発電機の設置数が多いと，
分散電源方式によるエネルギーシステムの燃料消
費量は低減する。しかしながら，冬期（7 月）では
風力発電しか使用できず，また，冬期の平均風速は
他の月と比べて低いことから（1 月に対し 74％，10
月に対し 78%），風力発電機の設置による冬期の燃
料消費量の低減効果は他の月に対して小さい。 
(4) さらに，PV の面積と風力発電の設置数が少ない
と，提案分散電源方式は従来の集中電源方式に比べ
て不利な場合がある。自然エネルギーの導入量や変
動が少なく，エンジン発電機の負荷率が一定以上に
維持できるのであれば，分散電源方式よりもむしろ
集中電源方式の燃料消費量のほうが有利である。 
今後は、海水ヒートポンプ及び電気蓄熱ヒータ
の導入と、夏冬の季節をまたぐエネルギーシフトに
ついて調査を進める。
[研究発表] 
A Study of the Small-Scale Energy Networks of the Japanese Syowa Base in Antarctica by Distributed 
Engine Generators; Shin’ya Obara, Osamu Kawae, Masahito Kawai, Yuta Morizane, Applied Energy, Vol. 
111, 2013, p113– p128. 
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図2　燃料消費特性の結果（1月代表日）
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自然エネルギー自立型エネルギーシステムの研究 
 
◎吉田博夫  神奈川工科大学創造工学部自動車システム開発工学科 教授 （研究代表者） 
川島 豪  神奈川工科大学工学部機械工学科 教授 
板子一隆  神奈川工科大学工学部電気電子情報工学科 教授 
田中 博  神奈川工科大学情報学部情報工学科 教授 
(国立極地研究所)    
 金 高義  助教      （担当教員） 
 平成 25 年～26 年（2 カ年） （研究機関） 
 
研究成果：  
自己循環型熱サイフォンに関しては，その駆動機構の基本的な部分がほぼ解明された．熱輸送
量ならびに取り出せる動力が投入熱量の関数として表現できる見通しが得られた．結果の一例
を下図に示す．上段左の図から時計回りに，一日の日射強度変化 W/m2，それに対する質量流量
kg/s，発電電圧 Volt，発電量 W，である．本図から判るように質量流量ならびに発電電圧は大き
く脈動し，ある条件下ではこの脈動が収まる．この激しい脈動の原因は入射エネルギーに見合う
凝縮能力が無いために，集熱器で発生した沸騰蒸気泡が液だめまで到達しそこで凝縮すること
から，結果として顕著な圧力変動が引き起こされ，それが流れの脈動を誘起するものと考えられ
ている．12 時から 13 時過ぎまで電圧が観測されていないが，これはたまたま安定流動時間帯に
おいて質量流量が発電に必要な域値（約 30g/s）を超えることがなかったためである．本熱サイ
フォンの理論最大発電効率（カルノーの効率）は約 10%程度と見積もられる．しかし，実際には
10-7程度と極めて低かった．主な原因は，①水車の最適設計がなされていない，②熱サイフォン
の安定流動域が維持されない，③熱・流動損失が大きい，等と考えられる．これらのなかで，②
が最も大きな課題と考えられる．安定駆動のためには，変動する受熱量に素早く対応して集熱器
入口で流量を調整するとともに凝縮能力も制御しなければならない．今後の課題である．熱サイ
フォンによる水力発電が実用化されるならば，池，湖等と規模を拡大することにより大きな社会
的インパクトがもたらされると期待される．南極での使用に関しても，安定駆動制御を除けば，
原理的困難は見当たらない． 
自立エネルギーシステムについて，主要要素である蓄電装置の最適な容量・コストについて検
討した．NaS 電池，Li イオン電池，従来化石燃料，木質バイオマス，水素などのエネルギー密
度を比較検討した．木質バイオマスと水素（700 気圧圧縮）がほぼ同程度のエネルギー密度とな
り，エネルギー地産地消を実現するためには不可欠なエネルギー貯蔵方式となる可能性がある． 
 
［主な発表論文］ 
1.Yosdhida,H., Imada,H., Hagino, N., Hydropower generation by a self-circulating solar 
thermosyphon, ASME Power Conference, POWER2014-32023, July 28-31, 2014. 
2.Yoshida,H., Imada,H., Hagino,N., Yada,N., Hydropower generation by solar thermosyphon, 
EuroSun2014, 88279, September 16-19, 2014.  
3.今田，萩野，吉田，金，太陽熱サイフォンによる水力発電，機械学会第 22 回環境工学総合シ
ンポジウム，417，2014 年 11 月 18 日． 
4.萩野，吉田，今田，自己循環型熱サイフォンの研究－変動負荷に対する運転特性－，機械学会
第 22 回環境工学総合シンポジウム，418，2014 年 11 月 18 日． 
5.Yoshida,H., Imada, H., Hagino,N., Yada,N., Hydropower generation by solar 
thermosyphon-field experiment-, International Workshop on Environment and Engineering 
2014, 401, November 19-20, 2014. 
6.Kawashima, T., Tanaka, H., Itako,K., Yoshida,H., An approach to feasible stand-alone 
energy system, International Workshop on Environment and Engineering 2014, 402, 
November 19-20, 2014. 
  
 
 
 
 Ⅱ．研究集会報告 
 
 研究集会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※係記入欄
所属
気水圏
気水圏
気水圏
観測隊
観測隊
小計 5 名
所外
所属
福岡大 大学院生 外国人
所 環境研 大学院生 外国人
東北大 大学院生 外国人
気象庁 大学院生 外国人
金沢大 大学院生 外国人
産総研 大学院生 外国人
福岡大 大学院生 外国人
九州大 大学院生 外国人
外 なし 大学院生 外国人
統数研 大学院生 外国人
名古屋大 大学院生 外国人
集会名
開催日時
概要
増永拓也
原圭一郎
原圭一郎・塩原匡貴
いずれかを■にしてください。
研究会初日には、JARE53のエアロゾル越冬観測、JARE54夏時期に行ったエアロゾ
ル観測に参加した各担当者により観測の状況報告や今後の改善点についての紹
介がなされた。現在、越冬観測中の観測作業状況・改善点などの報告も行われた。
さらに、JARE55の夏・越冬期に実施予定の観測計画の紹介・議論も行なった。ま
た、これまでに進められた解析・分析結果の紹介・討論も行われ、各観測データ間
の比較も行うことができた。研究会２日目は、初日に引き続き、これまでに進められ
た解析・分析結果の紹介・討論を行った。Ⅷ期後半のエアロゾル観測計画の詳細に
ついて、提案者や計画関係者から紹介・話題提供がなされ、具体的な計画内容に
ついて、計画・方針を調整・議論することができた。さらにⅨ期の観測計画に向けた
話題提供がなされ、今後の観測計画の方針の確認・調整を行った。
所
内
山内　恭
塩原匡貴
平沢尚彦
集 会 等 実 施 報 告 書
7月29-30日
南極大気エアロゾル研究会
極地研
□シンポジウム　　　□ワークショップ　　　■研究集会　　　□会合　　　　□その他
開催場所
報告者
（担当者）
木津暢彦
中島英彰
武田真憲
備考
備考
※注氏名
松下隼士
氏名
小林史尚
古賀聖治
林政彦
東野伸一郎
池田忠作
鈴木香寿恵
栗田直幸
所外
所属 備考※注氏名
奈良女子大 大学院生 外国人
山梨大 大学院生 外国人
山梨大 大学院生 外国人
JAXA 大学院生 外国人
岐阜大 大学院生 外国人
JAXA 大学院生 外国人
小計 17 名
大学院生 2 名（内数）
外国人 名（内数）
※注　「大学院生」もしくは「外国人」に該当する場合のみ、どちらかを選んでください。それ以外は選択不要です。
○　所属は略称でも可です。（例：北海道大学低温科学研究所　→　北大低温研）
○　外国人の場合、備考欄に所属先の国名を記入してください。
○　行が不足する場合、適宜追加してください。
所
外
斉藤芳隆
田中典章
合計 22 名
小林拓
田阪茂樹
堀雅祐
久慈誠
※係記入欄
開催場所
所属 職
所内 地圏研究グループ 准教授
地圏研究グループ 助教
地圏研究グループ 助教
所長
地圏研究グループ 教授
地圏研究グループ 助教
地圏研究グループ 特任研究員
極域科学資源センター 業務委託
総研大・極域科学 大学院生
小計 9 名
所外 広島大 教授
海洋研究開発機構 技術研究副主任
産総研 客員研究員
産総研
秋田大 助教
千葉大 教授
国立科学博物館 研究員
福岡大 助教
九州大 准教授
横浜国大 教授
山口大 教授
京都大 大学院生
愛媛大
小笠原 正継
中島隆
福山繭子
廣井美邦
堤　之恭
柚原雅樹
池田剛
大和田正明
東野文子
川嵜智佑
研究課題名
（集会名）
開催日時
概要
本吉洋一
橋本里子
猪川千晶
日高 洋
氏名
外田智千
海田博司
堀江憲路
白石和行
新原隆史
研 究 集 会 実 施 報 告 書
2013年11月15日
備考
菅沼悠介
有馬眞
二次イオン質量分析計を用いた共同研究に関する研究集会
統計数理研究所
３階セミナー室
谷健一郎
　11月15日（金）午後に表記の研究集会を開催した。参加者は、所外22名、所内9名、計33名で
あった。本研究集会は極地研究所の二次イオン質量分析計（SHRIMP II）を用いてこれまでにおこ
なわれた共同研究の成果と新たな共同研究の提案についての意見交換をおこない、今後の共同
研究の発展につなげることを目的として昨年に引き続いて開催した。趣旨説明において極地研
SHRIMPの現況と稼働状況について紹介し、続いてSHRIMP共同研究成果発表がおこなわれた。
また、今年度の補正予算で導入されるマルチコレクター型SHRIMPの紹介や、新しい装置による酸
素・炭素同位体の局所分析を用いた共同研究の提案等もおこなわれた。最後に、共同研究を立
案・申し込みする際の注意事項、試料の準備と申込方法、また極地研でSHRIMP分析や試料準備
がどのようにおこなわれているのかといった実際上のことについての紹介と説明をおこなった。
所属 職氏名 備考
所外 九州大 助教
筑波大 准教授
琉球大 教授
横浜国大 大学院生
新潟大 教授
新潟大 大学院生
新潟大 教授
千葉大 学振特別研究員
九州大 大学院生
九州大 大学院生
和洋九段女子高
小計 24 名
合計 33 名
※外国人研究者の場合、備考欄に所属先の国名を記入してください。
※大学院生も含めてください。その場合、「職」の欄に「大学院生」と記入してください。
※行が不足する場合、適宜追加してください。
宮本知治
角替敏昭
馬場　壮太郎
坪川祐美子
M. Satish-Kumar
山崎由貴子
竹原真美
大辻奈緖
豊島剛志
加藤睦実
大平芳久
※係記入欄
所属
（別紙参照）
小計 10 名
所属
外国人
外国人
（別紙参照） 外国人
外国人
外国人
外国人
外国人
小計 74 名
大学院生 1 名（内数）
外国人 40 名（内数）
※注　「大学院生」もしくは「外国人」に該当する場合のみ、どちらかを選んでください。それ以外は選択不要です。
○　所属は略称でも可です。（例：北海道大学低温科学研究所　→　北大低温研）
○　外国人の場合、備考欄に所属先の国名を記入してください。
○　行が不足する場合、適宜追加してください。
合計 84 名
所
外
備考
備考
※注氏名
氏名
集 会 等 実 施 報 告 書
2013年10月15日，16日
「グローバルデータシステムにおける極域データ活動」に関する国際フォーラム
（International Forum on "Polar Data Activities in Global Data Systems"）
国立科学博物館
講堂
■シンポジウム　　　□ワークショップ　　　□研究集会　　　□会合　　　　□その他
開催場所
いずれかを■にしてください。
集会名
開催日時
　両極域の地球科学データの蓄積と公開、とその活用による研究発表と議論の場を設ける
ため、極地研と情報通信研究機構（NICT）、国立科学博物館、並びに地球電磁気・地球惑星
圏学会（SGEPSS）による共催で実施した。「汎地球規模の様々なデータシステムにおける極
域データ活動」に焦点を当て、各国の「南極データセンター（NADC）」や「国際科学会議
（ICSU）」下の「世界データシステム (WDS)」を構成する各センター担当者、並びにデータを
利用する研究者からの意見を集約し、様々な議論を行った。南極域のデータを扱う「南極
データマネージメント委員会（SCADM）」やWDSの方向性、並びに学際団体間の具体的連携
について十分な議論を行うことができた。特に、国際極年（IPY2007-2008）で発足した「極域
情報コモン（PIC）」や、北極域のデータ活動等、ICSU関連団体でのデータ管理体制につい
て、IPYや北極関係者の参加により具体的な意見交換を行った。フォーラム後半では、取得
されたデータの公開・引用に関する情報通信技術（ITC）を用いた新たな潮流など、今後の極
域データマネージメントの方向性について熱い議論が行われた。
所
内
概要
金尾　政紀報告者
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研究課題名： 寒冷域における降雪・雪結晶の研究・教育の今後の展望 
 
開  催  日： 平成 25 年 7 月 23 日 
 
開 催 場 所： 国立極地研究所 4 階 C401 室 
 
出  席  者： （別紙）「参加者一覧」のとおり 
 
開催の目的： 
南極のような低温域での降雪機構を考えるうえで、また低温域での雪結晶の成長機構
を考えるうえで、南極での観測や研究の対象・方法の検討を行う。さまざまな専門分野
から独自の研究結果の報告を行い、その解釈を検討することを目的としている。また、
このような研究成果を教育にどのように活かしていくかや、極地の雪の展示・実演方法
などの検討も行う。 
 
経   過： 
 下記のプログラムで開催した。学会などよりも時間を取った話題提供を各自行い、参
加メンバーで、今後面白そうな研究や、教育面へどの様に生かしていくかを探った。 
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「雪結晶の三次元像−隣接面過程による張り出し成長の役割−」 
 山下 晃（大阪教育大学） 
「南極内陸での降雪観測と自然実験に向けて」 
 平沢尚彦（極地研）・小西啓之（大阪教育大） 
「陸別で観測された 1mm以下の降水粒子の粒径分布」 
 小西啓之（大阪教育大）・平沢尚彦（極地研） 
「雪氷防災研究センターでの降雪観測の取り組み」 
 本吉弘岐（防災科学技術研究所） 
「SPC 開発経過と最近の状況」 
 石丸民之永（新潟電機） 
「SPCを用いた吹雪時の降雪の検出」 
 西村浩一（名古屋大） 
「-40℃以下の環境で降る雪の人工生成とその形状の特徴」 
 原田康浩（北見工業大学） 
「人工氷晶雲における光散乱強度の測定」 
 島田 亙・中西眞純（富山大） 
「過冷却雲中における鉱物粒子の氷晶核能力」 
 島田 亙・強力麻唯・大岩敬典・加藤孝春（富山大） 
 
「総合討議」 
 極域の降雪・雪結晶の研究の方向性と、教育への応用について 
 
 
成   果： 
北極・南極といった極域では、中緯度域に比べて降雪量が非常に少ない。この微量な
降雪量をどのように観測すればよいか、またそれらの雪結晶をどのように観察すればよ
いか、さらにこれらの結晶が放射収支にどのような影響を与えるかは、極域における水
収支・放射収支・熱収支などと密接に関係しており、重要な研究テーマである。今回の
研究集会では、現在使用されている Snow Particle Counter の開発経緯、機種による比
較や、南極や北海道での観測結果との比較が行われた。また、連続的に降雪粒子の形状
を観測するシステムの報告や、人工氷晶雲が、どのような光学的特性を持つかについて
も実験結果が報告された。 
また、極域では成層圏雲など氷晶でできた雲が主となるが、これらの氷晶の雲がどの
ような氷晶核によって形成されるのか、その氷晶核からどのように氷晶が成長するのか
も、上記の雪結晶への成長過程として重要な研究テーマである。今回の研究集会では、
氷晶核から氷晶が成長するようすを測定した結果や、氷晶核を過冷却雲に撒布した場合、
どのような形状の氷晶が成長するか・どの程度多結晶になるかを測定した結果が報告さ
れた。 
このほかにも、雪結晶の形態形成メカニズムに関する考察や、高過飽和条件での針状
結晶の多結晶化に関する実験結果などが報告された。 
これらの報告に基づいて、極域における降雪や雪結晶の重要性が再認識されると共に、
研究の方向性が議論された。また、今後の研究・教育にどう活かしていくかについても
議論され、今後とも継続して研究・議論していくことが確認された。 
※係記入欄
所属
気水圏研究グループ
小計 1 名
所属
富山大学大学院理工学研究部(理学) 大学院生 外国人
新潟電機株式会社 大学院生 外国人
大阪教育大学 大学院生 外国人
川口短期大学 大学院生 外国人
名古屋大学 大学院生 外国人
北見工業大学 大学院生 外国人
防災科学技術研究所 大学院生 外国人
元大阪教育大学 大学院生 外国人
元国立極地研究所 大学院生 外国人
大学院生 外国人
小計 9 名
大学院生 0 名（内数）
外国人 0 名（内数）
※注　「大学院生」もしくは「外国人」に該当する場合のみ、どちらかを選んでください。それ以外は選択不要です。
○　所属は略称でも可です。（例：北海道大学低温科学研究所　→　北大低温研）
○　外国人の場合、備考欄に所属先の国名を記入してください。
○　行が不足する場合、適宜追加してください。
名
山下　晃
和田　誠
高橋忠司
西村浩一
合計 10
いずれかを■にしてください。
石丸民之永
小西啓之
備考
備考
※注氏名
氏名
平沢尚彦
集 会 等 実 施 報 告 書
平成25年7月23日
寒冷地における降雪・雪結晶の研究・教育の今後の展望
国立極地研究所
□シンポジウム　　　□ワークショップ　　　■研究集会　　　□会合　　　　□その他
開催場所
報告者
（担当者） 島田　亙
集会名
開催日時
概要
南極のような低温域での降雪機構・雪結晶の成長機構を考えるうえで、南極での観
測や研究の対象・方法の検討を行った。本年度は、雪粒子のさまざまな測定方法、
南極など寒冷地での実測結果や、吹雪との区別方法などが報告され、微小な降水・
降雪量測定の問題点を議論した。
所
外
島田　亙
所
内
原田康浩
本吉弘岐
※係記入欄
所属
地圏
地圏
地圏(総研大)
北極観測センター
北極観測センター
北極観測センター
北極観測センター
地圏
小計 8 名
所属
東工大地球生命研
国立天文台
国立天文台
国立天文台
国立天文台
国立天文台
国立天文台
北大
大阪大 宇宙地球科学
千葉工業大学
小計 10 名
大学院生 1 名（内数）
外国人 0 名（内数）
※注　「大学院生」もしくは「外国人」に該当する場合のみ、どちらかを選んでください。それ以外は選択不要です。
○　所属は略称でも可です。（例：北海道大学低温科学研究所　→　北大低温研）
○　外国人の場合、備考欄に所属先の国名を記入してください。
○　行が不足する場合、適宜追加してください。
集会等実施報告書
□シンポジウム　　　□ワークショップ　　　■研究集会　　　□会合　　　　□その他
いずれかを■にしてください。
集会名 氷面に対するレーザ測距技術を活用した極域計測・氷衛星探査に関する研究集会
開催日時 平成25年9月6日(金) 開催場所 国立極地研究所C301
概要
　太陽系最大の衛星である木星系のガニメデに対し，2022年打ち上げ予定の木星氷衛星探査計画
「JUICE」が日欧協同体制で進んでいる．ICESat等，南極氷床高計測で用いられた衛星レーザ測距技
術を改良し，木星氷衛星の極周回軌道からの全球地形・測地観測が計画されている．この氷面に対す
るレーザ測距という共通技術がもらたす，地球の極域科学，氷衛星科学に関して議論と情報共有を行
い，探査目標の整理と深化を図った．
報告者
（担当者） 木村淳，青山雄一
所
内
氏名 備考
渋谷和雄
土井浩一郎
白水薫
奥野淳一
井上康
榎本浩之
吉岡美紀
青山雄一
所
外
氏名
菊池冬彦
荒木博志
※注 備考
木村淳
押上祥子
野田寛大
山田竜平
松本晃治
合計 18 名
鎌田俊一
佐々木晶
並木則行
※係記入欄
開催場所
所属 職
所内 極地研・研究教育系 特任教授
極地研・研究教育系 特任助教
極地研・研究教育系 准教授
小計 3 名
所外 名古屋大学 准教授
通信総合研究所 主任研究員
電気通信大学 准教授
名古屋大学 特任助教
通信総合研究所 研究員
小計 5 名
合計 8 名
※外国人研究者の場合、備考欄に所属先の国名を記入してください。
※大学院生も含めてください。その場合、「職」の欄に「大学院生」と記入してください。
※行が不足する場合、適宜追加してください。
堀智昭
坂口歌織
研究課題名
（集会名）
開催日時
概要
西谷望
長妻努
細川敬祐
際短波レーダー観測網プロジェクトである「SuperDARN」は、1995年に創設以来、日本を含む加盟研究機関、レーダー数、観測
研究手法、研究分野を大きく拡大しながら、多岐に亘る研究成果をあげてきた。本研究集会では、現在進行中の様々な共同研
究の進捗や成果について情報交換を行うと共に、今後日本のSuperDARN研究界が世界を牽引してゆくべき重要課題やその戦
略について掘り下げた議論を行い、更なる極域超高層大気共同研究の発展に寄与する。特に、2015年打上げ予定のERG衛星
との共同観測研究やﾚｰﾀﾞｰHWやSW、解析環境の技術的課題と解決策等についても議論を深めた。
氏名
佐藤夏雄
田中良昌
行松彰
SuperDARNによる極域超高層大気研究集会
極地研
研 究 集 会 報 告 書
2014年3月4日
備考
※係記入欄
開催場所
所属 職
所内 国立極地研究所 准教授
国立極地研究所 教授
国立極地研究所 助教
国立極地研究所 研究員
小計 4 名
所外 電通大 准教授
九州大学 講師
ジョンズホプキンス大学 研究員
統計数理研究所 研究員
小計 4 名
合計 8 名
※外国人研究者の場合、備考欄に所属先の国名を記入してください。
※大学院生も含めてください。その場合、「職」の欄に「大学院生」と記入してください。
※行が不足する場合、適宜追加してください。
才田聡子
研究課題名
（集会名）
開催日時
概要
細川敬祐
吉川顕正
大谷晋一
過去 2 年間に開催した同研究集会後に進めてきた観測と理論との共同研究を
基盤に、極域電離圏と磁気圏の電磁気的結合に関するトピックについて、少人
数による議論を中心とした研究集会を実施した。今年度は、内外の関連研究の
レビューを各自が行うことで、今後、日本において磁気圏・電離圏結合研究を行
う際に鍵となっていく解くべき問題の整理・共有を行うことができた。
氏名
小川泰信
門倉昭
田中良昌
平木康隆
極域電離圏ー磁気圏結合研究集会
国立極地研究所
研 究 集 会 実 施 報 告 書
平成 26 年 3 月 31 日
備考
※係記入欄
所属
副所長／気水
副所長／宙空
宙空
宙空
宙空
宙空
宙空
総研大/宙空 大学院生
小計 8 名
所外
所属
所 東京大学 　
京都大学 　 　
京都大学 　 　
UCLA 米国
Australian Antarctic Division 豪
Colorado State U. 米国
外 Seoul National U. 韓国
USRA 米国
九州大学 　
所
内 西山尚典
松田貴嗣
江尻省
津田卓雄
佐藤薫
堤　雅基
中村卓司
堤　雅基
極地研客員准教授
2001年以来、毎年度開催している標記研究集会を、本年度は東京大学との共催で3
月10-11日の二日間にわたり東京大学理学部一号館710号室で開催した。最先端
研究を行っている外国人研究者を招待し、外国人研究者が6名参加する国際研究
集会として開催し、原則英語での発表および質疑討論とした。所内および所外から
それぞれ9名および28名の計36名が参加した。南極昭和基地大型大気レーダー
(PANSYレーダー)は、1/4システムでの連続運用を2012年4月から実施して対流圏
から中間圏までの観測データが蓄積されつつあり、また今年度出発の55次隊により
9割近くまでの整備がなされ、フルシステム運用に向けた準備が進んでいる。研究
集会では、まずPANSY研究グループからPANSY計画の現状についての報告がなさ
れた後、各参加者から、PANSYデータを使った研究、関連観測装置による研究、精
密大気モデルによる研究、さらに理論研究について発表がなされた。極域のみにと
どまらず全球的な視野から活発な議論がなされ、充実した二日間となった。
極地研客員教授
山内恭
概要
集 会 等 実 施 報 告 書
2014年3月10－11日
南極昭和基地大型大気レーダー研究集会
東京大学理学部一号
館710室
□シンポジウム　　　□ワークショップ　　　■研究集会　　　□会合　　　　□その他
開催場所
いずれかを■にしてください。
集会名
開催日時
報告者
（担当者）
佐藤亨
齊藤昭則
備考
備考
※注氏名
西村耕司
氏名
Dong Wu
Simon Alexander
Chiao-Yao She
Seok-Woo Son
Jie Gong
三好勉信
所外
所属 備考※注氏名
環境研
環境研
所 海洋研究開発機構
海洋研究開発機構
海洋研究開発機構
京大RISH
京都大学
情報通信研究機構
情報通信研究機構
電子航法研究所
名大STE 大学院生
東京大学 大学院生
東京大学 大学院生
東京大学 大学院生
東京大学 大学院生
東京大学 大学院生
外 東京大学 大学院生
東京大学 大学院生
東京大学 　 　外国人
小計 28 名
大学院生 9 名（内数）
外国人 6 名（内数）
※注　「大学院生」もしくは「外国人」に該当する場合のみ、どちらかを選んでください。それ以外は選択不要です。
○　所属は略称でも可です。（例：北海道大学低温科学研究所　→　北大低温研）
○　外国人の場合、備考欄に所属先の国名を記入してください。
○　行が不足する場合、適宜追加してください。
Maria Mihalikova
土屋主税
高麗正史
那須野智江
河谷芳雄
スウェーデン
秋吉英治
合計 36 名
門脇正尚
小玉知夫
坂崎貴俊
木下武也
斎藤享
平野創一朗
阪本卓也
村山泰啓
野本理裕
雨宮新
澁谷亮輔
増田陽洋
礒野靖子
※係記入欄
所属
気水圏研究グループ
北極観測センター
北極観測センター
生物圏研究グループ
生物圏研究グループ
小計 5 名
所属
北大・低温研 大学院生 外国人
北大・低温研 大学院生 外国人
北大・環境科学院 大学院生 外国人
日本大学 大学院生 外国人
日本大学 大学院生 外国人
北見工業大学 大学院生 外国人
大学院生 外国人
大学院生 外国人
小計 6 名
大学院生 2 名（内数）
外国人 名（内数）
※注　「大学院生」もしくは「外国人」に該当する場合のみ、どちらかを選んでください。それ以外は選択不要です。
○　所属は略称でも可です。（例：北海道大学低温科学研究所　→　北大低温研）
○　外国人の場合、備考欄に所属先の国名を記入してください。
○　行が不足する場合、適宜追加してください。
田村 岳史
集会名
開催日時
概要
國分 亙彦
豊田　威信
報告者
（担当者）
いずれかを■にしてください。
2012年9～11月にオーストラリア主催で行われたSIPEX IIは、海氷の物理・化学的特性と大
気・海洋システムに果たす南極海氷の役割を解明する事を主眼として、海氷・海洋物理の
他、リモートセンシング、生物地球化学、生態学にわたる学際的研究に取組ユニークな国際
共同研究観測である。SIPEX-2では、過酷な自然条件の下、船上観測の他、ヘリコプターや
氷上ステーションも観測プラットフォームとして、各国研究者が協力して集中的な現地観測を
実施した。
本研究集会では、この観測における日本チームの成果の報告を行い、さらに次に行われる
予定の豪・南極観測航海（氷縁域で行われる計画）に対して、日本の極域コミュニティがどの
ように貢献できるかを議論した。
所
内
集 会 等 実 施 報 告 書
2013年10月18日
晩冬季南極域の
国際共同観測（SIPEX II）の成果に関する研究集会
極地研3階セミナー室
□シンポジウム　　　□ワークショップ　　　■研究集会　　　□会合　　　　□その他
開催場所
中田　和輝
備考
備考
※注氏名
小島　本葉
氏名
田村 岳史
平野　大輔
ヌアスムグリ　アリマス
合計 11 名
舘山　一孝
所
外
若林　裕之
中村　和樹
野村　大樹
※係記入欄
開催場所
所属 職
所内 気水圏研究グループ 助教
小計 1 名
所外 大阪教育大学 教授
富山大学大学院理工学
研究部(理学) 准教授
愛知学院大学 教授
川口短期大学 教授
防災科学技術研究所 研究参事
防災科学技術研究所 研究員
大阪教育大学 名誉教授
元国立極地研究所 元教授
富山大学理学部４年 学生
富山大学理学部４年 学生
小計 10 名
合計 11 名
※外国人研究者の場合、備考欄に所属先の国名を記入してください。
※大学院生も含めてください。その場合、「職」の欄に「大学院生」と記入してください。
※行が不足する場合、適宜追加してください。
本吉弘岐
国立極地研究所
南極のような低温域での降雪機構や雪結晶の成長機構に関する研究の情報交
換会。本年度は、雪粒子のさまざまな測定方法、南極など寒冷地での実測結果
や、吹雪との区別方法などが報告され、微小な降水・降雪量測定の問題点を議
論した。
氏名
石坂雅昭
開催日時
概要
研 究 集 会 報 告 書
2014/2/21
備考
平沢尚彦
和田　誠
大竹一輝
高橋忠司
研究課題名
（集会名） 降雪粒子の撮影や観測の自動化に関する研究
古川翔平
島田　亙
小西啓之
山下　晃
清　忠師
※係記入欄
開催場所
所属 職
所内 国立極地研究所 准教授
国立極地研究所 教授
国立極地研究所 教授
国立極地研究所 准教授
国立極地研究所 助教
国立極地研究所 特任研究員
国立極地研究所 融合プロジェクト特任研究
国立極地研究所 特任助教
小計 8 名
所外 北海道大学 助教
福岡大学 助教
名古屋大学 准教授
名古屋大学 大学院生
大阪府立大学 教授
北海道大学 学振PD
京都大学 大学院生
京都大学 助教
金沢大学 准教授
統計数理研 特任研究員
北海道大学 准教授
北海道大学 助教
小計 12 名
合計 20 名
※外国人研究者の場合、備考欄に所属先の国名を記入してください。
※大学院生も含めてください。その場合、「職」の欄に「大学院生」と記入してください。
※行が不足する場合、適宜追加してください。
大気・雪氷間の物質循環と極域への物質輸送に関する研究小集会
国立極地研究所会議室
研 究 集 会 報 告 書
平成25年10月21〜22日
備考
本山秀明
藤田秀二
研究課題名
（集会名）
開催日時
概要
平沢尚彦
三宅隆之
的場澄人
　これまでの観測では、南極内陸部の表面積雪の観測、沿岸域や内陸部でのエアロゾル
観測や気象観測が個別に実施・議論されることが多かった。そのため、物質交換・循環
の観点で大気圏と雪氷圏間の物質移動や交換の議論は、ほとんど行われていなかっ
た。本研究会では、大気雪氷間の物質交換について、これまでの大気観測、雪氷圏の解
析・分析、室内実験の結果を比較・検討し、総合的な理解を目指して行った。12件の発表
のあとJARE第9期計画に向けての話題提供と議論を行った。
氏名
東久美子
山内恭
植竹淳
小端拓郎
原圭一郎
藤田耕史
保科優
小林史尚
鈴木香寿恵
関　宰
飯塚芳徳
竹中規訓
野村大樹
奥村将徳
藪下彰啓
※係記入欄
所属
生物圏研究グループ
気水圏研究グループ
気水圏研究グループ
北極観測センター
小計 12 名
所属
JAMSTEC 大学院生 外国人
東京海洋大学 大学院生 外国人
広島大学 大学院生 外国人
JAMSTEC 大学院生 外国人
東京海洋大学 大学院生 外国人
東京海洋大学 大学院生 外国人
北海道大学 大学院生 外国人
大学院生 外国人
小計 26 名
大学院生 1 名（内数）
外国人 名（内数）
※注　「大学院生」もしくは「外国人」に該当する場合のみ、どちらかを選んでください。それ以外は選択不要です。
○　所属は略称でも可です。（例：北海道大学低温科学研究所　→　北大低温研）
○　外国人の場合、備考欄に所属先の国名を記入してください。
○　行が不足する場合、適宜追加してください。
他
集会名
開催日時
概要
他
渡邉英嗣
飯田　高大
いずれかを■にしてください。
本研究集会では、両極の若手を中心とした研究者が一同に介して、砕氷船を利用し
た海洋研究について議論を行った。近年砕氷船の建造などが議論されているが、
サイエンスとして何が求められているのか、何を明らかにすれば世界をリードできる
のか、など幅広い視点から、様々な議論を実施した。
所
内
飯田高大
田村岳史
猪上淳
集 会 等 実 施 報 告 書
2013年10月29日
両極域における砕氷船を利用した海洋研究に関する研究集会
国立極地研究所
□シンポジウム　　　□ワークショップ　　　■研究集会　　　□会合　　　　□その他
開催場所
報告者
（担当者）
勝又勝郎
甘糟和男
川合美千代
三瓶真
備考
備考
※注氏名
藤原周
氏名
合計 38 名
溝端浩平
西岡純
所
外
※係記入欄
開催場所
所属 職
所内
小計 0 名
所外 安田女子大学教育学部 准教授
横浜国立大学大学院 教授
横浜国立大学大学院 研究教員
福岡工業大学 教授
大阪大学レーザーエネルギー学
研究センター
客員教授（特
任研究員）
釧路市教育委員会 マリモ学芸主幹
葉山しおさい博物館 学芸員
玉川大学農学部 教授
玉川大学農学部 学生
玉川大学農学部 学生
〈株〉IAS総合研究所 代表取締役
神奈川大学 准教授
大妻女子大学社会情報学部 教授
小計 13 名
合計 13 名
※外国人研究者の場合、備考欄に所属先の国名を記入してください。
※大学院生も含めてください。その場合、「職」の欄に「大学院生」と記入してください。
※行が不足する場合、適宜追加してください。
極限環境における微小生態系の総合的研究
国立極地研究所　　　　　　　
（統計数理研　会議室１）
研 究 集 会 実 施 報 告 書
2012/12/27 13:00-16:30
備考
井上源喜
研究課題名
（集会名）
開催日時
概要
小川麻里
大林由美子
　南極スカーレン大池の藻類集合体内部の微小生態系に関する本年度の研究結果を報
告した。その他、北海道阿寒湖の藻類集合体（マリモ）に関する研究の経緯や藻類・菌
類の利用研究、小型環境測定装置の活用例についての情報提供があり、、参加者間で
情報を共有するとともに、今後の課題について議論した。
氏名
三田肇
若菜勇
倉持卓司
高橋淳一
小林憲正
辻航太
鈴木祥弘
吉村義隆
齊藤威
尾崎美鶴
※係記入欄
所属
地圏研究グループ
小計 1 名
所属
日本気象協会 大学院生 外国人
高知工科大学 大学院生 外国人
高知工科大学 大学院生 外国人
鹿児島大学 大学院生 外国人
北大 大学院生 外国人
高知工科大学 大学院生 外国人
JAXA 大学院生 外国人
京大防災研 大学院生 外国人
名大 大学院生 外国人
九大 大学院生 外国人
九大 大学院生 外国人
東邦マーカンタイル株式会社 大学院生 外国人
小計 12 名
大学院生 2 名（内数）
外国人 名（内数）
※注　「大学院生」もしくは「外国人」に該当する場合のみ、どちらかを選んでください。それ以外は選択不要です。
○　所属は略称でも可です。（例：北海道大学低温科学研究所　→　北大低温研）
○　外国人の場合、備考欄に所属先の国名を記入してください。
○　行が不足する場合、適宜追加してください。
氏名
合計 13 名
松島　健
中元真美
所
外
柿並義宏
報告者
（担当者）
木原大城
古本宗充
山本真行
岡田和見
備考
備考
※注氏名
集 会 等 実 施 報 告 書
2014/3/27-28
インフラサウンド計測に基づく極域の
大気-海洋-固体圏相互作用に関する研究集会
３Ｆセミナー室（27日）、
５F会議室（C501)(28日）
□シンポジウム　　　□ワークショップ　　　■研究集会　　　□会合　　　　□その他
開催場所
村山貴彦
山本　真行　金尾　政紀
いずれかを■にしてください。
インフラサウンド(可聴下音波)は、大気重力波と可聴音波の中間帯域の微気圧変動
であり、大気中を長距離伝搬可能な特性を持つ。これまでに昭和基地でのインフラサ
ウンド計測による初期結果、並びに国内のCTBT観測点や2008年岩手・宮城内陸地
震、小型探査機「はやぶさ」帰還時の励起現象の研究がおこなわれてきた。本集会で
は、南極と国内とのデータ比較をはじめ、極域モニタリング観測への進展の可能性も
視野に入れ、波動の励起源となる海洋波浪・地震火山現象・氷震動・オーロラ関連現
象など、極地に特徴的な波動を捉え大気伝播特性研究の現況について情報交換を
行った。同帯域の長距離伝搬特性から、雑音源の少ない南極での観測はグローバル
網の一つとして重要であり、また南大洋の波浪起源による微気圧振動の周波数特性
と時間変動については詳しく議論した。2日目は、第9期計画を含む56次隊以降の南
極観測の詳細について具体的に検討した。
所内
金尾政紀
宮町宏樹
石原良明
伊藤嘉宏
大井拓磨
集会名
開催日時
概要
※係記入欄
所属
地圏研究グループ
北極観測センター
北極観測センター
地圏研究グループ
地圏研究グループ
北極観測センター
地圏研究グループ
地圏研究グループ
北極観測センター
小計 9 名
所属
JAMSTEC 大学院生 外国人
名古屋大学 大学院生 外国人
北海道大学 大学院生 外国人
鹿児島大学 大学院生 外国人
京都大学 大学院生 外国人
東濃地震科学研究所 大学院生 外国人
京大防災研 大学院生 外国人
静岡大学 大学院生 外国人
東北大学 大学院生 外国人
JAMSTEC 大学院生 外国人
成蹊大学 大学院生 外国人
元国立極地研究所 大学院生 外国人
小計 12 名
大学院生 2 名（内数）
外国人 名（内数）
※注　「大学院生」もしくは「外国人」に該当する場合のみ、どちらかを選んでください。それ以外は選択不要です。
○　所属は略称でも可です。（例：北海道大学低温科学研究所　→　北大低温研）
○　外国人の場合、備考欄に所属先の国名を記入してください。
○　行が不足する場合、適宜追加してください。
氏名
合計 21 名
東野陽子
姫野哲人
所
外
白水　薫
杉山　慎
報告者
（担当者）
田中俊行
豊国源知
古本宗充
松尾功二
備考
備考
※注氏名
土井浩一郎
集 会 等 実 施 報 告 書
2014/2/5
極域における氷河地震の活動度と発生過程に関する研究集会
国立極地研究所
３階セミナー室
□シンポジウム　　　□ワークショップ　　　■研究集会　　　□会合　　　　□その他
開催場所
吉岡美紀
坪井誠司
榎本浩之
坪井　誠司　　　　金尾　政紀
いずれかを■にしてください。
近年の地球温暖化によるグリーンランド氷床、特に縁辺部での流出に伴う振動現象
（氷河地震, Glacial Earthquake）が顕著に観測されている。これらグリーンランドや
南極氷床縁辺部で発生する氷河地震の活動度や地震発生のメカニズムが、既存の
グローバル観測網（FDSN）と国際共同研究による臨時観測（GLISN）の統合解析に
より、少しずつではあるが明らかにされてきた。本検討会では、これら氷河地震に関
する成果や観測報告、また特にグリーンランド氷床変動に関する最先端の学際的
研究成果について情報交換を行った。さらに、氷床変動メカニズムと温暖化増幅特
性の解明に向けて、今後の観測・研究の協力体制等について意見交換を行った。
所
内
金尾政紀
兒玉裕二
三浦英樹
宮町宏樹
千葉慶太
吉田明夫
神沼克伊
集会名
開催日時
概要
永塚尚子
青山雄一
研究集会報告書 
 
研究課題名： 南極海海洋循環を軸とした研究の新展開 
 
開  催  日： 平成２５年１０月１０日〜１０月１１日 
 
開催場所：   国立極地研究所 
 
出  席  者： （別紙）「参加者一覧」のとおり 
 
 
開催の目的： 
 南極海はその地理的特徴から、地球規模の気候に重要な役割を果たしている。
特に、世界最大 の季節海氷域は、北大西洋深層水とともに世界の海洋深層大循
環の起源である南極底層水を形成する海である。また、南極氷床の形成・変動
による、南極海海洋循環の発達・変化は、古環境変動および将来予測の鍵とな
るものである。本研究集会は、南極海の海洋循環をキーワードとし、 海洋物理、
海底地質や地球物理分野等の様々な側面から、過去から現在に至る南極海海洋
循環に関する議論を行い、分野を横断した新たな研究に発展させる場とするも
のである。また、さらにこれらの研究の発展に繋がる、ロス海棚氷下の堆積物
掘削を実施予定である、ANDRILL(ANtarctic geological DRILLing)プロジェク
トへの日本の参加に関する議論も行う。 
 
経   過： 
 本研究集会では、南極海の海洋循環を軸とした新たな研究の展開を図るため、
南極氷床との関わりや深海掘削計画等も含め、海洋物理、測地、古気候、古海
洋、第四紀地質、生物といった様々な分野からの、これまでの研究成果および
今後の展望や研究観測計画の提案等の講演を中心に活発な議論が行われた。総
合討論では、本研究集会での講演を総括し、分野融合研究の可能性や中心とな
る科学目的、開発すべき観測機器、今後の予定等を検討した。さらに、南極海
海洋循環の研究の発展に大きく寄与すると考えられる、ANDRILL プロジェク
トの日本参加に向けた、科学的な意義、期待される成果や、プロジェクトに対
する日本の貢献、参加に向けた体制等も議論された。 
 
成   果： 
 本研究集会により、これまでほとんど分野内での議論で閉じていた、海洋物
理、測地、古気候、古海洋、第四紀地質、生物等の様々な分野間での、南極海
の海洋循環に関わる最新の成果等の情報共有やでき、分野を超えた活発な意見
交換が行われた。さらに、それぞれの分野から分野横断を視野に入れた、今後
の研究観測の提案等も行われた。総合討論では、講演や研究提案をもとに、全
球における南極海の役割と南極氷床との関連の解明を科学目的とした、分野融
合研究を推進していくこととなり、来年度(平成 26 年度)の新学術領域研究への
申請を目指す事となった。加えて、2014年の地球惑星科学連合大会においても、
「全球環境変動解明の鍵： 南大洋・南極氷」というタイトルでセッションを提
案し、“南極氷床”と”南大洋”に関わる分野融合研究を発展させていく事とな
った。さらに、この科学目的に沿って、今後連携をとるべき他の分野等につい
ても検討を行った。また、ANDRILL プロジェクトの日本参加に向けた議論で
は、日本参加の科学的意義等を全体として確認し、今後の対応体制等も検討さ
れた事で、ANDRILL プロジェクトの日本参加に向けた準備が整った。以上の
ように、本研究集会を通して、南極海海洋循環を軸とした新たな分野融合研究
を発展させる下地が整った。2014年の地球惑星科学連合大会に加えて、来年度
も同様の研究集会を開催し、分野融合研究を今後更に発展させていく予定であ
る。 
（別紙）
課題番号 16
研究課題名
氏名 所属 職
所内 田村岳史 気水圏研究グループ 助教
飯田高大 生物圏研究グループ 助教
川村賢二 気水圏研究グループ 准教授
三浦英樹 地圏研究グループ 助教
菅沼悠介 地圏研究グループ 助教
青山雄一 地圏研究グループ 助教
外田智千 地圏研究グループ 准教授
堀江憲路 地圏研究グループ 助教
Kim TaeHee 地圏研究グループ 特任研究員
松野哲男 地圏研究グループ 特任研究員
平野大輔 GRENE 特任研究員
奥野淳一 GRENE 特任研究員
小島本葉 総合研究大学院大学 大学院生
野木義史 地圏研究グループ 教授
小計 14 名
所外 大島慶一郎 北海道大学低温研 教授
深町康 北海道大学低温研 准教授
池原実 高知大学 准教授
岩井雅夫 高知大学 教授
福田洋一 京都大学 教授
須藤斎 名古屋大学 准教授
岡田誠 茨城大学 准教授
関 宰 北海道大学低温研 准教授
井龍康文 東北大大学院理学研究科 教授
竹原真美 九州大学 大学院生
渡辺葉月 東京海洋大学 大学院生
小計 11 名
合計 25 名
※研究プロジェクト・一般共同研究・研究集会、いずれかを■にしてください。
※外国人研究者の場合、備考欄に所属先の国名を記入してください。
※大学院生も含めてください。その場合、「職」の欄に「大学院生」と記入してください。
※行が不足する場合、適宜追加してください。
□研究プロジェクト　　　□一般共同研究　　　■研究集会
参 加 者 一 覧
南極海海洋循環を軸とした研究の新展開
備考
※係記入欄
所属
宙空圏研究グループ
宙空圏研究グループ
宙空圏研究グループ
宙空圏研究グループ
宙空圏研究グループ
宙空圏研究グループ
宙空圏研究グループ
小計 7 名
所属
所 京大・生存研 大学院生 外国人
京大・生存研 大学院生 外国人
京大・理 大学院生 外国人
名大・STE研 大学院生 外国人
名大・STE研 大学院生 外国人
外 九大・ICSWSE 大学院生 外国人
東北大・PPARC 大学院生 外国人八木 学
備考
備考
※注氏名
片岡 龍峰
氏名
佐藤　夏雄
小川 泰信
集 会 等 実 施 報 告 書
2013年8月21日　10:00～17:30
太陽－地球大気の地上多点観測データ総合解析ワークショップ
国立極地研究所
3階セミナー室(C301)及び
5階セミナー室(C501)
□シンポジウム　　　■ワークショップ　　　□研究集会　　　□会合　　　　□その他
開催場所
堀　智昭
いずれかを■にしてください。
  IUGONETプロジェクト中間報告会に引き続き、8月21日（水）に、極地研研究集会「太陽－地球大気
の地上多点観測データ総合解析ワークショップ」を極地研3階セミナー室及び5階セミナー室に於いて
開催した。この研究会は、IUGONETプロジェクトで開発・公開しているデータ解析ソフトウェア（略称：
UDAS）を使って、地上観測データ（主に、地磁気、EISCATレーダー等のデータ）を描画・解析すること
により、UDASユーザの拡大とプロジェクト参加機関が所有するデータの流通を目的としている。通算5
回目となる今回は、中高緯度帯地上データと関連が深い米国Van Allen Probes (VAP)衛星データの
解析も並行して行い、IUGONET地上データとの新たな共同研究の展開を図った。
　研究会には、学部生2名、大学院生7名、ポスドク14名を含む計32名が参加し、各自ノートPCを持参
してもらい、実際にUDASのインストール、データ解析を行った。研究会後に取ったアンケート結果によ
ると、ほとんどの参加者が今後もUDASを使用したいと述べており、また北欧を中心とした光学データ
をUDASで解析したい等の積極的な意見も寄せられるなど、極地研のデータの宣伝、共同研究の促進
にも貢献できたと考えている。
　最後に、UDASの情報や研究会の講演資料は、UDASウェブサイト
（http://www.iugonet.org/software.html）、及び、研究集会ウェブサイト
（http://www.iugonet.org/meetings/2013-08-19_21.html）により閲覧可能である。
所
内
田中 良昌
佐藤 由佳
集会名
開催日時
概要
津田　卓雄
行松　彰
報告者
（担当者）
梅村 宜生
阿部 修司
堀 智昭
谷田貝 亜紀代
新堀 淳樹
小山 幸伸
所属 備考※注氏名
京都大学理学部 大学院生 外国人
名大 大学院生 外国人
金沢大 大学院生 外国人
所 駒澤大 大学院生 外国人
名大 大学院生 外国人
大阪電気通信大 大学院生 外国人
京大 大学院生 外国人
名大 大学院生 外国人
京大 大学院生 外国人
東海大 大学院生 外国人
東京工科大 大学院生 外国人
東北大 大学院生 外国人
宇宙科学研究所 大学院生 外国人
京大 大学院生 外国人
徳山高専 大学院生 外国人
名大・STE研 大学院生 外国人
東工大 大学院生 外国人
名大・STE研 大学院生 外国人
外 大学院生 外国人
大学院生 外国人
大学院生 外国人
小計 25 名
大学院生 7 名（内数）
外国人 0 名（内数）
※注　「大学院生」もしくは「外国人」に該当する場合のみ、どちらかを選んでください。それ以外は選択不要です。
○　所属は略称でも可です。（例：北海道大学低温科学研究所　→　北大低温研）
○　外国人の場合、備考欄に所属先の国名を記入してください。
○　行が不足する場合、適宜追加してください。
合計 32 名
箕浦　武
澤井　薫
鈴木　臣
学部4年生
幸野　淑子
尾花 由紀
内野　宏俊
寺本　万里子
坂野井　和代
佐伯　僚介
櫻井 亨
田所　裕康
栗田　怜
山内　里子
桂華　邦裕
北村　健太郎
荒木 徹
横山　佳弘
松下　敏法
学部4年生
※係記入欄
所属
新領域融合研究センター
宙空圏研究グループ
宙空圏研究グループ
小計 3 名
所属
気象大学校 大学院生 外国人
九州大学 大学院生 外国人
九州大学 大学院生 外国人
核融合科学研究所 大学院生 外国人
東京大学 大学院生 外国人
大学院生 外国人
大学院生 外国人
大学院生 外国人
小計 5 名
大学院生 名（内数）
外国人 名（内数）
※注　「大学院生」もしくは「外国人」に該当する場合のみ、どちらかを選んでください。それ以外は選択不要です。
○　所属は略称でも可です。（例：北海道大学低温科学研究所　→　北大低温研）
○　外国人の場合、備考欄に所属先の国名を記入してください。
○　行が不足する場合、適宜追加してください。
岡田雅樹
集会名
開催日時
概要
藤田茂
報告者
（担当者）
いずれかを■にしてください。
極地研究所で共同利用に供している大型計算機システムを使用し大規模シミュレーションおよび大規模データベー
スによる研究手法の開発は最新の研究成果のモデル化およびデータ解析においてもっとも重要な技術開発の一部
となるものである。大型計算機システムは平成２６年度に更新を予定しており、次期システムの主要な仕様を決める
うえで重要な時期を迎えている。幅広い研究分野において最新の研究の動向を集約し、次期システムの仕様に反
映させるための情報集約の場として、本研究集会を開催する。
所
内
集 会 等 実 施 報 告 書
2013年7月25日　13：00～17:00
極域科学コンピュータシステムを利用した大規模シミュレーションおよびデータ解析
手法に関する研究集会
大会議室
□シンポジウム　　　□ワークショップ　　　■研究集会　　　□会合　　　　□その他
開催場所
田中高史
三好勉信
備考
備考
※注氏名
氏名
近藤伸二
門倉昭
岡田雅樹
合計 8 名
所
外
菅野龍太郎
野本理裕
※係記入欄
所属
宙空
宙空
宙空 大学院生
宙空
宙空 外国人
宙空
宙空
小計 7 名
所属
Kyushu University 大学院生 外国人
Kyushu University 外国人
所 名古屋大学太陽地球環境研究所 大学院生 外国人
Geophysical Institute, University of 
Alaska Fairbanks
外国人
PPARC Tohoku University 大学院生 外国人
Kyoto Univ./ RISH 大学院生 外国人
外 京都大学理学研究科太陽惑星系電磁気学講座 大学院生
宇宙航空研究開発機構
名古屋大学太陽地球環境研究所
名古屋大学太陽地球環境研究所 大学院生
阿部　琢美
大塚　雄一
Abdul Hamid Nurul Shazana Binti 
Huixin Liu 
Prayitno Abadi 
Robert McCoy 
Septi Perwitasari 
Watthanasangmechai 
Kornyanat
秋谷　祐亮
大松　直貴
備考
備考
※注氏名
西山　尚典
氏名
江尻　省
中村　卓司
片岡　龍峰
津田　卓雄
集 会 等 実 施 報 告 書
2013年9月17-18日
中間圏・熱圏・電離圏研究集会
情報通信研究機構
□シンポジウム　　　□ワークショップ　　　■研究集会　　　□会合　　　　□その他
開催場所
いずれかを■にしてください。
集会名
開催日時
旅費を支給
所
内
概要
JIN LIU 
国立極地研究所、情報通信研究機構、名古屋大学太陽地球環境研究所の共催で2日間開
催した。当日は台風が関東地方に接近する中、70名の参加者があった。本集会では平成22
年度から引き続き、MTI領域を研究する若手の口頭発表及び質疑応答の時間を長めに割く
プログラムとし、若手自身が座長を務めることにより、活発な議論ができる場を設けた。また
今回のMTI研究会では「MTI分野の飛翔体観測の将来計画」をテーマとして、国内外のロケッ
ト実験や衛星観測の専門家に最新の研究成果を紹介していただいた。共同で開催された
ISS-IMAP研究集会における大気光観測装置（IMAP）の最新成果やデータ利用方法などと合
わせ、将来計画についても活発な議論が行われた。会期中、招待講演を含む26件（口頭18
件、ポスター8件）の研究発表が行われた。
また、国立極地研発行の南極資料「中間圏・熱圏・電離圏研究の最前線」の編集作業を進め
た。これは平成24年度MTI研究集会での若手研究者による講演内容を中心にまとめた論文
集で、平成25年2月に出版された。
松田　貴嗣
報告者
（担当者） 江尻　省
旅費を支給
所属 備考※注氏名
名古屋大学太陽地球環境研究所
横浜国立大学 大学院生
名古屋大学 大学院生
北海道大学大学院理学研究院
京都大学 大学院生
所 JAXA地球観測研究センター
電気通信大学　情報理工学研究科　
情報・通信工学専攻
大学院生
京都大学・理
東北大学大学院理学研究科
千葉大学大学院 大学院生
京都大学生存圏研究所
名古屋大学太陽地球環境研究所
JAXA/ISAS
千葉大学　大学院工学研究科 大学院生
名古屋大学太陽地球環境研究所 大学院生
名古屋大学太陽地球環境研究所 大学院生
九州大学 大学院生
千葉大学大学院工学研究科
東京学芸大学
名古屋大学太陽地球環境研究所 大学院生
名大STE研
宇宙航空研究開発機構 大学院生
成蹊大学　理工学部
電気通信大学
京都大学大学院理学研究科地球物
理学教室
大学院生
電気通信大学大学院 情報理工学
研究科 情報・通信工学専攻
大学院生
電気通信大学 大学院生
電気通信大学大学院　情報理工学
研究科　情報通信工学専攻　細川
大学院生
京都大学理学研究科地球惑星科学
専攻
大学院生
外 電気通信大学 宇宙・電磁環境研究センター冨澤研究室 大学院生
東京大学大学院理学系研究科地球
惑星科学専攻
北海道大学
名古屋大学太陽地球環境研究所 大学院生
宇宙航空研究開発機構
LAPAN 外国人
五井　紫
児玉　哲哉
鈴木　睦
高橋　明
旅費を支給
大山　伸一郎
衣笠　菜月
粂野 良太
栗原 純一
鳴瀧　亜理紗
西谷　望
最所　崇
齊藤　昭則
坂野井　健
清水　友貴
新堀　淳樹
鈴木　臣
高橋　透
津屋　太志
出口　陵
中田　裕之
中村　真帆
前尾　友紀子
松村　充
三井　俊平
幸野　淑子
東尾　奈々
藤原　均
細川　敬祐
穂積　裕太
横山　貴文
吉川　一朗
渡部　重十
渡辺　太規
恩藤　忠典
川崎 春夫
EDNOFRI 
旅費を支給
旅費を支給
旅費を支給
旅費を支給
旅費を支給
所属 備考※注氏名
Geophysical Institute, University of 
Alaska Fairbanks 名誉教授当日
外国人
学芸大 大学院生
所
東北大学 大学院生
東北大学 大学院生
NICT
NICT
NICT
NICT
NICT
NICT
NICT
外 NICT
NICT
NICT
NICT
小計 63 名
大学院生 28 名（内数）
外国人 9 名（内数）
※注　「大学院生」もしくは「外国人」に該当する場合のみ、どちらかを選んでください。それ以外は選択不要です。
○　所属は略称でも可です。（例：北海道大学低温科学研究所　→　北大低温研）
○　外国人の場合、備考欄に所属先の国名を記入してください。
○　行が不足する場合、適宜追加してください。
津川　卓也
西岡　未知
山田　崇貴
石井　守
長妻　努
亘　慎一
WATKINS 
國武　学
品川　裕之
野口　恵理子
坂本　大樹
池田　大輝
小山　孝一郎
久保田　実
笠井　康子
陣　英克
横山　竜宏
名合計 70
    
研究課題名： 永久凍土の変動とモニタリングに関する研究集会 
 
開  催  日： 2013 年 12 月 6 日(金) 9:50-17:15 
 
開催場所：   国立極地研究所 3F セミナー室 
 
出  席  者： （別紙）「参加者一覧」のとおり 
 
 
開催の目的： 
    凍土分野の研究において、近年の気候変動に対する応答の実態をモニ
タリングし、変動のプロセスを明らかにすることは地球科学的、あるいは工学
的な見地からも要請が強い研究課題である。特に寒冷圏陸域における環境変化
が顕在化しつつある現在、凍土研究の重要性は増している。一方、凍土に関わ
る研究テーマにおいては、土壌物理・水文・気象・生態といった複数の学問分
野にまたがった知見を要求されることから、同じ凍土を対象としつつも、異な
るバックグラウンドを持つ研究者の間で議論と意見交換が不可欠であり、それ
を可能にする場が必要とされてきた。本研究集会は、凍土、あるいは土壌凍結
をキーワードとし、寒冷圏の陸面環境に関わる様々な分野の研究者が、分野間
の垣根を超えて集まり議論することを目的として開催された。 
 
経   過： 
日頃、学会などでは不十分な議論の時間を十分に確保するという会合の
趣旨に従い、研究発表については（別紙）「プログラム」のとおり、発表 25 分
＋質疑 15 分としてプログラムを構成した。 
 
成   果： 
参加者は、所内 10 名・所外 9 名の計 19 名であった。研究発表として、
スピッツベルゲンにおける凍土地形の長期観測、シベリア凍土地域における気
象観測、モンゴルにおける凍土研究、国内における凍結深モニタリング、地温
測定センサー開発、といった話題に関して発表があり、活発な議論があった。
また、執筆準備が進んでいる北極環境研究の長期構想報告書にむけた検討の時
間を約 2 時間確保し、参加者による話題提供およびディスカッションを行い、
凍土に関わる研究の現状について認識を共有するとともに、長期的な研究の展
望を議論した。 
（別紙）
課題番号
研究課題名
氏名 所属 職
所内 石沢賢二 極地工学 職員
金高義 極地工学 研究者
兒玉裕二 北極観測センター 研究者
高田久美子 GRENE/環境研 研究者
樋口和生 南観センター 職員
平沢尚彦 気水圏 研究者
三浦英樹 地圏 研究者
宮崎真 GRENE/JAMSTEC 研究者
森淳子 GRENE/JAMSTEC 研究者
吉岡美紀 北極観測センター 職員
小計 10 名
所外 飯島慈裕 JAMSTEC 研究者
石川守 北大 研究者
伊勢武 兵庫県立大 研究者
斉藤和之 JAMSTEC 研究者
末吉哲雄 JAMSTEC 研究者
曽根敏雄 北大 研究者
原田鉱一郎 宮城大 研究者
松岡憲和 筑波大 研究者
吉川謙二 UAF 研究者
小計 9 名
合計 19 名
※研究プロジェクト・一般共同研究・研究集会、いずれかを■にしてください。
※外国人研究者の場合、備考欄に所属先の国名を記入してください。
※大学院生も含めてください。その場合、「職」の欄に「大学院生」と記入してください。
※行が不足する場合、適宜追加してください。
参 加 者 一 覧
永久凍土の変動とモニタリングに関する研究集会
備考
□研究プロジェクト　　　□一般共同研究　　　■研究集会
※係記入欄
開催場所
所属 職
所内 国立極地研究所 准教授
国立極地研究所 准教授
国立極地研究所 准教授
国立極地研究所 教授
国立極地研究所 助教
国立極地研究所 助教
国立極地研究所 研究員
国立極地研究所 研究員
国立極地研究所 大学院生
小計 9 名
所外 電通大 准教授
電通大 大学院生
成蹊大 教授
信州大 准教授
名大STE研 准教授
名大STE研 准教授
名大STE研 助教
京大生存研 助教
小計 8 名
合計 17 名
※外国人研究者の場合、備考欄に所属先の国名を記入してください。
※大学院生も含めてください。その場合、「職」の欄に「大学院生」と記入してください。
※行が不足する場合、適宜追加してください。
野澤悟徳
大山伸一郎
古本淳一
細川敬祐
坂井純
大塚雄一
北極域電磁気圏研究の中心的な役割を担う欧州非干渉散乱（EISCATレーダー）の全国
共同利用の推進と、EISCATレーダーを軸とする北極域の超高層大気観測研究の戦略を
議論することを目的として、国内研究集会を開催した。
　まず前半に、2013年度のEISCAT特別実験の実施状況や初期観測結果に関する報告
や、2014年度のEISCAT特別実験に関する情報交換・意見交換を中心に行った。後半に
は、EISCAT_3Dに関する最新の情報共有を行った後、EISCAT_3Dレーダーを用いて日本
が進めるサイエンスプランについて、その文書案を基に活発な議論を行うことができた。
氏名
宮岡宏
小川泰信
藤原均
津田卓雄
平木康隆
堤雅基
門倉昭
川原琢也
冨川喜弘
田中良昌
石田哲朗
EISCAT研究集会
国立極地研究所
研 究 集 会 実 施 報 告 書
平成 26 年 3 月28 日
備考
研究課題名
（集会名）
開催日時
概要
※係記入欄
所属
気水圏研究グループ
生物圏研究グループ
北極観測センター
極地工学研究グループ
生物圏研究グループ
生物圏研究グループ
地圏研究グループ
気水圏研究グループ
小計 8 名
所属
北大・低温研 大学院生 外国人
北大・低温研 大学院生 外国人
北大・低温研 大学院生 外国人
北大・低温研 大学院生 外国人
日本大学 大学院生 外国人
北海道教育大学 大学院生 外国人
北見工業大学 大学院生 外国人
東京大学 大学院生 外国人
JAXA 大学院生 外国人
統数研 大学院生 外国人
小計 10 名
大学院生 1 名（内数）
外国人 名（内数）
※注　「大学院生」もしくは「外国人」に該当する場合のみ、どちらかを選んでください。それ以外は選択不要です。
○　所属は略称でも可です。（例：北海道大学低温科学研究所　→　北大低温研）
○　外国人の場合、備考欄に所属先の国名を記入してください。
○　行が不足する場合、適宜追加してください。
高村 友海
白石 和行
榎本 浩之
開催場所
杉本　風子
備考
備考
田村 岳史
開催日時
概要
所
内
集 会 等 実 施 報 告 書
2014年1月24日
昭和基地周辺の海氷変動特性の解析に関する研究集会
極地研3階セミナー室
□シンポジウム　　　□ワークショップ　　　■研究集会　　　□会合　　　　□その他
報告者
（担当者）
いずれかを■にしてください。
2011/12および2012/13シーズンの「しらせ」砕氷航行を極めて困難にさせた海氷状況を把握し、今後の観
測隊オペレーションの支援に向けて、現地・衛星観測データ等の解析を中心とした所内プロジェクト（平成
25～27年度）を開始した。沖合流氷域と沿岸定氷域における解析結果の報告と研究方針の議論のために
本集会を開催した。
特に過去数年～10年間に着目して海氷状況の特性を抽出して、変動機構の解明を進めた。得られた知見
を観測隊他へ提供すること、海氷監視や現地－国内間の情報共有体制についても検討した。
集会名
石沢 賢二
氏名
田村 岳史
高橋 晃周
平野 大輔
豊田　威信
舘山　一孝
直木　和弘
所
外
若林　裕之
尾関　俊弘
野村　大樹
氏名
鈴木 香寿恵
木村　詞明
深町　康
渡邉 研太郞
合計 18 名
※注
 
 
 
 
 
Ⅲ．平成２５年度共同研究課題一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．平成２５度共同研究実施件数
継続 新規 計
件数 件数 件数
宙空圏 25 8 33 17 16
気水圏 13 5 18 7 11
地圏 9 8 17 7 10
生物圏 17 8 25 11 14
極地工学 4 7 11 2 9
計 68 36 104 44 60
22 0
平成２５年度
終了件数
平成２５年度
継続件数区分
一般共同研究
研究集会 22
平成２５年度実施件数
研究分野
２.　一般共同研究
分野 No. 研 究 者 名 所属・職 研究課題名
宙空圏 23-1 塩 川 和 夫 名古屋大学太陽地球環境研究所・教授
高感度光学観測ネットワークによる電離
圏・熱圏・中間圏ダイナミクスの研究 H23-H25 3年
23-2 菅野 龍太郎 自然科学研究機構核融合科学研究所・准教授
プラズマ輸送シミュレーションへの物理
乱数の応用 H23-H25 3年
23-3 谷 森 達 京都大学大学院理学研究科・教授
北極での高エネルギー電子降下による
ガンマ線バーストの定点観測 H23-H25 3年
23-5 尾 花 由 紀 大阪電気通信大学工学部基礎理工学科・講師
地磁気とSuperDARNデータによる磁力
線共鳴振動同時観測手法の開発研究 H23-H25 3年
23-6 服 部 克 巳 千葉大学大学院理学研究科・教授
GPSトモグラフィーの開発と地圏―大気
圏―電離圏結合に関連する研究 H23-H25 3年
23-7 加 藤 雄 人 東北大学大学院理学研究科・准教授
パルセーティングオーロラに伴うVLF,降
下電子の観測的研究 H23-H25 3年
23-8 臼 井 英 之 神戸大学大学院システム情報学工学研究科・教授
衛星プラズマ電磁環境に関する粒子シュ
ミレーション研究 H23-H25 3年
23-9 渡 辺 正 和 九州大学国際宇宙天気科学教育センター・准教授
SuperDARN観測と数値実験による極域
電離圏対流システムの解明 H23-H25 3年
23-10 大山 伸一郎 名古屋大学太陽地球環境研究所・助教
ノルウェー・トロムソの光学観測装置を中
心とした中間圏大気重力波の研究 H23-H25 3年
23-11 西 谷 望 名古屋大学太陽地球環境研究所・准教授
SuperDARNによる極域・中緯度電離圏ダ
イナミクスの比較研究 H23-H25 3年
23-12 鴨 川 仁 東京学芸大学教育学部・助教
大気電場観測データを用いたグローバ
ルサーキットの研究 H23-H25 3年
23-13 大 塚 雄 一 名古屋大学太陽地球環境研究所・准教授
シンチレーション及び全電子数観測によ
る極域電離圏擾乱の研究 H23-H25 3年
23-14 新 堀 淳 樹 京都大学生存圏研究所・特定研究員
グローバルな電離圏擾乱ダイナモの発
達過程に関する研究 H23-H25 3年
23-15 吉 川 顕 正 九州大学大学院理学研究院・講師
EISCAT/SuperDARNレーダーを用いた
Cowlingチャンネル検出手法の検討 H23-H25 3年
24-1 櫻 井 亨 東海大学・名誉教授 Substorm発達過程とUFL波動との関係 H24-H25 2年
24-2 北村 健太郎 徳山工業高等専門学校・准教授
地上磁場データを用いた放射線帯粒子
変動の研究 H24-H26 3年
24-3 寺本 万里子 名古屋大学太陽地球環境研究所・研究機関研究員
衛星及び地上多点観測を用いた極域Ｐｃ
3-4地磁気脈動の研究 H24-H26 3年
24-4 齎 藤 尚 生 東北大学･名誉教授 太陽活動上昇期の磁気嵐の研究 H24-H26 3年
24-5 細 川 敬 祐 電気通信大学情報理工学部･准教授
光学･レーダー･地磁気・GPS-TECデータ
を用いたオーロラ帯電離圏の研究 H24-H26 3年
24-6 巻 田 和 男 拓殖大学・教授 極域とブラジル磁気異常帯の超高層大気現象の相関について H24-H25 2年
24-7 早 川 正 士 電気通信大学・名誉教授 大気面と電離圏/磁気圏との電磁結合に関する研究 H24-H26 3年
24-8 小 野 高 幸 東北大学大学院理学研究科・教授
衛星観測ならびに地上観測に基づく内部
磁気圏プラズマダイナミクス及び電離圏-
磁気圏結合の研究
H24-H26 3年
24-9 鈴 木 臣 名古屋大学太陽地球環境研究所・特任助教
北極域対流圏・成層圏から超高層大気
への大気重力波伝搬の観測 H24-H26 3年
24-10 野 澤 悟 徳 名古屋大学太陽地球環境研究所・准教授
北欧におけるレーダーおよび光学観測
機器を用いた下部熱圏・中間圏大気ダイ
ナミクスの解明
H24-H26 3年
24-12 菊 池 崇 名古屋大学太陽地球環境研究所・名誉教授
グローバル磁力計・オーロラTV観測によ
るPi2電流系の研究 H24-H26 3年
研究期間
一般共同研究
分野 No. 研 究 者 名 所属・職 研究課題名 研究期間
宙空圏 25-1 田 中 高 史 九州大学・名誉教授 超並列・磁気圏―電離圏結合シミュレーションの開発 H25‐H26 2年
25-2 藤 原 均 成蹊大学理工学部・教授 太陽活動変化に対する極域電離圏・熱圏変動の研究 H25‐H27 3年
25-3 村 田 功 東北大学大学院環境科学研究科・准教授
光学およびECCオゾンゾンデを用いたオ
ゾンおよび大気重力波の研究 H25-H27 3年
25-4 源 泰 拓 気象庁地磁気観測所・主任研究官 地磁気絶対観測の自動化に関する研究 H25-H26 2年
25-5 川 原 琢 也 信州大学工学部・准教授 多波長共鳴散乱ライダーにおけるレーザ波長モニター・制御手法の確立 H25-H27 3年
25-6 櫻 井 敬 久 山形大学理学部・教授
アイスランドにおける宇宙線生成核種強
度の時間変動と太陽活動の関係につい
ての研究
H25-H27 3年
25-7 河 野 英 昭 九州大学国際宇宙天気科学・教育センター・准教授
SuperDARNによる地磁気脈動観測に基
づく磁気圏領域推定可能性 H25-H25 1年
25-8 橋本 久美子 吉備国際大学国際環境経営学部・教授
サブストーム時に昼夜で発達する領域２
型沿磁力線電流と過遮蔽電場分布の研
究
H25-H26 2年
気水圏 23-17 植 村 立 琉球大学理学部・助教 南極氷コアに含まれる硫酸ｲｵﾝの安定同位体計測に関する研究 H23-H25 3年
23-18 福井 幸太郎 立山カルデラ砂防博物館・学芸員
地中レーダー（GPR）の積雪や氷河氷へ
の適用に関する研究 H23-H25 3年
23-21 青 木 一 真 富山大学大学院理工学研究部・准教授
スカイラジオメーター観測に基づく極域の
エアロゾルの光学的特性 H23-H25 3年
23-22 亀 田 貴 雄 北見工業大学工学部・教授
南極の沿岸から内陸の積雪堆積環境の
解明 H23-H25 3年
23-23 林 政 彦 福岡大学理学部・教授
飛翔体搭載小型エアロゾルゾンデによる
極域自由対流圏・成層圏エアロゾル観測
の展開
H23-H25 3年
23-24 齊 藤 隆 志 京都大学防災研究所・助教
タイムラプスビデオを用いた白瀬氷河流
動観測 H23-H25 3年
23-25 小 西 啓 之 大阪教育大学・教授 ダイヤモンドダストによる降雪の降水量実測の試み H23-H25 3年
24-13 古 崎 睦 旭川工業高等専門学校・教授
氷河・氷床の中層掘削技術に関する研
究 H24-H26 3年
24-14 青 木 周 司 東北大学大学院理学研究科・教授
成層圏における温室効果気体の変動に
関する研究 H24-H26 3年
24-15 的 場 澄 人 北海道大学低温科学研究所・助教
グリーンランドおよび山岳氷河雪氷試料
の化学解析による北極域の気候変動に
関する研究
H24-H26 3年
24-16 小 林 拓 山梨大学大学院医学工学総合研究部・准教授 船舶用スカイラジオメータの性能評価 H24-H26 3年
24-18 東 信 彦 長岡技術科学大学機械系・教授
氷床コア同位体連続分析用融解装置の
高分解能化 H24-H26 3年
24-30 浅 野 比 山口東京理科大学・助教 南極域エアロゾルの季節挙動に関する研究 H24-H26 3年
25-9 上 條 敏 生 首都大学東京理工学研究科・助教 氷の高周波誘電特性の研究 H25-H27 3年
25-10 久 慈 誠 奈良女子大学自然科学系・准教授
リモートセンシング観測データを用いた
極域の雲の動態解析 H25-H27 3年
25-11 本 田 明 治 新潟大学自然科学系・准教授
グローバル雪氷圏変動が日本の気象・
気候に及ぼす影響 H25-H27 3年
25-12 深 町 康 北海道大学低温科学研究所・准教授
南極海インド洋セクターにおける海氷・海
洋の係留観測研究 H25-H27 3年
一般共同研究
分野 No. 研 究 者 名 所属・職 研究課題名 研究期間
気水圏 25-13 北 和 之 茨城大学理学部・教授
昭和基地周辺に輸送される大気中黒色
炭素エアロゾル濃度の季節変動と発生
起源推定、及び雪中への沈着量の見積
もり
H25-H26 2年
地圏 23-26 木 村 眞 茨城大学理学部・教授 コンドライトの分類と角礫化作用に関する研究 H23-H25 3年
23-27 趙 大 鵬 東北大学大学院理学研究科・教授
地震学的データを用いた極域の地球内
部不均質構造に関する研究 H23-H25 3年
23-28 平 松 良 浩 金沢大学理工研究域自然システム学系・准教授
極域での固体地球振動と地震波動の伝
播特性に関する研究 H23-H25 3年
23-29 坪 井 誠 司 (独）海洋研究開発機構地球情報研究センター・部長
両極における氷河地震の活動度と発生
過程に関する研究 H23-H25 3年
23-30 廣 井 美 邦 千葉大学大学院理学研究科・教授
グラニュライト中のナノ花崗岩包有物に
よる大陸衝突型造山帯の研究 H23-H25 3年
23-32 大 村 誠 高知県立大学文化学部・教授
合成開口レーダ（SAR）による南極域の
地表変動観測手法の改善 H23-H25 3年
23-33 福 田 洋 一 京都大学大学院理学研究科・教授
地上および衛星重力データによる昭和
基地周辺の重力場精密決定 H23-H25 3年
24-20 山 本 真 行 高知工科大学工学部・准教授
インフラサウンド計測に基づく極地大気-
海洋-固体圏相互作用の研究 H24-H26 3年
24-21 前 杢 英 明 広島大学大学院教育学研究科・教授
完新世グリーンランド氷床融解史に関す
る地形・地質学的研究 H24-H26 3年
25-14 河 上 哲 生 京都大学大学院理学研究科・助教
東南極セールロンダーネ山地における流
体活動の年代決定と物質移動解析 H25‐H27 3年
25-15 清 川 昌 一
九州大学大学院理学研究
院地球惑星科学部門・
准教授
太古代・原生代の海洋底堆積物の記録：
初期海洋の生物生産量とそこに残される
古地磁気変動の解明
H25-H27 3年
25-16 三 宅 亮 京都大学大学院理学研究科・准教授
東南極ナピア岩体に産する造岩鉱物の
微細組織観察および熱史への適用 H25-H27 3年
25-17 馬場 壮太郎 琉球大学教育学部・教授 東南極における変成作用と微小地塊・テレーンの多重衝突 H25-H27 3年
25-18 中 村 教 博 東北大学理学研究科地学専攻・准教授
南極産隕石と始生代縞状鉄鉱層の誘電
率特性と岩石磁気特性 H25-H27 3年
25-19 松 本 剛 琉球大学理学部・教授 南極大陸周辺域の精密地形の特徴に関する研究 H25-H27 3年
25-20 池 田 博 筑波大学研究基盤総合センター・准教授
VLBIアンテナフロントエンド部の冷却技
術に関する調査検討 H25-H26 2年
25-21 池 田 剛 九州大学・准教授 変成反応組織解析を用いたリュツォ・ホルム岩体の上昇速度の推定 H25-H27 3年
生物圏 23-35 大 園 享 司 京都大学生態学研究センター・准教授
極域における菌類の生物多様性と生態
系機能に関する研究 H23-H25 3年
23-36 井 上 源 喜 大妻女子大学社会情報学部・教授
極域における環境変動と生物相の変遷
に関する研究 H23-H25 3年
23-37 長 沼 毅 広島大学大学院生物圏科学研究科・准教授
極域微生物の汎存性と固有性に関する
研究 H23-H25 3年
23-38 茂 木 正 人 東京海洋大学・准教授 南極海の深層生態系：多様性と生活史戦略 H23-H25 3年
23-41 田 口 哲 創価大学工学部・教授 海氷中の微小生物環の環境応答に関する生態学的研究 H23-H25 3年
23-42 山 室 真 澄
東京大学大学院新領域創
成科学研究科自然環境学
専攻・教授
南極露岩域湖沼における生態系発達史
と多様性維持機構の解明 H23-H25 3年
23-43 斎 藤 裕 美 東海大学生物理工学部・講師
南極湖沼に生息する動物相の分析およ
びその多様性機構について H23-H25 3年
一般共同研究
分野 No. 研 究 者 名 所属・職 研究課題名 研究期間
生物圏 23-44 岩 見 哲 夫 東京家政学院大学・教授 南極海に生息する魚類の繁殖及び摂餌生態に関する研究 H23-H25 3年
23-45 佐々木 洋 石巻専修大学・教授 寒冷海域の海洋酸性化が有殻翼足類に与える影響 H23-H25 3年
23-46 山内潤一郎 首都大学東京・准教授 寒冷環境下のおける身体機能への生理的影響 H23-H25 3年
23-47 稲 垣 昌 宣 安田女子大学薬学部・講師
南氷洋産ヒモムシ由来生理活性物質の
探索研究 H23-H25 3年
24-22 三田村 啓理 京都大学大学院情報学研究所・助教
ジャイロロガーを用いたアデリーペンギン
の行動解析 H24-H26 3年
24-23 三 谷 曜 子
北海道大学北方生物圏
フィールド科学センター・
助教
高緯度海域における海洋環境変動が高
次捕食者に与える影響 H24-H26 3年
24-24 山 本 麻 希 長岡技術科学大学・助教 オオミズナギドリの餌生物のＤＮＡ分析 H24-H26 3年
24-25 小 川 麻 里 安田女子大学・准教授 極域における微少環境測定装置の実用性に関する試験、研究 H24-H26 3年
24-26 渡 辺 伸 一 福山大学生命工学部・講師
動物装着型記録計を用いたオオミズナ
ギドリの繁殖生態に関する研究 H24-H26 3年
24-31 塚 本 勝 巳 東京大学大気海洋研究所・教授
動物装着用超小型アルゴス送信機の設
計と試作 H24-H26 3年
25-22 田邊 優貴子 早稲田大学　高等研究所・助教
南極湖沼生態系からつなげる現象と理
論 H25-H27 3年
25-23 三 瓶 真 広島大学大学院生物圏科学研究科・特任講師
極域海域におけるバイオロジカルカーボ
ンポンプの定量的解明：特に従属栄養生
物の寄与に注目して
H25-H27 3年
25-24 菓子野 康浩 兵庫県立大学・准教授 好冷性微細藻類の脂質に関する研究 H25-H27 3年
25-25 東 條 元 昭 大阪府立大学大学院生命環境科学研究科・准教授
極域に生息する植物寄生性糸状菌の多
様性評価 H25-H27 3年
25-26 奥山 英登志 北海道大学大学院地球環境科学研究院・准教授
多価不飽和酵素遺伝子のグラム陽性菌
での発現と機能 H25-H26 2年
25-27 田 村 豊 酪農学園大学獣医学群食品衛生学ユニット・教授
南極材料を用いた薬剤耐性菌と薬剤耐
性遺伝子の検出 H25-H26 2年
25-28 高 橋 哲 也 島根大学教育学部・教授
南極の紫外線が生物に及ぼす影響と好
冷性微生物由来のセルロースなどに関
する研究
H25-H27 3年
25-29 大 谷 修 司 島根大学教育学部・教授
昭和基地周辺における土壌藻類および
土壌微生物を用いた環境モニタリングに
関する研究
H25-H27 3年
極地工学 23-48 小 原 伸 哉 北見工業大学工学部・教授
極寒環境下での電力供給システムの開
発 H23-H25 3年
24-27 白 川 龍 生 北見工業大学社会環境工学科･助教
新ドームふじ基地建設にむけた圧雪手
法の研究 H24-H26 3年
24-28 竹内由香里 森林総合研究所気象環境研究領域・チーム長
積雪強度測定手法の開発および広温度
領域にわたる積雪物性値の比較測定 H24-H26 3年
24-29 市 川 隆 東北大学理学研究科天文学専攻・教授
南極ドームふじきちにおける赤外線望遠
鏡による天体観測のための減災研究 H24-H26 3年
25-30 香 川 博 之 金沢大学理工研究域機会工学系・講師
新ドームふじ基地建設のための内陸輸
送力の基礎研究 H25‐H27 3年
25-31 吉 田 博 夫 神奈川工科大学自動車システム開発工学科・教授
自然エネルギー利用自立型エネルギー
システムの研究 H25-H25 1年
25-32 尾 関 俊 浩 北海道教育大学教育学部札幌校・准教授
新ドームふじ基地建設のための圧雪地
盤の三次元微細構造解明研究 H25-H27 3年
一般共同研究
分野 No. 研 究 者 名 所属・職 研究課題名 研究期間
極地工学 25-33 木 村 茂 雄 神奈川工科大学工学部機械工学科・教授 MPPT法を導入した太陽光追尾システム H25-H27 3年
25-34 山 岸 陽 一 神奈川工科大学機械工学科・准教授
南極における建屋周辺の吹雪による積
雪と削剥の数値解析 H25-H26 2年
25-35 伊豆原 月絵 大阪樟蔭女子大学・教授 寒冷環境下における機能性繊維を用いた衣服内気候の研究 H25-H27 3年
25-36 横山 宏太郎 農業・食品産業技術総合研究機構・フェロー
新内陸基地における緊急時対応策の研
究 H25-H27 3年
3. 研究集会
No. 研究課題名 研究代表者 所属・職
1 南極大気エアロゾル研究会 原　圭一郎 福岡大学・助教
2 二次イオン質量分析計を用いた共同研究に関する研究集会 外田　智千 国立極地研究所・准教授
3 グローバルデータシステムにおける極域データ活動に関する研究集会 金尾　政紀 国立極地研究所・准教授
4 寒冷域における降雪・雪結晶の研究・教育の今後の展望 島田　亙 富山大学大学院理工学研究部・准教授
5 氷面に対するレーザ測距技術を活用した極域計測・氷衛星探査に関する研究集会 木村　淳 北海道大学・研究会
6 SuperDARNによる極域超高層大気研究集会 行松　彰 国立極地研究所・准教授
7 極域電離圏‐磁気圏結合研究集会 細川　敬祐 電気通信大学・准教授
8 南極昭和基地大型大気レーダー計画(PANSY)研究集会 堤　雅基 国立極地研究所・准教授
9 冬季南極氷域の国際共同観測（SIPEX2計画）の成果に関する研究集会 田村　岳史 国立極地研究所研究教育系・助教
10 降雪粒子の撮影や観測の自動化に関する研究 小西　啓之 大阪教育大学・教授
11 大気・雪氷間の物質循環と極域への物質輸送に関する研究小集会 的場　澄人 北海道大学低温科学研究所・助教
12 両極域における砕氷船を利用した海洋研究に関する研究集会 飯田　高大 国立極地研究所・助教
13 極限環境における微小生態系の総合的研究 小川　麻里 安田女子大学・准教授
14 インフラサウンド計測に基づく極域の大気‐海洋‐固体圏相互作用に関する研究集会 山本　真行 高知工科大学工学部・准教授
15 極域における氷河地震の活動度と発生課程に関する研究集会 坪井　誠司 独立行政法人海洋研究開発機構・部長
16 南極海海洋循環を軸とした研究の新展開 野木　義史 国立極地研究所・教授
17 太陽‐地球大気の地上多点観測データ総合解析ワークショップ 堀　智昭
名古屋大学太陽地球環境研究所・
特任助教
18
極域科学コンピュータシステムを利用した大規模シ
ミュレーションおよびデータ解析手法に関する研究
集会
岡田　雅樹 国立極地研究所・准教授
19 中間圏・熱圏・電離圏研究集会 江尻　省 国立極地研究所・助教
20 永久凍土のモニタリングと変動に関する研究集会 末吉　哲雄 海洋研究開発機構・技術研究副主任
21 EISCAT研究集会 宮岡　宏 国立極地研究所・准教授
22 昭和基地周辺の海氷変動特性の解析に関する研究集会 牛尾　収輝 国立極地研究所・准教授
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本報告書は、平成２５年度で終了した共同研究の各研究代表者から提出され
た報告をとりまとめたものである。 
